
当社グループは、サステナビリティを単なるリスクマネジメントにとどまらず、持続的成長の機会と捉え、マテリアリティ

に基づく取り組みを体系的に推進しています。

人材が最大の資本である商社にとって、人的資本の強化は価値創出力の向上に直結し、競争優位性を支える重要な基

盤です。また、環境分野では、リサイクルやバイオ等の環境配慮プラスチックに注力し、脱炭素社会・循環経済への貢献

に加え、合成樹脂事業における競争力強化にもつなげています。

当社グループの「愛」「敬」の精神に基づく顧客・社会への共感と寄り添いの姿勢は、サステナビリティの理念と深く通じ

ており、長期的な企業価値向上と持続可能な社会の実現を目指しています。

当社グループでは、企業価値を一層高めるため、サステナビリティを重要な経営課題として位置づけており、サステナビ

リティに関するリスクと機会を、中期経営計画や投資判断、重点施策、事業運営等に反映することで、経営戦略と一体的

に推進しています。これにより、環境・社会の変化を事業機会の創出と企業価値向上につなげています。

基本的な考え方

当社グループは、マテリアリティを中長期的な企業価値向上に資するサステナビリティ関連のリスク・機会と捉え、経営

戦略と一体で対応しています。

マテリアリティの特定にあたっては、社是・経営理念やサステナビリティ基本方針・行動指針を踏まえ、事業環境や社会

課題、ステークホルダーの期待等を考慮し、事業活動や企業価値への影響と社会・環境への影響の両面から評価のうえ、

サステナビリティ委員会の審議を経て決定しています。

特定したマテリアリティは、「持続的な価値創出」と「事業継続の基盤」の2視点で整理しています。前者は事業機会の創

出や収益拡大に直接寄与し、後者は人的資本やガバナンス、サプライチェーンの強化等を通じて、中長期的に企業価値

を支える領域と位置づけています。

これらへの対応を具体化するため、「サステナビリティ中期計画2026」を策定し、各マテリアリティに関連するリスク・機

会、取り組みの方向性およびKPI・目標を体系的に整理しています。また、本計画は中期経営計画や事業戦略と整合させ、

事業・投資判断や各部門施策に反映するとともに、サステナビリティ委員会によるモニタリングおよび取締役会による

監督のもと、進捗管理と見直しを行っています。

過去年の内容については、当社グループのサステナビリティサイトをご参照ください。

当社グループでは、サステナビリティ課題への全社的な取り組みを推進するため、2021年10月に代表取締役社長執行役

員を委員長とするサステナビリティ委員会を設置しています。全取締役が同委員会に参加することで、委員会を通じて取

締役会としての監督機能を発揮する体制としています。

同委員会は原則年1回以上（必要に応じて臨時開催）、現状は年2回開催しており、サステナビリティに関する方針および重

点施策、マテリアリティへの対応状況、気候変動を含む重要課題の進捗確認およびモニタリング等について審議・検討を

行い、その内容を経営判断や中期計画の推進に反映しています。

取締役会は、担当取締役からの定期報告および四半期ごとの業務執行報告を通じて、これらの取り組み状況の報告を受

け、サステナビリティに関する重要事項を監督しています。

また、実効性の確保に向けては、報酬制度との連動や推進体制の整備等を通じて、サステナビリティ課題を経営判断に適

切に反映する仕組みを構築しています。

戦略

当社グループでは、サステナビリティ課題を重要な経営課題の1つと位置づけ、取締役会による監督のもと、組織的かつ継

続的に取り組む体制を構築しています。

ガバナンス

機能 主体
取締役会 サステナビリティ課題への対応状況の監督監督機能
サステナビリティ委員会 方針・施策の審議、承認、モニタリング執行機能
サステナビリティ推進部・関係部門 施策の企画立案・実行、情報収集・分析、全社展開企画・推進・情報収集・分析機能

主な役割

体制概要

観点 内容
担当取締役の定期報告および四半期ごとの業務執行報告を通じて取締役会が監督取締役会による監督
複数の外部評価機関（FTSE Russell、MSCI）によるESGスコアおよびグループエンゲージメント
サーベイ達成率を指標として活用取締役報酬との連動

サステナビリティ推進部とサステナビリティ委員会事務局が連携しながら、全社的に実行・運営実行体制
サステナビリティ推進委員や国内外グループ会社を通じた情報集約により、サステナビリティ委員会
の意思決定を支援社内のサステナビリティ情報基盤

実効性の確保

年度 主な審議・報告事項
サステナビリティ中期計画2026に対する2024年度実績、人権デュー・ディリジェンス ベトナム現地調査、外部ESG
評価状況（FTSE・MSCI等）、連結グループGHG排出量の現状、当社および国内グループ会社の実質再エネ化、
GHG排出量の第三者保証取得、海外グループ会社における再エネ電力証書購入、人権リスクが懸念される商材のモ
ニタリング、人権リスク調査の実施計画

2025年度

サステナビリティ委員会で議論され、取締役会に報告された主なサステナビリティ関連事項

サステナビリティ推進体制図

報告・監督

サステナビリティ委員会

企画立案・推進・実行

事務局

サステナビリティ推進委員

サステナビリティ推進部

社長

取締役会

経営会議

執行役員

営業部門・管理部門
国内外グループ会社

監督

● 委員長：代表取締役社長執行役員
● 副委員長：代表取締役専務執行役員（サステナビリティ担当）
● 委員：営業部門を担当する取締役および執行役員、管理部門を担当する執行役員および室長
● オブザーバー：社外取締役、非業務執行取締役

● 各営業本部員および主な管理部門員

報告

指示 報告・提案

連携

連携

連携

サステナビリティ戦略の経営への組み込み

バックキャストでKPI・目標設定

計画に基づき推進

マテリアリティ（リスク・機会）

監督
モニタリング

取締役会
サステナビリティ委員会

長期ビジョン「IK Vision 2030」／中期経営計画「NC2026」

サステナビリティ中期計画2026（KPI・目標／施策）

事業戦略・投資判断・各部門施策への反映

社是
Mission/Vision/IK Values　等

メガトレンド・社会課題
ステークホルダーの期待　等

持続的な価値創出
● 脱炭素社会・循環型社会への貢献／自然資本の持続可能な利活用
● 安全・安心で豊かな生活への貢献
● レジリエントな調達・供給機能を通じた価値提供

事業継続の基盤
● 「愛」「敬」の精神に基づく人権尊重と地域社会との共生
● 価値創造を担う人的資本の育成・強化
● ガバナンス・リスクマネジメントの強化

サステナビリティマネジメントサステナビリティ第4章
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サステナビリティマネジメント

当社グループは、サステナビリティ関連のリスク・機会を、中長期的な事業および企業価値に影響を及ぼす重要な経営

課題と認識し、従来の事業リスク管理の枠組みに加え、サステナビリティの視点を組み込んだ統合的なリスク管理を推

進しています。

リスク・機会はサステナビリティ委員会を中心に識別・評価・管理し、取締役会が監督する体制としています。識別・評価

にあたっては、事業環境や規制動向、社会課題、ステークホルダーの要請等を踏まえ、シナリオ分析等も活用しながら検

討しています。重要事項はサステナビリティ中期計画2026の重点施策やKPI・目標に反映し、その進捗をモニタリング

するとともに、全社的リスク管理と統合して経営の意思決定に反映しています。

なお、全社リスク管理体制および重要性の高いリスクとその対応については、「リスクマネジメント（P112-115）」に記載

しています。

リスク管理

当社グループは、マテリアリティへの対応およびサステナビリティ関連のリスク・機会の管理を実効的に推進するため、

長期的な方向性を踏まえた指標・目標を設定しています。

サステナビリティ中期計画2026において、2030～2050年頃の長期的なビジョンを策定するとともに、その達成に向け

バックキャストで、マテリアリティに対応した2024年度から2026年度までの3カ年のKPI・目標を設定しています。

これらのKPI・目標は、気候変動や人的資本をはじめとする重要課題について、定量・定性の両面から設定しており、中

長期的な企業価値創出に向けた取り組みを可視化するものとして位置づけています。

KPI・目標の進捗については、サステナビリティ委員会において定期的にモニタリングを行い、取締役会による監督のも

とで管理しています。

なお、サステナビリティ中期計画2026におけるKPI・目標および進捗状況については、P37-38をご参照ください。

指標・目標

当社グループでは、サステナビリティに関する取り組みや実績について、高い透明性を確保する観点

から、統合報告書に加え、当社ウェブサイトにおいても情報開示を行っています。マテリアリティの

特定プロセスやマテリアリティマップ、サステナビリティ中期計画2026の詳細等については、当社

ウェブサイトをご参照ください。

詳細情報は右記の二次元コードよりご覧ください。

情報開示

持続的な価値創出

脱炭素社会・循環型社会への貢献／自然資本の持続可能な利活用
機会対応

対応欄の印は、取り組みの重要度の高さ（◎＞〇）を表す。

リスク対応主な取り組み機会リスク
カーボンニュートラルに向けた
GHG排出量削減活動の推進

再生可能エネルギーの導入

環境関連ビジネス（クリーンテック等）の拡販

サプライヤー・委託先の多様化、在庫の分散化

● 気候変動関連の政策・法規制の強化に伴う
コストの増加

● 石油由来プラスチックに対する政策・法規制 
の強化や消費者ニーズの低下に伴う収益の
悪化

● 再生可能エネルギーや電池関連の
需要拡大

● バイオマス・リサイクルプラスチッ 
ク、生分解性プラスチック等の需要
拡大

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

安全・安心で豊かな生活への貢献
機会対応リスク対応主な取り組み機会リスク

化学物質規制管理の強化

商社としての製品安全・品質の管理、
対策の強化

サプライチェーン・バリューチェーン
管理の強化

● 化学物質関連の政策・法規制の強化に伴う
コストの増加、サプライチェーンからの除外

● 製造拠点における製品安全・品質に関する 
規制の強化に関わるコストの増加

● 取り扱い商材は最終的にはコン
シューマーに提供されるという認 
識に基づき、安全・安心に関わる 
情報をバリューチェーンで適切に 
開示・共有することによるレピュ
テーション・信頼性の向上

◎

○

◎

◎

○

◎

レジリエントな調達・供給機能を通じた価値提供
機会対応リスク対応主な取り組み機会リスク

地政学や環境・社会等のグローバルリスクを
考慮したサプライチェーンマネジメントの強化
サプライヤー・委託先の多様化、
在庫の分散化

サプライチェーン上の人権DDの実施

責任ある鉱物調達への対応

● 自然災害や感染症、地政学リスク、在庫管理
等の不十分な対策によるサプライチェーン
の分断

● サプライチェーン上の人権リスクに対する不
十分な対策によるレピュテーションの低下、
サプライチェーンからの除外

● 地政学や環境・社会等のグローバ
ルリスクに適切に対処することによ
る販売機会増 

● 在庫・輸送・委託先の管理が行き
届いたサプライチェーン構築による
提供価値の向上

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

事業継続の基盤

「愛」「敬」の精神に基づく人権尊重と地域社会との共生
機会対応リスク対応主な取り組み機会リスク

● 自社・グループ会社における人権侵害による 
訴訟のリスク、レピュテーションの低下、生
産性の低下

● 拠点等の地域社会における人権侵害による 
訴訟のリスク、レピュテーションの低下

● 人権尊重の企業姿勢・行動による
レピュテーションの向上

● 自社・グループ会社における人権尊
重による職場の活性化、生産性の
向上

◎

◎

◎

◎

◎

◎

○

○

価値創造を担う人的資本の育成・強化
機会対応リスク対応主な取り組み機会リスク

● 従業員のwell-being（身体的・精神的・社 
会的に満足な状態）低下による生産性や競 
争力の低下

● 従業員のスキル・能力の低下による生産性
や競争力の低下

● 従業員のwell-being向上による生 
産性や競争力の向上

● 従業員のスキル・能力の向上による 
生産性や競争力の向上

◎

◎

◎

○

○

○

ガバナンス・リスクマネジメントの強化
機会対応リスク対応主な取り組み機会リスク

● コーポレート・ガバナンスの欠如による不祥
事の発生、競争力の低下、経営の質の低下

● 情報セキュリティ対策の不備による訴訟・罰 
金の増加、レピュテーションの低下

● コーポレート・ガバナンスの強化に
よる健全な経営の実施、競争力の
向上

● 十分な情報セキュリティ対策による
スムーズな事業運営、信頼性・レ
ピュテーションの向上

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

マテリアリティに関わるリスク・機会と主な取り組み（一部抜粋）
全文については、当社サステナビリティサイトをご参照ください。

自社・グループ内の人権DD実施
（人権DDデジタルサーベイ）
自社・グループ内の企業理念の浸透、
人権に関する教育の実施

コンプライアンス・腐敗防止の強化

内部通報制度の周知徹底

企業理念（「愛」「敬」の精神）の浸透

継続的な組織モニタリング（従業員
エンゲージメントサーベイの実施等）

ダイバーシティ＆インクルージョンの推進

タレントマネジメント、人材開発の推進

コーポレート・ガバナンスの強化

サイバーセキュリティ等の
情報セキュリティ対策の徹底

リスクマネジメントの強化

4.モニタリング（Monitor）

目標進捗を継続的に確認し、必要
に応じて見直し 。
重要事項は取締役会へ報告し、
監督を受ける。

サステナビリティ関連リスク管理プロセス

3.反映 （Integrate） 

中期計画の指標・目標、重点施策
（対応策）に反映

2.評価 （Assess） 

影響度（事業・財務）と発現可能
性等の観点で重要性を評価

1.識別 （Identify） 

シナリオ分析等を通じ、リスク／
機会を抽出（定性・定量）

管理：サステナビリティ委員会／監督：取締役会
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①
②
③
④
⑤

将来世界観の整理
事業セグメントにおける気候変動リスクの影響分析
事業セグメントにおける定性的なシナリオ分析と対応策
財務インパクトの試算（定量的なシナリオ分析）
シナリオ分析の結果（総括）

①～③については、サステナビリティサイト（気候変動）をご参照く
ださい。
https://www.inabata.co.jp/sustainability/
environment/climate_change/

参考シナリオ

RCP2.6

RCP8.5

1.5℃シナリオ

2℃シナリオ（一部）

4℃シナリオ

IEA Net Zero Emissions by 2050

IEA Sustainable Development Scenario

IEA Stated Policies Scenario

1.5℃シナリオ

2022年3月期
営業利益

2050年
想定

約200
億円

▲
約14
億円

▲
約4
億円

▲
約0.5
億円

＋
約47
億円

＋
約5
億円

約17%
UP

約234
億円

洪
水
・
高
潮
に
よ
る
被
害

炭
素
税
の
導
入

電
力
価
格
の
変
化

省
エ
ネ
関
連
商
材
の
市
場
拡
大

再
エ
ネ
関
連
商
材
の
市
場
拡
大

4℃シナリオ

2022年3月期
営業利益

2050年
想定

約200
億円

▲
約25
億円 ▲

約0.2
億円

＋
約0.2
億円

＋
約10
億円

＋
約3
億円

約6%
DOWN

約188
億円

洪
水
・
高
潮
に
よ
る
被
害

炭
素
税
の
導
入

電
力
価
格
の
変
化

省
エ
ネ
関
連
商
材
の
市
場
拡
大

再
エ
ネ
関
連
商
材
の
市
場
拡
大

試算における算定式はサステナビリティサイト（気候変動）をご参照ください。

TCFD提言が求める開示推奨項目と当社対応のサマリー

項目の詳細要求項目 当社対応

当社グループでは、気候変動を含むサステナビリティ課題について、代表取締役社長執
行役員を委員長とするサステナビリティ委員会において審議・検討しています。全取締役
が同委員会に参加する体制とすることで、同委員会を通じて取締役会としての監督機能
を発揮しています。
取締役会では、取締役会規程に基づき、サステナビリティ課題への取り組み状況につい
て、担当取締役から定期的に報告を受けるとともに、サステナビリティ委員会で審議・検
討された内容についても、適切に報告を受け、監督しています。

ガバナンス
気候関連のリスクおよび
機会に係る組織のガバ
ナンス体制の開示

当社グループでは、1.5℃および4℃の複数シナリオを用いた分析に基づき、気候変動が
事業および財務に与える影響を、リスクと機会の両面から評価しています。
4℃シナリオでは、異常気象の激甚化による国内外拠点への影響が想定されるものの、
現時点では事業継続を大きく揺るがす水準には至らないと認識しています。一方で、気
候変動への適応に資する商材の需要増加が見込まれ、事業レジリエンスは維持されると
評価しています。
1.5℃シナリオでは、カーボンプライシングや電力価格上昇に伴うコスト増加が想定され
る一方、低炭素化や環境配慮に資する技術・商材の拡大を通じた中長期的な収益機会を
確認しました。これらを踏まえ、「環境関連ビジネスの拡大」および「事業を通じた地球環
境への貢献」を、脱炭素社会の進展における重要な成長戦略として位置づけています。

戦略

気候関連のリスクおよび
機会に係る事業（ビジネ
ス・戦略・財務計画）への
影響の開示

当社グループでは、気候変動に関するリスクおよび機会について、サステナビリティ委員
会を中心に識別・評価・管理しています。シナリオ分析等を踏まえ、定性・定量の両面か
ら抽出したリスクおよび機会について、同委員会において重要性評価を行い、必要に応
じて取締役会に報告し、監督を受けています。
取締役会は、サステナビリティ委員会からの報告に加え、リスク管理室、財務経営管理
室、コンプライアンス委員会等から報告されるその他のリスクを踏まえ、全社的な観点か
ら重要性の高いリスクを統合的に監督しています。

リスク管理
気候関連のリスクに対す
る組織の識別・評価・管
理プロセスの開示

当社グループは、パリ協定の1.5℃目標に整合する形で、連結グループのScope1および
Scope2を対象とした2050年度カーボンニュートラル達成を長期目標として掲げています。
併せて、「サステナビリティ中期計画2026」において、GHG排出量（Scope1・2、連結）を
2022年度比で2026年度までに25％、2030年度までに42％削減する中間目標を設定し、
進捗管理を行っています。
また、2022年3月期からは、サプライチェーン全体の排出量把握に向けてScope3排出量の
算定を開始しており、今後は算定対象範囲を段階的に拡大していく方針です。

指標と目標
気候関連のリスクおよび
機会を評価する際に用い
る指標と目標の開示

戦略 事業活動におけるカーボンニュートラルの達成

2026年度の目標

GHG排出量（Scope1,2）を2026年度までに
2022年度比25%削減

2025年度実績

2022年度比23.6%削減

気候変動

気候変動は、当社グループにとって事業活動や社会全体に影響を及ぼす重要な課題であり、リスクである一方、新たな事

業機会をもたらすものでもあると認識しています。GHG排出量の削減に努めるとともに、脱炭素社会の実現に資する商材

やソリューションの提供を進めています。当社グループは、気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）が示した考え方

を踏まえ、国内外におけるサステナビリティ開示を巡る動向も踏まえながら、情報開示の充実に取り組んでいます。

※ 2026年6月17日に開示した「TCFD提言に基づく情報開示」の全文については、
当社グループ サステナビリティサイトをご参照ください。
https://www.inabata.co.jp/sustainability/environment/climate_change/

基本的な考え方

当社グループは、気候変動に伴う移行リスクおよび物理リスクが事業に与える影響について、リスクと機会の両面から把

握に努めるとともに、その結果を気候変動対策の立案や事業戦略に反映しています。

本分析では、当社グループの長期ビジョン「IK Vision 2030」の達成年である2030年、並びにカーボンニュートラルの

目標達成年である2050年を時間軸として設定しました。そのうえで、現状を上回る気候変動対策が行われず、異常気象

のさらなる激甚化が想定される「4℃シナリオ」と、脱炭素に向けたより野心的な気候変動対策の実施が想定される

「1.5℃シナリオ（必要に応じて2℃シナリオを併用）」を参照し、定性・定量の両面からシナリオ分析を行いました。

財務インパクトの試算（定量的な分析）
定性的な分析に加え、定量的なシナリオ分析を実施しました。①～③で整理・考察した内容を踏まえ、試算が可能な気

候変動に伴うリスクおよび機会を選定し、当社グループの実績値に加え、外部機関が公表する将来予測情報（パラメー

タ）を収集しました。これらの情報をもとに、1.5℃および4℃シナリオのそれぞれについて、リスク・機会が当社グループ

の財務に与える影響の試算を行っています。

なお、本財務インパクトの試算は、現時点で入手可能な限定的な情報やデータに基づき、分析対象を絞ったうえで一定

の仮定条件を設定して算定したものであり、将来の実績を示すものではありません。

戦略

シナリオ分析は以下のプロセスで実施しました。

サステナビリティ中期計画2026における戦略／KPI・目標／ 2025年度実績
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GHG排出量削減目標（連結グループのScope1, 2が対象）

2022年度

46,421

50,000

40,000

30,000

20,000

10,000

0

基準年

2023年度

44,826

2025年度

35,462

3.4%削減

2024年度

40,421

12.9%削減

2026年度
（目標）

34,723

25%削減

2030年度
（目標）

26,924

42%削減

2050年度
（目標）

再エネ電力導入（証書購入）
施設の省エネ化、作業効率の改善 再エネ電力導

入（PPA等）
施設の省エネ
化、作業効率
の改善

さらなる
削減施策

カーボン
ニュートラル

（t-CO2e）

中間目標（2026、2030年度） 長期目標（2050年度）

23.6%削減

Scope
2025年度2024年度2022年度

※基準年

2,755

43,666

46,421
1,960,235

2,006,656

★3,630

★36,791

40,421
1,925,467

1,965,888

★4,275

★31,187

35,462
2,288,253

2,323,716

Scope1
Scope２（マーケット基準）
Scope1,2合計
Scope３
Scope1,2,3合計

GHG排出量[t-CO2e]

サプライチェーン排出量

気候変動

シナリオ分析の結果（総括）
これまでの分析結果を踏まえ、以下の総括を行いました。

4℃シナリオにおいては、異常気象の激甚化に伴い、国内外の拠点への被害が想定されました。一方で、現時点の分析

では、これらが直ちに当社グループの事業継続を大きく揺るがすほどのリスクには至らないと認識しています。また、機

会の側面としては、気温上昇や気象パターンの変化に対する「適応商材」の需要増加が見込まれ、自社の事業レジリエン

スを維持しつつ、社会全体の地球温暖化への適応に貢献し得る可能性を改めて確認しました。

1.5℃シナリオにおいては、カーボンプライシングの導入や電力価格の上昇などによる操業コスト増加がリスクとして想定

されました。一方で、これらのリスクを上回る形で、低炭素化や環境配慮に資する技術・商材の普及拡大による中長期的な

収益機会が見込まれる結果となりました。このことから、中期経営計画「New Challenge 2026」において掲げる成長戦略

である「環境関連ビジネスの拡大」や、「サステナビリティ中期計画2026」における「事業を通じた地球環境への貢献」が、

脱炭素社会の進展に伴う当社グループの成長と密接に関連する重要な取り組みであることを再認識しています。
※ 環境関連ビジネスについてはP73をご参照ください。

当社グループでは、パリ協定で掲げられた「気温上昇を1.5℃未満に抑える」という世界的な目標達成にコミットすべく、

2050年度カーボンニュートラル達成という長期目標と、中間目標となる2026年度・2030年度目標を設定しました（連

結グループのScope1, 2が対象）。本目標は、パリ協定で示された1.5℃目標に整合する水準としています。

2025年度は、一部拠点における再エネ電力メニューの契約や、太陽光発電システムの導入に加え、昨年度に引き続き非

化石証書の購入を通じた再エネ電力の導入により、国内拠点のGHG排出量（Scope2）を実質ゼロとしました。また排

出量の比較的多い海外の製造拠点においても、環境証書（I-REC）購入を開始しています。これにより、基準年である

2022年度比23.6%削減し、中間目標である26年度25%削減に向けて着実に進捗しています。

当社グループは、2021年度からScope3排出量の算定を開始しています。現在は単体を対象としていますが、今後、算

定範囲を段階的に拡大していきます。

指標と目標

気候変動のリスクについては、その他のサステナビリティに関するリスクと同様に管理を行っています。管理体制や手法

等についてはP67をご参照ください。

リスク管理

海外拠点における再エネ電力の導入（I-RECの購入）
GHG排出量（Scope2）削減目標の達成に向け、2025年度は新たに

ベトナムの製造子会社2社においてI-RECを購入し、再生可能エネ

ルギー電力を導入しました。当社および国内の連結子会社13社で

は、昨年度に引き続き非化石証書の購入によりScope2排出量を実

質ゼロとしています。これにより、グループ全体では2022年度比

23.6％の削減となりました。今後は、海外連結子会社における再エ

ネ電力の導入を拡大し、GHG排出量削減の取り組みを一層加速して

いきます。
※ I-REC（International Renewable Energy Certificate）：再生可能エネルギーの環境価
値を証書化し、電力とは分離して取引可能とする国際的な環境証書。

CDP評価の向上とサステナビリティ・リンク・ローンの導入
当社グループは、気候変動に関する国際的評価指標であるCDPにお

いて、リーダーシップレベルの「A-」評価を取得しました。また、サス

テナビリティへの取り組み強化に加え、財務戦略の一環として資金

調達手段の多様化を推進する観点から、CDP気候変動スコアをKPI

とするサステナビリティ・リンク・ローンを導入しました。本契約では、

CDPスコア「AまたはA-」の維持を目標（SPT）とし、達成状況に応じ

てコミットメントフィーが変動する仕組みとなっています。当社グルー

プは、サステナブルファイナンスを通じてサステナビリティ戦略と財

務戦略の連動を図り、持続的な企業価値の向上につなげていきます。

2025年度の取り組み

I-REC証書

（対象範囲）Scope1,2：稲畑産業および国内外連結子会社／ Scope３：稲畑産業
★付のデータについては、検証機関であるソコテック・サーティフィケーション・ジャパン株式会社（2025年度）およびLRQAリミテッド（2024年度）により、国際
基準であるISO14064-3:2019に準拠した第三者保証を受けています。
数値は四捨五入しており、合計値と一致しない場合があります。

71 72稲畑産業グループ  統合報告書2026稲畑産業グループ  統合報告書2026

デ
ー
タ
集

ガ
バ
ナ
ン
ス

サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ

事
業
戦
略

経
営
計
画
と
進
捗

成
長
ス
ト
ー
リ
ー



環境関連ビジネス売上高　実績および見通し

471億円

269億円

2022年度

386億円

2023年度

435億円

2024年度

368億円

2025年度 2026年度
（見通し）

エネルギー・電力 資源・環境 素材・化学、環境認証ほか

環境関連ビジネスの分野と主な内容
分野 主な内容

再生可能エネルギー（太陽光発電、バイオ
マス発電、風力発電）関連、電池関連など

エネルギー・
電力

持続可能な原材料（再生材、バイオマス
材、生分解性材、廃材など）、リサイクルシ
ステム、水関連など

資源・環境

低炭素部材、環境汚染物質削減など素材・化学

森林認証、水産認証など環境認証
算定対象範囲：稲畑産業グループ（連結）。
合計値は単純合算。

億円未満を切り捨てているため、個別数値とグラフの合計数値が一致しない場合があります。 

分野別売上高（単位：億円）

分野 2026年度
（見通し）

228

139

102

エネルギー・電力

資源・環境

素材・化学、
環境認証　ほか
合計

2025年度

137

144

84

2024年度

225

138

72

2023年度

244

107

32

2022年度

175

75

18

471368435386269

稲畑産業グループ持続可能なサプライチェーン方針
（概要）

環境関連ビジネス

当社グループでは、持続可能なサプライチェーンの構築に向け、方針の策定にとどまらず、社内外への浸透と理解促進が

重要であると認識しています。2025年度は、人権方針および持続可能なサプライチェーン方針について、年1回の全社員

向け研修において社長メッセージと方針解説動画を配信し、社内周知を図りました。また、社外に向けては各方針の日本

語・英語・中国語版を当社ウェブサイトに掲載し、ステークホルダーへの発信を行いました。

今後は、持続可能なサプライチェーン構築の実効性をさらに高めるため、サプライヤーの皆さまの取り組み状況や課題を

把握することを目的に、環境・人権・労働慣行等に関するアンケート調査の実施を検討しています。本調査を通じてリスク

や課題の可視化を進め、改善につなげるとともに、得られた知見を調達活動や方針の高度化に反映し、サプライチェーン

全体での持続可能性向上を図っていきます。

2025年度の振り返りと今後の取り組み

戦略 事業を通じた地球環境への貢献

サステナビリティ中期計画2026における戦略／KPI・目標／ 2025年度実績

当社グループでは、NC2026において、「環境関連ビジネスの拡大」を全社成長戦略として掲げ、サステナビリティ中期

計画2026においても「事業を通じた地球環境への貢献」という戦略のもと、2026年度のKPI・目標として「環境関連ビ

ジネスの売上高1,000億円を達成」することを掲げています。

2025年度は、太陽光発電関連やリチウムイオン電池材料の販売減少などの影響により、「エネルギー・電力」分野が減

少しましたが、再生材やバイオマス材など循環型経済に寄与する商材を含む「資源・環境」「素材・化学」分野は順調に推

移しています。

また、国際情勢の不透明感の高まりなど不安定な外部環境の影響もあり、2026年度売上高1,000億円は未達となる見

通しです。一方で、2025年度を底として「エネルギー・電力」分野は回復傾向にあり、環境関連ビジネス全体の売上高も

増加基調に転じる見通しです。環境負荷の低い商材に対する需要は引き続き拡大していくと見込まれるため、当社グルー

プは、今後も事業活動を通じて「脱炭素社会・循環型社会への貢献／自然資本の持続可能な利活用」の実現に取り組み、

引き続き成長基盤の強化を図るとともに目標達成に向けて着実に歩みを進めていきます。

ビジネスのアウトラインと目標

※ 「サステナビリティ中期計画2026」の最終年度で想定している環境関連ビジネスの分野別比率は以下の通り。
■ エネルギー・電力（再生可能エネルギー関連、電池関連など）：約70％　■ 資源・環境（持続可能な原材料、リサイクル、水関連など）：約20％
■ 素材・化学、農業・食料、交通・物流、環境認証 ：約10％

戦略 サプライチェーンマネジメントの強化による調達・供給機能の強靭化

サプライチェーンマネジメント

サステナビリティ中期計画2026における戦略／KPI・目標／ 2025年度実績

当社グループにとって、サプライチェーンは生命線であり、価値を創出するための土台です。マテリアリティでも「レジリ

エントな調達・供給機能を通じた価値提供」を掲げ、優先して重点的に取り組む課題として認識しています。そのため、

当社グループにとってのサプライヤーの皆さまは、価値創出の大切なパートナーであり、環境・社会課題の解決にもとも

に取り組むことで、相互の発展につなげていくことを目指しています。

基本的な考え方

環境や人権、労働条件等に配慮した持続可能なサプライ

チェーンの構築に向けた当社としての姿勢を示すものとし

て、2024年11月、これまでの「稲畑産業 サプライチェーン

CSR行動指針」を発展させ、「稲畑産業グループ 持続可能

なサプライチェーン方針」を定めました。方針のなかでは、

当社グループおよびビジネスパートナーの皆さまと共有す

べき価値観や、推進していくべき事項をガイドラインおよ

び分野別方針として定めており、ビジネスパートナーの皆

さまと協働して持続可能な社会の実現を目指します。

持続可能なサプライチェーン方針
１．持続可能なサプライチェーンへのコミットメント
２．適用範囲

● 当社グループのすべての役員および従業員（嘱託社員・派遣社員含む）
● 協働して持続可能なサプライチェーンを構築するすべての
ビジネスパートナー

３．サプライチェーンにおけるサステナビリティ推進ガイドライン
当社グループおよびビジネスパートナーが取引において共有すべき
価値観や、ともに推進していくべき事項を定めています。

４．ビジネスパートナーとのエンゲージメント
５．分野別方針

● 責任ある鉱物調達方針
● 木材調達方針

1) 法令遵守と国際規範の
支持・尊重

2) 公正な取引と腐敗防止
3) 人権尊重
4) 環境保全

5) 品質管理
6) 情報管理
7) 地域社会との共生
8) パートナーシップ
9) 情報開示

2026年度の目標

環境関連ビジネスの売上高1,000億円※を達成

2025年度実績

環境関連ビジネス売上高368億円

2026年度の目標

責任ある調達に関する当社姿勢を明確にし、
社内外に浸透

2025年度実績
● 人権方針および持続可能なサプライチェーン方針につい
て、年1回の全社員向け研修会にて、社長メッセージおよ
び方針解説の動画を配信し、社内周知を実施

● 各方針の日・英・中版を当社ウェブサイトに掲載。他言語
版も検討中
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化学品規制管理 専門部署

法規制動向の収集・整理 情報発信・教育

国内外グループ会社

化学品規制情報検索システムの導入

各国・地域の法規制に応じた対応規制管理担当者を配置

● 月1回の定期配信（規制動向など）
● 社内外専門家によるセミナーを通じた
リテラシーの向上

規制情報の共有・教育啓発

● 定期面談による運用確認
● 課題把握・支援の実施
● 管理レベルの平準化・高度化

継続的改善

● 法規制の確認
● コンプライアンスチェック
● 最新規制情報の即時参照

※ 昨年からの継続の取り組み

当社グループでは、化学品規制管理の専門部署を設け、国内外のグループ会社を含めた管理体制の構築・高度化を進

めています。各拠点には規制管理担当者を配置し、各国・地域の法規制に従った対応を行うとともに、化学品規制管理

の専門部署との連携を通じて管理レベルの平準化を図っています。また、化学品規制情報検索システムを導入し、商品

輸出入前の法規制確認やコンプライアンスチェックを効率的かつ確実に実施しています。

各拠点の担当者が最新の規制情報を参照のうえ、正確な判断ができるように本システムの活用を推進しています。

専門部署が収集した各国の法規制動向や関連情報は、月１回の定期配信により海外グループ会社を含めて共有し、従

業員の規制対応力やリテラシーの向上を図っています。新たな規制で求められる対応を適切に行うよう促すことで、グ

ループ全体のコンプライアンス意識の向上および管理体制強化につなげています。さらに、国内外グループ会社との定

期的な面談を通じて運用状況を確認し、課題の把握と必要な支援を継続的に実施することで、規制対応の実効性を確

保するとともに、継続的な改善につなげています。加えて、社内外の専門家によるセミナーを実施し、化学物質管理主要

法令やサーキュラーエコノミーなど当社が重点的に取り組む分野に関する最新の知見を共有しています。これらの取り

組みを通じて、法規制の高度化・グローバル化に対応できる、持続的で実効性の高い管理体制の整備を推進しています。

化学物質規制管理

サステナビリティ中期計画2026における戦略／KPI・目標／ 2025年度実績

ケミカル事業を中心に4つの事業を展開する当社グループにとって、法規制に則った適切な化学品・化学物質の管理は

重要な課題です。化学物質は非常に有用なものである一方、水・土壌・大気や動植物の生態系といった地球環境や人々

の安全と健康に悪影響を及ぼすことがあります。そのため、製造・輸出入・販売・輸送・保管等のさまざまな場面において、

数多くの関連法規制があり、取り扱いにおいて許認可を要するものもあります。これらに適切に対応しなければ、ケミカ

ル事業や経営そのものに重大な悪影響を与えることにもなりかねません。そのため、ますます強化される国内外の法規

制動向をしっかりと認識し、適切に対応していきます。

また、各営業本部の個別案件については、化学物質に関する環境や社会への影響を事前に評価し、十分な対策を講じた

うえで新規事業を推進しています。

基本的な考え方

管理体制の整備

当社の「サステナビリティ中期計画2026」では、「国内外における化学物質規制の動向をタイムリーに把握・共有し、

管理体制を強化」することを目標に掲げています。

2025年度は以下の取り組みを実施しました。

2025年度の取り組み

取り組み 概要

海外拠点における化学品輸入に関する規制要求について、関係者の理解向上と拠点間連携の
強化を目的として、化学物質規制管理に関する研修コンテンツを整備し、社内ポータルで共有
しています。

1

3

6

2

4

5

各国化学品規制に関する研修
コンテンツの整備

「包装材規制に関する世界的動向」をテーマに、外部講師を招いた社内セミナーを実施しま
した。

外部専門家による社内セミナーの
実施※

国内外のグループ会社における規制対応状況を継続的にモニタリングし、必要に応じた支援
を実施しています。

グループ会社の規制対応状況の
把握と支援※

M&Aにより新たに加わったグループ会社に対しては、PMIの一環として現地訪問による課題
抽出を実施しています。抽出した課題を踏まえ、長期的な視点での支援を行っていく予定です。

M&A後のグループ会社への支援
（PMI）

新入社員およびキャリア入社社員を中心に、社員全体の化学品規制に関する理解向上を目的
として、スキルチェックと連動した研修動画を整備し、社内ポータル上で共有しています。

新入社員・キャリア入社社員を
中心とした教育・理解促進

世界各国における化学品規制の動向について、国内外グループ全体へ定期的な情報発信を
行っています。世界の化学品規制動向の共有※

国内外を問わず化学品規制が強化されているなかで、その動向をタイムリーに捉え、前向きに対
応していくことは、グローバルに商品を取引する化学品専門商社として、まさにビジネスの生命線
と言っても過言ではないと考えています。
当社では、化学品規制管理部において国内化学品規制への遵守を担うことに加え、国内外の関連
会社を含む全社に対して活発に情報提供、法令対応支援並びに教育を行っています。
近年では、リサイクル商材に関する取り組みや、世界的なPFAS規制など、新しい課題への対応も
進めています。

化学品規制管理部の声

戦略 化学物質規制管理の強化による安全・安心な品質の確保

2026年度の目標

国内外における化学物質規制の動向をタイムリーに
把握・共有し、管理体制を強化

2025年度実績
● 各国化学品規制に関する研修コンテンツの整備
● M&A後のグループ会社への支援（PMI）
● 新入社員・キャリア入社社員を中心とした教育・理解促進
（以下、昨年度から継続の取り組み）
● 世界の化学品規制動向の共有
● グループ会社の規制対応状況の把握と支援
● 外部専門家による社内セミナーの実施

リスク管理室 化学品規制管理部 部長　高橋 美晴
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①自社・グループ会社のDD

③人権DDの土台

②サプライチェーンのDD

稲畑産業

人権方針 持続可能な
サプライチェーン方針 人権研修

展開
深堀

網羅

国内外
グループ会社

事業
A

事業
B

事業
C

事業
D ●●●

テーマカテゴリー 2025年度活動実績 2026年度活動計画

対象範囲を拡大し、稲畑産業全社員を対象
とした2回目の実施に向けた計画の立案。 サーベイの実施、分析。①自社・グループ

会社のDD
人権DD
デジタルサーベイ

【社内】毎年8月に実施している合同研修会に
て、人権方針と持続可能なサプライチェーン
方針についての社長メッセージと各方針の
解説動画を配信し、周知を実施。
【社外】ウェブサイトに各方針の日/英/中版
を掲載

【社内】昨年度作成した社長メッセージと各
方針の解説動画を多言語化（英・中）し、海
外グループ会社にも展開。
【社外】さらなる他言語版を検討。③人権DDの土台

方針類の
整備・浸透

取締役以外の執行役員・室長・本部長を対
象とした対面（ウェブ）研修を実施。 管理職層への研修を検討。人権研修

確立した人権DDサイクルの他事業への展開
を検討。

グループ会社へ人権DDを展開し、実態把
握アンケートを実施予定。

②サプライチェーン
のDD

人権DDサイクルの
横展開

スクリーニングシステムによる取引先の人権
リスクを含むコンプライアンスリスクの月次
モニタリングの継続。重篤なリスクのある取
引先はなし。
リスク情報共有フロー・ガイドラインを含む
運用方法について、経営会議において決議。

モニタリングを継続。
また、ほかのサプライヤーエンゲージメント
についても検討。

取引先（新規・既存）
対象DD

人権DDデジタル
サーベイ（単体すべて）

人権DDデジタル
サーベイ（単体一部）

情報開示食品事業に関する
現地調査

事業における
リスクの抽出

スクリーニング
システムの導入

人権方針の改定人権方針の制定

執行役員・本部長・
室長対象人権研修

サプライチェーン
方針の制定

全取締役対象
人権研修

人権DD全体像検討

合同研修会や社内報、動画研修サービス等を活用して、継続的に社内浸透

2026年度2025年度2024年度2023年度2022年度

①
自社・グループ会社

のDD

②
サプライチェーン

のDD

③
人権DDの土台

連結グループ会社のDD
（実態把握アンケート）

グループへ展開

人権DDサイクルの展開

継続運用

多言語化含め社内外へ周知

他階層へ展開

人権

人権デュー・ディリジェンス（DD）全体像

2025年度活動実績および2026年度活動計画

当社グループでは、2022年度の人権方針の制定を起点として、人権に関する取り組みを段階的に進めてきました。これ

らの取り組みには終わりがないことを踏まえ、今後もリスクベース・アプローチを原則として、可能な取り組みを着実に

推進していきます。

人権の取り組み実績サステナビリティ中期計画2026における戦略／KPI・目標／ 2025年度実績

当社は、国連開発計画（UNDP）と外務省が主催する「ビジネスと人権年次ダイア
ログ」（2026年2月・東京）にパネリストとして登壇しました。本ダイアログには約
340名が参加し、企業・政府・国際機関等が人権尊重に関する課題や先進事例
について議論しました。
当社では、日本政府の支援のもとUNDPが実施する「ビジネスと人権アカデミー」
に2022年から継続的に参加し、当社グループの取り組みについて発信してきまし
た。こうした活動の蓄積が、今回の登壇につながったものと認識しています。
当日は、上記の取り組みを紹介するとともに、実務上の課題について意見交換を
行いました。
本対話で得られた知見を今後の取り組みに生かしていきます。

人権の取り組みを確固たる経営基盤として位置づけることは、社会に対する責任を果たすと同時に、
自社の持続可能な成長に資するものです。自社・グループ会社およびサプライチェーンにおける人権
デュー・ディリジェンスの継続的な実施と、その基盤となる理念の浸透・定着に向けた取り組みは、国
連「ビジネスと人権に関する指導原則」に沿ったものです。今後は、部署横断的な取り組みを支える
ガバナンス体制を一層強化し、変化する社会環境や人権課題に適時・適切に対応できる仕組みのさ
らなる発展、そして、構造的な課題の把握や救済・是正につながる実効性あるグリーバンスメカニズ
ムの運用と事業活動の影響を受けるステークホルダーとの対話のさらなる充実が重要です。人権の
視点が日常業務の判断や行動の規範として組織全体に定着していくことを期待します。

UNDP・外務省主催「ビジネスと人権年次ダイアログ」での登壇

外部からの声

戦略 人権に配慮したサプライチェーンの確立

2026年度の目標

選定した事業について人権DDのサイクル※を
モデルケースとして確立

2025年度実績
昨年度に確立した人権DDサイクルのグループ展開に向け、
各社の人権尊重の取り組み状況を把握するアンケート調査
を計画立案。2026年度に実施予定

2026年度の目標

人権DDデジタルサーベイの実施バウンダリーを
グループまで拡大

2025年度実績

2026年度に稲畑産業全社員を対象とした実施に向け計画
を立案

戦略 持続的な成長を支える従業員のwell-being（身体的・精神的・社会的に満足な状態）の向上

※ 人権DDに関するサイクルとは、「責任ある企業行動のためのOECDデュー・ディリジェンス・ガイダンス」で示されている「デュー・ディリジェンス・プロセ
ス及びこれを支える手段」のこと。

写真：UNDP / Ken Katsurayama
左から3番目、当社サステナビリティ推進部 課長 福地寿江

UNDP ビジネスと
人権プロジェクト
リエゾンオフィサー

佐藤 暁子 氏
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目指す姿（To be）

人的資本戦略から
生み出される
人的な成長ドライバー

現状（As is）

人的資本戦略
およびKPI

財務 中期経営計画「NC2026」
2026年3月期実績

人的資本戦略 サステナビリティ中期計画2026
における指標

従業員エンゲージメントサーベイ
肯定的回答率

─
従業員一人当たりの教育研修費用
海外駐在経験率
女性管理職比率
キャリア採用比率
男性育休取得率
障害者雇用率

─
─
─

精密検査受診率
ストレスチェックの総合健康リスク

─

従業員のwell-being、エンゲージメント
の向上
適切な人材配置

キャリア開発の支援

多様性に富む組織の構築

働きやすい雇用環境の整備
人事制度、評価・報酬制度の整備
「愛」「敬」の精神の醸成

健康経営の推進

心理的安全性の確保

人的施策の成果としての
人材・組織の状態

グローバルで自律・自立的
に活躍できる個人の育成

個人の能力を最大限に
発揮できる組織の強化

人的資本戦略を支える
基盤

非財務 「サステナビリティ中期計画2026」
2026年3月期実績

財務 長期ビジョン「IK Vision 2030」
中期経営計画「NC2026」

顧客起点で価値を
創出できる人材 組織として価値を生み出す力 グローバル市場で成長を

牽引できる人材基盤

非財務
「サステナビリティ中期計画2026」　　
　　　　　　　　　　

経営戦略と連動した人的資本戦略の全体像

当社グループは、特定の製品や技術ではなく、顧客や仕入先の課題に対して最適な解決策を提供することを競争力の源泉と

しており、その実現を支えるのは社員一人ひとりの知見、経験、行動力といった「人」の力です。このため、人的資本を最も重要

な経営資本の1つと位置づけ、その強化を重要な経営課題として捉えています。

当社グループの人材マネジメントの根底には、創業以来受け継がれてきた「愛」「敬」の精神があります。相互の尊重を基盤に、

人を大切にするという考え方のもと、社員一人ひとりが安心して力を発揮できる健全な組織運営を行い、多様な個の活躍を

通じて、組織としての競争力を高めていくことを基本姿勢としています。

また、人的資本への取り組みは単なるコストではなく、事業成長と企業価値の向上につながる投資と位置づけています。経営

戦略の実現に必要となる人材・組織の姿を明確にし、採用・育成・配置・処遇・職場環境整備等を一体的に推進するとともに、

従業員エンゲージメント等の指標により進捗を把握し、継続的な改善につなげていきます。

基本的な考え方

当社グループの人的資本戦略は、長期ビジョン「IK Vision 2030」および中期経営計画「NC2026」の実行を支える基盤

と位置づけています。事業ポートフォリオの進化や成長領域の拡大に向け、求められる機能・役割に応じた人材の強化

を進め、事業成長および収益力の向上につなげていきます。

現在の人材構成（As is）と、経営戦略から導かれる人材・組織のあるべき姿（To be）とのギャップを踏まえ、「個の能力

向上」と「組織としての機能強化」の両面から、人材の確保・育成・配置・評価・報酬、組織基盤の整備を一体的に推進し

ています。また、サステナビリティ中期計画2026において人的資本に関するKPI・目標を設定し、その進捗を継続的に

モニタリングすることで、戦略の実行状況を可視化しています。

経営計画と人的資本戦略

人的資本

人的資本戦略および指標の色地部分は、「サステナビリティ中期計画2026」に含まれているものです。本計画について

は、P37-38をご参照ください。また、人的資本戦略に基づく主な施策については、次ページ以降に「従業員エンゲージ

メント」「ダイバーシティ＆インクルージョン」「人材開発」「健康経営」の各テーマとして掲載しています。

当社グループでは、経営指標と人的資本に関する指標を併せてモニタリングしており、人的資本の強化が業績の向上と

一定の相関関係を有していることを確認しています。一方で、人的資本と企業価値との関係性をより的確に把握・可視

化するための指標の在り方については、引き続き検討を進めています。

当社はこれまで「人で勝負する商社」として事業を展開し、それが我々の強みであったと認識しています。ただし、この前提
が今後もそのまま通用し続けるとは必ずしも考えていません。働き方や価値観の変化により、従来のように個人の営業力
や関係構築力だけに依存して成長していくことは段々難しくなりつつあると感じています。こうしたなかで、人的資本の強
化は単に人を大切にするという観点にとどまらず、当社グループの競争力そのものをどのように維持・向上していくかとい
う経営課題として捉えています。

一方で、人的資本は重要であると言っても、それが直ちに成果につながるものではありません。人材への投資についても、
「どこに、どのように配分することが最も効果的か」という視点が不可欠です。人的資本についても財務資本と同様に、限
られた経営資源の1つとして捉え、事業戦略と連動させながら最適な配分を行っていく必要があると考えています。
そのためには、当社グループの事業の方向性に対してどのような人材が必要なのか、また現状とのギャップがどこにある
のかを把握することが重要です。成長領域への人材シフト、外部人材の獲得、既存人材の再育成など、複数の選択肢のな
かで、状況に応じた最適な手段を選択していく必要があります。

また、グローバルでの成長を考えると、ナショナルスタッフの登用・活躍は不可欠です。日系企業の存在感が世界的にシュ
リンクしてきているのは残念ながら事実であり、今後は非日系企業とのビジネスを従来以上に伸ばしていく必要がありま
す。その観点からすれば、従来の日本人中心のマネジメントだけでは限界があり、各地域で優れたナショナルスタッフの登
用を加速し、現地発でビジネスを拡大していく体制へ徐々に移行していくことが重要であると考えています。
従業員エンゲージメントについても、単純な数値の水準だけではなく、その背景をどう捉えるかが重要です。対象範囲の
拡大に伴いスコアが低下することは一定程度想定されるものであり、重要なのは、そのなかで見えてきた課題をどのよう
に分析し、改善につなげていくかにあります。取り組みと結果の関係を踏まえながら、継続的に改善を図っていきます。

人的資本については理想論だけで語れるものではなく、現実の制約や環境変化を前提に
対応していく必要があります。人材の質や働き方の変化と向き合いながら、個の力に過度
に依存するのではなく、仕組みや機能で補完し、組織としての競争力を高めていくことが
重要であると考えています。そのうえで、「人で勝負する」という当社グループの強みは引
き続き重要であり、この強みを持続的な成長につなげていくため、人的資本戦略を着実に
実行していきます。

管理部門担当役員メッセージ

人的資本を起点とした企業価値の向上

代表取締役 専務執行役員
横田 健一

P33-34 P37-38

P29-32 P37-38
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調査対象
人数（人）

合計

合計

主要項目の
肯定的回答率※2

（％）

全体平均スコア※1
回答率（％）

稲畑産業
海外商社子会社
海外製造子会社
国内子会社

1,400
587
768
45
─
49
3.68

1,697
606
934
157
─
73
3.77

1,901
652
903
346
─
72
3.61

2021年5月 2022年5月 2023年5月 2024年5月

サーベイ結果（2021～2026年）

対象範囲：稲畑産業および国内外連結子会社（メールアドレスを持つ従業員を対象）。
※1 全項目の平均スコア。従業員による5段階評価（5．とてもそう思う／4．そう思う／3．可もなく不可もなく／2．そう思わない／1．全くそう思わない）を39項目行い、
項目ごとのスコアを算出している。

※2 従業員による5段階評価のうち、肯定的な回答である5と４の占める割合。

2,714
686
864
624
540
82
3.64

2026年5月
2,940
692
893
702
653
93
3.73

エンゲージメント
今の会社で働いていることに満足している 70 73 76 69 69 69

上司との関係
上司と業務上に必要な連携がとれていると思う 75 80 80 73 73 74

組織文化
業務を進めるうえで問題が発生した際、
上司や周囲の人は適切なサポートをしてくれている

83 85 83 77 76 77

企業理念
会社の理念・ビジョン・経営方針に共感でき、
その達成に参加したいと思える

70 73 73 67 67 70

人事制度・福利厚生
当社の給与水準は同業他社と比較して、
納得できる水準である

59 55 57 50 54 56

人事制度・研修
従業員のスキルアップの支援をしていると思う 41 48 54 51 54 54

ワーク・ライフ・バランス
残業は自分の無理のない範囲に収まっている 64 69 75 73 71 68

2025年5月
2,837 
715
881
574
667
88
3.67

試行導入
（対象拡大フェーズ）

本格運用
（連結対象）

2021年度

3.49

3.89

3.88

─

稲畑産業

海外商社子会社

海外製造子会社

国内子会社

2022年度

3.56

3.93

3.80

─

2023年度

3.53

3.84

3.93

─

2024年度

3.54

3.85

3.86

3.23

2025年度

3.65

3.82

4.01

3.25

【参考】カテゴリー別 全体平均スコア（5段階評価の平均値）

2021年

主要項目の
肯定的回答率
（％）

2022年 2023年 2024年 2025年

77

78

81

74

61

61

75

75

79

81

73

56

57

76

76

80

83

73

57

54

75

73

80

85

73

55

48

69

70

75

83

70

59

41

64

【参考】2021～2023年度と同一バウンダリー（稲畑産業・海外商社子会社・海外製造子会社）で見た
2024・2025年度の肯定的回答率（5段階評価の4・5を選択した回答者の割合）

エンゲージメント
今の会社で働いていることに満足している

上司との関係
上司と業務上に必要な連携がとれていると思う

組織文化
業務を進める上で問題が発生した際、上司や周囲
の人は適切なサポートをしてくれている

企業理念
会社の理念・ビジョン・経営方針に共感でき、その
達成に参加したいと思える

人事制度・福利厚生
当社の給与水準は同業他社と比較して、納得でき
る水準である

人事制度・研修
従業員のスキルアップの支援をしていると思う

ワーク・ライフ・バランス
残業は自分の無理のない範囲に収まっている

人的資本の強化施策①

従業員エンゲージメント

サステナビリティ中期計画2026における戦略／KPI・目標／ 2025年度実績

従業員エンゲージメントサーベイ

戦略 持続的な成長を支える従業員のwell-being（身体的・精神的・社会的に満足な状態）の向上

※ 従業員エンゲージメントサーベイの肯定的回答率とは、従業員による5段階評価（5.とてもそう思う／ 4.そう思う／ 3.可もなく不可もなく／ 2.そう思わな
い／ 1.全くそう思わない）のうち、肯定的な回答である5と4の占める割合のこと

2021年度より毎年5月頃に従業員エンゲージメントサーベイを実施し、経年での変化を継続的に確認しています。本

サーベイは、現状の課題を可視化し、制度創出や改善、組織開発等に活用することを主な目的としています。また、従業

員の仕事へのやりがいや組織への満足度などを数値化し、その結果を所属長にフィードバックすることで、行動変容の

指針とし、組織の活性化につなげています。

2026年度の目標 2025年度実績

● 従業員エンゲージメントサーベイの回答率90%以上
● 以下の肯定的回答率80％以上※

❶今の会社で働いていることに満足している
❷会社の理念・ビジョン・経営方針に共感でき、その達成に
参加したいと思える

● 全項目の肯定的回答率70％以上※

● 回答率　88％
● 以下の肯定的回答率
❶今の会社で働いていることに満足している：69％
❷会社の理念・ビジョン・経営方針に共感でき、その達成に
参加したいと思える：67％

● 全項目の肯定的回答率　64％

当社グループでは、2021年度から従業員エンゲージメントサーベイを継続的に実施し、組織課題の可視化と改善に活

用してきました。2024年度以降は対象範囲を国内外の連結グループへと広げ、2025年度には近年グループに加わっ

た会社も含めて、これまでで最も広い範囲で実施しました。これにより、4つのカテゴリー（稲畑産業、海外商社子会社、

海外製造子会社、国内子会社）の回答者数構成比は概ね4分の1ずつとなり、グループ全体の実態をバランスよく把握

できる体制が整いました。

対象範囲の広がりに伴い、これまで把握しきれていなかった会社間の差異が明確になり、主要項目の肯定的回答率は

一部で低下が見られます。一方で、同一バウンダリーで比較した場合には、全体平均スコアおよび主要項目の肯定的

回答率は、概ね維持または改善傾向にあり、従業員エンゲージメントが全体として低下しているものではないと認識し

ています。

カテゴリー別に見ると、稲畑産業は主要項目で総じて高い水準を維持し、着実な改善傾向が続いています。海外商社

子会社および海外製造子会社は、グループ内でも相対的に高いエンゲージメント水準を維持しています。2024年度か

ら対象に加わった国内子会社は、現時点ではグループ平均を下回る水準にありますが、文化的・地域的な特性や事業

構造などの背景にも配慮しつつ、各社の状況を踏まえながら、改善に向けた取り組みを順次進めていきます。

各社・各カテゴリーの主要項目別の分析結果については、所属長へのフィードバックや各社の改善活動などに活用して

おり、サーベイ結果を起点としたPDCAをグループ全体で進めています。

これまでの振り返り（2021～2025年）
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5年間の結果から見えてきた主な示唆

稲畑産業は高水準を維持し、改善傾向が継続

稲畑産業については、主要項目で総じて高い水準を維持しており、経年でも着実な改善が確認されています。とりわけ、2021
年度に肯定的回答率が最も低かった「人事制度・研修（従業員のスキルアップ支援）」については、研修制度の見直しや手挙げ
式メニューの拡充など、従業員ニーズを踏まえた施策を継続的に実行してきました。その結果、肯定的回答率は2021年度の
30％から2025年度には50％へと改善しており、サーベイを通じて把握した課題に対し、具体的な施策を講じることで成果に
つなげた事例の1つと捉えています。
こうした改善は、サーベイによる現状把握から施策の立案、実行、効果検証へとつなげる人的資本経営の基本的なサイクルが、
稲畑産業において機能していることを示すものと認識しています。一方で、エンゲージメントを高い水準で安定させ、さらに高
めていくためには、足元の取り組みを継続するとともに、社員のキャリア形成支援や組織内コミュニケーションの活性化など、
新たな課題への対応も必要と認識しています。
今後は、稲畑産業で機能してきた改善サイクルや成果が出ている施策を、グループ各社の実情に応じて段階的に展開するとと
もに、稲畑産業においても、さらなる水準向上を目指した取り組みを継続していきます。

海外商社子会社・海外製造子会社は相対的に高い水準を維持

海外商社子会社および海外製造子会社については、グループ内でも相対的に高いエンゲージメント水準を維持しています。
2025年度の全体平均スコアは、海外商社子会社が3.82、海外製造子会社が4.01と4カテゴリーのなかで上位にあり、海外製
造子会社では給与水準への納得感や育成支援に対する評価も比較的高い水準にあります。これらのカテゴリーでは、現地に
根ざした事業運営やローカル人材の活躍が、エンゲージメントの水準に反映されているものと捉えています。
一方で、設問単位で見ると、項目間に一定のばらつきも確認されています。海外商社子会社では2022年度以降、満足度や組
織文化、ワーク・ライフ・バランスに関する項目でやや軟化が見られ、海外製造子会社においても、2023年度に示された高水
準からの調整局面として、組織文化や上司との連携、理念浸透などの項目で一部に低下が見られます。これらの背景には、事
業環境の変化や対象拠点の広がりに伴うマネジメントや理念浸透のばらつきがあるものと認識しています。
海外商社子会社・海外製造子会社は、引き続き当社グループの強みを支える重要なカテゴリーです。グループの持続的な成長の
ためには、現在のエンゲージメント水準を維持しつつ、子会社間のばらつきを縮小していくことが重要と考えています。各社の状
況に寄り添った対応を進めるとともに、グループ全体でのマネジメントのさらなる充実に向けて、継続的に取り組んでいきます。

連結バウンダリー全体での把握が進展

2025年度はグループ全体を対象としたサーベイを実施し、稲畑産業、海外商社子会社、海外製造子会社、国内子会社の回答
者数構成比は概ね4分の1ずつとなりました。これにより、特定のカテゴリーに偏ることなく、グループ全体の実態をバランス
よく把握できる体制が整いました。
対象範囲の広がりは、単に調査対象が増えたことを意味するものではありません。同一の指標を用いてグループ全体を横断的
に比較し、各社の強みや課題を共通の視点で把握できるようになったことは、グループガバナンスの観点からも意義のある一
歩と捉えています。連結ベースでの可視化を通じて、各社が抱える課題についても、グループとして連携しながら改善に取り組
む土台が整いつつあります。
エンゲージメント水準の向上は、従業員一人ひとりのwell-beingにつながるものであるとともに、生産性や組織運営の質など
を通じて、中長期的なグループの企業価値向上にも資するものと認識しています。今後も、サーベイを通じて把握したグループ
全体および各社個別の課題を、人的資本経営における重要なインプットと位置づけ、経営層と現場の双方で活用しながら、グ
ループ全体の持続的な価値向上につなげていきます。

経営層の影響を踏まえたマネジメント強化が次のテーマ

海外商社子会社、海外製造子会社、国内子会社に共通する傾向として、各社のマネジメント体制の変化に伴い、従業員のエン
ゲージメント水準にも一定の変動が見られる点が挙げられます。これは、各社の経営方針や組織風土が現場の意識にも影響
を与え得ることを示しており、エンゲージメントの安定的な向上には、各社のマネジメント層の存在が一定の意味を持つものと
認識しています。
当社グループは、M&Aや事業拡大を通じて、多様な事業領域・地域・規模の会社により構成されています。それぞれの会社の
歴史や文化を尊重しつつ、当社グループとしての経営理念や価値観を共有していくうえで、各社のマネジメント層が果たす役割
は大きいと考えています。グループの方向性を踏まえつつ、現場の状況に応じた運営を担うことは、各社のエンゲージメント向
上にとどまらず、グループ全体の経営の質を支える要素となります。
こうした認識のもと、グループ各社のマネジメント層の育成・強化は、人的資本経営の重要なテーマの1つと位置づけています。
グループ全体でマネジメントの充実を図ることは、グループガバナンスの実効性を高めるとともに、中長期的な企業価値の向
上にも資するものと考えており、今後も継続的に取り組んでいきます。

国内子会社は構造的背景の理解とともに底上げを推進

2024年度から対象に加えた国内子会社は、現時点において相対的にエンゲージメントスコアが低く、結果としてグループ全体
スコアに影響を及ぼした一因と認識しています。当社では、これらの結果を真摯に受け止め、可視化された課題の分析と改善
に取り組んでいます。
一方で、結果の解釈にあたっては、いくつかの背景要因も考慮する必要があると認識しています。例えば、回答傾向には文化的・
地域的な特性があり、日本では海外と比較して中間的な評価を選択する傾向が見られます。また、国内子会社の多くは数十名
から100名規模の組織であり、近年の事業拡大に伴いグループに加わった会社も多く、各社の状況や事業環境はさまざまで、
現在は各社の成長フェーズに応じて、体制や制度整備を順次進めている段階にあります。
こうした国内子会社は今後の当社グループの成長を支える重要な存在です。各社のエンゲージメント向上がグループ全体の企
業価値向上につながるものと考えています。
今後は、稲畑産業で蓄積してきた人材マネジメント施策の展開を進めるとともに、各社の事業特性や組織規模に応じた制度整
備や運用支援を通じて、継続的な改善を図っていきます。

人的資本の強化施策①
従業員エンゲージメント

2026年サーベイ結果の概要

2026年5月に実施したサーベイでは、調査対象人数の拡大に加え、回答率も過去最高の93％となり、グループ全体の

現状をこれまで以上に網羅的に把握できる体制が整いました。

全体平均スコアも3.73（前年3.67）と前年から改善し、引き続き高水準を維持しています。全39問のうち大半の設問で

前年平均スコアを上回り、指標としている主要項目の肯定的回答率についても、概ね維持・改善傾向にあります。「ワー

ク・ライフ・バランス」に関する設問はわずかに低下したものの、水準自体は依然として高く、前年からの変化は改善に向

けた課題として認識しています。

過去5年間の推移からも、エンゲージメント水準は全体として安定的に推移していることが確認できています。

今後も、サーベイ結果を組織運営や人材施策の改善に活用しながら、グループ全体のエンゲージメント向上に継続的に

取り組んでいきます。

83 84稲畑産業グループ  統合報告書2026稲畑産業グループ  統合報告書2026

デ
ー
タ
集

ガ
バ
ナ
ン
ス

サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ

事
業
戦
略

経
営
計
画
と
進
捗

成
長
ス
ト
ー
リ
ー



これまでの課題 主な対応策 現状
新卒採用における女性比率および入社
後の定着率に課題

新卒採用に占める女性割合2割以上の
継続やフォロー施策の強化

これらの取り組みにより、定着率の大
幅改善、人材ポートフォリオの安定化、
営業本部への女性社員配置の進展

女性管理職候補層は徐々に拡大し、女
性管理職比率も上昇するも依然課題。
中長期的な人材育成・確保を推進

採用・定着

出産・育児等によりキャリア継続・成長
機会が制約されやすい

育児休業制度や短時間勤務、保育料補
助等の両立支援施策の拡充

活躍・成長 従来の働き方が多様な人材の活躍を
阻害

時差出勤・テレワーク等の柔軟な働き
方の導入

キャリア形成に関する不安や孤立 新入社員ローテーション制度やメン
ター制度等のキャリア形成支援

画一的なキャリア前提により離職・機
会損失が発生

職掌転換制度等による多様なキャリ
ア・働き方の選択肢を提供 職掌転換制度の利用者が徐々に増加キャリア

多様化

過去の採用構成・離職により、女性管
理職候補層が不足

職掌転換制度の活用や内部育成の強
化、キャリア採用の活用登用

これまでの課題・主な対応策・現状

価値創造

変化への対応力の向上 新たな事業機会の創出
顧客価値の向上 持続的な成長

人材の層の拡大と多様な意思決定の実現性別

経験・
キャリア

国籍

価値観

事業機会の創出と付加価値の向上、
知見・ノウハウの継承による競争力の強化

多様な市場・顧客への対応力の向上

変化対応力と組織の柔軟性の強化
など

活躍基盤（Inclusion）

多様な人材（Diversity）

多様性を尊重する組織風土 公平性・透明性のある人事制度
（採用・配置・評価・登用）

多様な人材が活躍できる
環境整備

個々の志向・事情に応じた
キャリア機会の提供

人的資本の強化施策②

ダイバーシティ＆インクルージョン（D&I）
ります。また、新卒採用における女性比率や入社後の定着率にも改善の余地があり、人材ポートフォリオの安定性に影

響し得る重要な課題と認識しています。このため、内部育成とキャリア採用の活用により人材層の拡充を図るとともに、

女性採用比率の向上および定着率の改善に取り組んでいます。さまざまな取り組みの結果、現在ではこれらの課題も改

善しつつあります。加えて、他社との合同セミナーや役員との懇談会等を継続的に実施し、意識醸成やネットワーク構築

を支援しています。

さらに、課題の解消には女性のみならず男性を含めた両立支援と働き方の見直しが不可欠と認識し、育児・介護制度や

柔軟な働き方の整備、男性育休取得の推進、メンター制度によるキャリア支援などを進めています。

また、個々の事情や志向に応じたキャリアや働き方の選択肢を広げることで、多様な人材が継続的に活躍できる組織づ

くりを推進しています。

【主な対応策事例】職掌転換制度
当社では、社員一人ひとりのライフステージや志向に応じた多様なキャリア選択を可能とするため、職掌転換制度の充

実を図っています。当社の職掌は、プロフェッショナル職（P職）、スタッフ職（S職）、チャレンジ職（C職）、アシスタント職

（A職）の4区分で構成されています。P職は基幹業務を担う管理職、S職およびC職は基幹業務を担う非管理職、A職は

主にサポート業務を担う職掌として位置づけています。職掌転換制度においては、社員一人ひとりのキャリア志向やラ

イフステージを踏まえ、S職とA職の間で相互に転換が可能となっています。

一方で、従来はS職において転居を伴う異動の可能性があることが、A職からの転換を検討するうえでの制約の1つと

なっていました。こうした課題を踏まえ、2023年に転居を伴う異動のない職掌としてチャレンジ職（C職）を新設しまし

た。C職はS職と同様に基幹業務を担いながら、勤務地の制約がある社員にとっても挑戦しやすい職掌としています。

これにより、従来のS職とA職の相互転換に加え、C職という選択肢を含めたキャリア転換が可能となり、仕事と生活の

双方を踏まえた柔軟なキャリア選択を可能にしています。こうした取り組みを通じて、多様な人材が継続的に活躍でき

る人材ポートフォリオの実現につなげています。

サステナビリティ中期計画2026における戦略／KPI・目標／ 2025年度実績

多様性を価値創造につなげる戦略

戦略 多様な個を最大限に活かすダイバーシティ＆インクルージョンの推進

※1 当社では育休取得可能期間を「子どもが3歳になるまで」としていることを踏まえ、配偶者が出産した男性従業員のうち全員が、子どもが生まれた年度を
含む3カ年度以内に育休を取得した場合を100％とする。

※2 2023年度に新制度として育休取得を義務化したことから、2025年度は新制度開始後3年間（23-25年度）の取得率を算定。算定式は次の通り。
2023年度に配偶者が出産した男性従業員数のうち2023-2025年度に育児休業取得した従業員数（14人）／ 2023年度に配偶者が出産した男性従業
員数（14人）

職掌転換制度を活用し、より主体的に業務に関わりたいと考えA職からS職へ転換しました。現在は
デジタル推進室でIT関連の問い合わせ対応を担当しています。
これまでA職で培った相手に寄り添う姿勢や対話力を生かして取り組んでいます。今後はITや分析
スキルを習得し、より実効性の高い提案ができるよう成長していきたいと考えています。

制度利用社員の声

デジタル推進室 IT活用支援部　鯨井 ちひろ

当社グループでは、女性活躍の推進と、仕事と生活の両立支援を一体的に進めています。特に日本においては、女性の

管理職登用やキャリア継続に課題が残っており、当社の事業特性も踏まえると、業界全体としても十分に進んでいるとは

言い難い状況にあると認識しています。

当社では、過去の女性スタッフ職の採用規模等を背景に、女性の管理職候補層が相対的に薄いという構造的課題があ

女性活躍推進／両立支援

商社として多様な市場や文化のなかで事業を展開

する当社にとって、D&Iの推進は競争力を向上させ

る源泉です。多様なバックグラウンドを持つ社員が

グローバルに活躍する当社グループの持続的な成

長には、価値観や視点の多様性を育み、受容してい

くことが不可欠であると認識しています。

このため、人種・国籍・年齢・性別・障がいの有無等

を問わず、社員一人ひとりの個性と能力を尊重し、

公平な採用・配置・評価・登用を行う制度整備を進

めるとともに、多様性を受け入れ、一体感を持って

働ける組織風土の醸成に取り組んでいます。

さらに、多様性を確保するだけでなく、それぞれの

人材がその能力を十分に発揮できる環境やキャリ

ア機会を整備することにより、多様な人材の活躍を

通じて、新たな事業機会の創出や変化への対応力

の強化など、企業価値の向上につなげていきます。

2026年度の目標 2025年度実績

女性管理職比率を2028年3月までに8％以上、
2030年までに10％
キャリア採用比率50％程度を維持
男性育休取得率100％※1

障害者法定雇用率を上回る状態の維持
海外現地法人におけるナショナルスタッフの
幹部登用の積極化

女性管理職比率　7.3％
キャリア採用比率　57％
男性育休取得率　100％※2

障害者雇用率　3.14％
・マレーシア拠点にてナショナルスタッフ1名を経営幹部
（取締役）に登用。台湾、米国に続いて、3人目
・経営幹部（社長、取締役）登用プロセスの骨子を経営会議に
て決議。制度の詳細を詰め、2026年度中の導入を目指す

❶
❷
❸
❹
❺

❶

❷
❸
❹
❺
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経営理念・価値観の共有と基
礎力の醸成によるグループ一
体感と企業基盤の強化

● 経営理念共有ワークショップ
● 階層別研修プログラム

人材開発体系

例

顧客・市場の課題に応える専
門知識と提案力の強化による、
付加価値創出力の向上

● 与信研修等の実務研修
● キャリアアップ申告制度
（適材配置による価値創出力
向上）

例

海外での実務経験や異文化理
解を通じて、グローバルに事
業を推進できる力の強化

● 海外トレーニー制度
● 海外駐在の機会拡充

例

組織・事業を牽引し、リーダー
シップの発揮による持続的成
長を支える力の強化

● グローバルスタッフ
ミーティング

● リーダーシップ養成研修

例

人材開発の基盤

経営戦略との連動

長期ビジョン「IK Vision 2030」/中期経営計画「NC 2026」

人材データベース管理
（タレントマネジメントシステム）

人事・評価制度 多様な研修体系 組織文化・制度

理念・基礎 専門性・価値創出 グローバル人材 リーダー・経営人材

経営戦略を実現するための人材開発施策の主な領域

人的資本の強化施策③

人材開発

当社グループでは、M&Aの推進やキャリア人材の採用拡大により多様な人材が

参画するなか、グループとしての共通の価値観や一体感を醸成することが重要な

課題と認識しています。このため、グループ従業員のIK Valuesへの理解を深め、

日々の業務における実践につなげることを目的として、経営理念共有ワークショッ

プの展開を進めています。本プログラムでは、経営層からのメッセージや社員の声の共有に加え、個人・グループワークを

通じて理念を自分の言葉で捉え直す機会を提供し、グループ一体となった価値創出の基盤強化を図っています。

グループを対象とした経営理念共有ワークショップの実施

世界各地で事業を展開する当社グループでは、ナショナルスタッフを含むグロー

バル人材の育成とネットワークの強化は、成長を支える重要な取り組みの1つと

しています。このため、2014年より、各地域から選抜されたメンバーが本社に集

い、経営理念や価値観の共有を図る「グローバルスタッフミーティング」を開催しています。2020年度以降は感染症拡大

の影響により中断していましたが、2023年度に再開し、継続的に実施しています。2025年度は当社および海外拠点から

16名が参加しました。英語によるグループワークや議論を通じて相互理解を深めるとともに、課題解決に向けた意見交換

を行い、国境や文化を超えた連携の促進と次世代リーダーの育成につなげています。

グローバルスタッフミーティング

当社グループは、人材こそが価値創造の原動力であると捉え、人材開発を重要な経営課題と位置づけています。経営理

念や価値観の共有を土台とし、多様な業務経験や成長機会、役割やキャリア段階に応じた育成を通じて、専門性とグ

ローバルな視野を備え、国内外で事業を牽引できる人材の育成を進めています。また、社員一人ひとりが自らのキャリ

アを主体的に描き、成長を実感できる環境づくりにも取り組んでいます。

こうした考え方のもと、当社グループでは、人材開発の基盤を整備するとともに、経営戦略と連動した重点領域を定め、

体系的に人材育成を推進しています。

人材開発の全体像 入社14年目となりますが、今回改めてIK Valuesについて考える良い機会となりました。2026年3月から
Inabata Philippines（IKP）に赴任しましたが、IKPでも経営理念がタガログ語で共有されており、驚きました。
文化や価値観の違う現地の方 と々一緒に働いていくなかで、今後さまざまな局面があるかと思いますが、IK 
Valuesの共通認識を持って取り組み、ともに成長していきたいです。

ワークショップ参加社員の声

Inabata Philippines, Inc.　宮守 広基

マレーシアに赴任して約1年になります。駐在で最も大事だと実感したのはスタッフとの協働です。そ
のためには異なる考えや価値観を持っている相手と対話をしっかりと行い、スタッフを巻き込み一緒に
動くことが必要だと感じました。駐在は業務経験の幅が広がるだけでなく、自ら考え行動する力が身に
つく貴重な機会だと思います。

海外駐在社員の声

Inabata Malaysia Sdn. Bhd.　和田 はるか

当社は、海外比率の拡大に向けた成長戦略の一環として、グローバル人材の育成を強化しています。サステナビリティ

中期計画2026では海外駐在経験率40％の維持を掲げ、若手社員の海外経験機会の拡充に取り組んでいます。

2023年度には、新卒3年目のスタッフ職を対象とした海外トレーニー制度を導入し、短期派遣を通じて実務や異文化へ

の理解を深めています。加えて、海外駐在の機会も戦略的に拡充し、現地での事業推進やマネジメントを担う実践的な

経験の場として、その重要性は一層高まっています。少数ながら女性営業職の海外駐在も生まれるなど、多様な人材の

活躍の裾野が広がっています。こうした取り組みを通じ、事業成長を支える人材基盤の強化を図っています。

若手社員の海外経験機会の拡充

※ 太字は次ページで紹介

サステナビリティ中期計画2026における戦略／KPI・目標／ 2025年度実績

戦略 人的資本投資への注力

2026年度の目標

従業員一人当たりの教育研修費用※を、
毎年、前年度実績を上回る

2025年度実績

従業員一人当たりの教育研修費用89,124円

海外駐在経験率40％程度を維持 海外駐在経験率38.5％

※ 教育研修費用は、稲畑産業単体で実施する集合研修や外部研修、動画研修等にかかる費用。
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健康診断

受診・精密検査
（早期治療）

産業医・医務室
保健指導

有所見率推移（全体）

2023 2024 2025
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60

40
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0

（％）
全体有所見率 血圧 肝機能 脂質 血糖値

有所見率推移（34歳未満） 有所見率推移（34歳以上）

58.4
61.7

69.3

100
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40

20

0

（％）

41.941.0
47.2

100

80

60

40
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0

（％）

68.8
73.1

81.8

2023 2024 2025 2023 2024 2025（年度）（年度）（年度）

集合写真（大阪）

集合写真（東京）

参加した社員のコメント 久しぶりに体を動かして、
運動不足を実感するとともに、
良いリフレッシュの機会になりました。

普段あまり関わりのない他部署の方
とも気軽に話すことができ、
楽しく交流できました。

自分の体力のなさを実感し、
「少し運動しようかな」と思う
きっかけになりました。

チームで応援し合いながら
競技に取り組むことで、一体感が生まれ、
とても盛り上がりました。

人的資本の強化施策④

健康経営

当社では、社員一人ひとりの健康維持・増進とともに、組

織の一体感やエンゲージメントの向上を重要な経営課

題と位置づけ、さまざまな取り組みを推進しています。

その一環として、2026年2月に大阪・東京の2拠点で、

労働組合との協賛による社内運動会を開催しました。

当日は、大阪46名・東京97名と多くの社員が参加し、

部署の枠を超えた混合チームで競技に取り組みまし

た。また、大阪会場には代表取締役社長執行役員、東

京会場には人事担当の代表取締役専務執行役員も参

加しました。

玉入れや綱引き、リレーなどを通じて、日常業務では

接点の少ない社員同士の交流が生まれ、組織横断的

なつながりが強化されました。また、参加者からは、

他部署とのコミュニケーション機会の拡大や、チーム

で取り組むことで一体感が高まったとの声が寄せら

れています。

社内運動会の開催（大阪・東京）

2026年3月9日、経済産業省と日本健康会議が共同で

実施する、大規模法人部門「健康経営優良法人2026 ホ

ワイト500」に認定されました。当社は毎年評価が上がっ

ており、「ホワイト500」には初認定、「健康経営優良法

人」は4年連続の認定となりました。

当社は今後も、従業員が心身ともに健康で高いエンゲージメントを維持しながら働くことができる環境整備を通じて、

個々のパフォーマンス最大化と組織全体の生産性向上を図っていきます。

健康経営優良法人2026 ホワイト500

サステナビリティ中期計画2026における戦略／KPI・目標／ 2025年度実績

当社では、生活習慣病のリスク要因である血圧・肝機能・

脂質・血糖値に関して、健康経営推進前は、健診で有所

見となる従業員の割合が全国平均と比較して高い傾向に

ありました。このため、精密検査の受診が必要な従業員

に対しては、受診を確実に促し、健康リスクの顕在化や突

発的な休務の未然防止につなげることが重要な課題と認

識しています。この課題への対応として、当社では健康診

断費用の補助に加え、健診結果に基づく産業医・医務室

からの受診勧奨や保健指導を実施し、精密検査受診率

100％を目標として改善サイクルを推進しています。これらの取り組みにより、繰り返し「要精密検査」となる従業員や休務

者の減少を図るとともに、プレゼンティーズムやアブセンティーズム※による労働力損失の低減を目指しています。

実際に、課題として認識している指標については改善傾向が見られています。
※ プレゼンティーズムとは、出勤しているものの心身の不調によりパフォーマンスが低下している状態、アブセンティーズムとは、体調不良等により欠勤・休職する
など就業が困難な状態を指します。

健康経営の課題と進捗

戦略 健康経営の更なる推進

※1 精密検査受診率とは、健康診断後の要精密検査受診対象従業員のうち、実際の精密検査受診従業員の割合のこと。
※2 総合健康リスクとは、厚生労働省がストレス評価の方法として提供しているもので、ストレスチェックから得られた「心理的な仕事の負担（量）」「仕事の裁
量度」/「上司からの支援度」「同僚からの支援度」の4尺度を用いて算出される、職場の環境が従業員の健康にどの程度影響を与えるかを総合的に評価
する指標。全国平均の値を100として計算されており、100を超えると職場の健康リスクが高い状態、下回るとリスクが低い状態と考えられる。

当社の評価結果（偏差値）の推移

2023年 2024年 2025年 2026年

65

60

55

50

45

40

1001～1050位/3520社中
55.8

48.6
1801～1850位/3169社中

61.1
501～550位
/3869社中

64.4
151～200位
/4175社中

前年比
＋5.3

前年比
＋3.3

前年比
＋7.2

2026年度の目標

精密検査受診率100％※1

2025年度実績

精密検査受診率94.9％

ストレスチェックの総合健康リスクを現状維持※2 総合健康リスク74（全国平均は100、数値が低いほど高評価）

本取り組みは、社員の健康増進に加え、コミュニケー

ションの活性化やエンゲージメント向上にも寄与する

ものです。当社は健康経営を重要な経営基盤の1つと

位置づけ、社員が心身ともに健康で能力を発揮できる

環境づくりを引き続き推進していきます。
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す。責任者同士が情報を共有し、助け合える関係になっ

てきたことは大きい。風通しの良さともつながり、どこか

が苦しいときに別のところが支える体質が、少しずつ強

まっています。

一方で、当社のIR活動は、安心感や累進配当、堅実さ、

歴史といった点が評価されています。背伸びをせず、無

理なチャレンジをしない̶̶その姿勢を評価してくれる

投資家も少なくありませんが、同時に「次は何を原動力

に成長していくのか」という将来への期待も寄せられて

います。足元の安定を保ちながら、いかに非連続な成長

を描くか。これは簡単な問いではありません。私は、無

理に背伸びをするのではなく、稲畑産業らしいやり方で

着実に次の成長をつくっていくことが大切だと考えてい

ます。その非連続な成長のためにM&Aは有効な手段で

すが、買収後に経営を統合する際には、これまでは相手

を尊重するあまり踏み込みが弱くなる面もありました。

今後は本社として課題の兆しを早めに捉え、必要なとこ

ろにはしっかり踏み込む体制が重要になると思います。

池垣　私はまだ就任後それほど長くありませんが、企業

基盤の強化に向けて「ポートフォリオのバランスを変え

ていこう」という経営の意思を感じています。そのために

は、新しいことに挑戦し、成長性を見極めて経営資源の

配分を最適化していく姿勢が今後ますます必要です。

M&Aも、リソースや箱を手に入れて終わりではなく、そ

こからシナジーを生み出すことが本質です。買収先を早

く深く理解し、目指す姿や必要な変化を遠慮なく共有す

ることが欠かせません。PMIの局面では、相手を尊重し

ながらも、より踏み込んだ対話とマネジメントが必要で

す。生活産業の食品ビジネスなどBtoCに近い事業では、

品質やコンプライアンスといった新たなリスクにも、これ

まで以上に目を向ける必要があります。

末川　このプロジェクトは当初、「ブランドメッセージを

つくる」ことを目的にスタートしました。しかし議論を重

ねるなかで、経営理念やIK Valuesとの関係を整理した

うえで、企業全体を表すコーポレートメッセージとして体

系的に位置づける必要がある、という認識に変わってい

きました。その過程で、「誰に、どのような価値を届けた

いのか」という視点も、より明確になったと感じています。

私自身、前職は一般消費財メーカーで、生活者と向き合

いながらブランドづくりに携わってきました。その経験

から強く感じているのは、ブランドやコーポレートメッ

セージは、言葉として整えただけでは完成しないという

ことです。社員一人ひとりの行動や、お客さまとの接点

で体現されて初めて、本当の意味でブランドになります。

だからこそ、このプロジェクトはメッセージをつくったこと以

上に、多くの社員の皆さんが議論に参加し、「稲畑産業らし

さとは何か」を考えたプロセスそのものに大きな価値が

あったと思います。これからは、そのメッセージを日々の仕

事と結びつけ、一人ひとりが当事者意識を持って実践して

いくことが重要な段階に入っていると考えています。

長南　私がこの取り組みを良いと感じたのは、経営陣が

上から与えるのではなく、若い世代や中堅が、自分たち

で「136年続いてきた原動力は何か」「稲畑産業の強みは

何か」「これから何を目指すのか」を考え、言葉にしたこ

とです。未来をつくる人たち自身が、その問いに向き合っ

たことに、大きな意味があります。 

しかも、先人たちがつないできた価値や、これから向き

合うべき課題まで含めて考えたうえで、最終的なメッ

セージに落とし込んでいった。納得感のあるプロセスで

した。だからこそ、単なるスローガンにせず、これからの

稲畑産業を形づくる言葉として磨き続けることが大切だ

と思います。 

池垣　このテーマは企業価値の観点でも重要です。

BtoB企業ということもあり、自社の強みや将来の方向

性を十分に言語化してこなかった面もあると思います

が、それは市場の評価にもつながる論点です。将来の行

き先や、どんな価値を届けているのかを、きちんと言葉

にして社内・外に伝える必要があります。 

その意味で、社員が自分たちの仕事や顧客に提供する価

値を言語化したことは大きな意義がありました。当初は日

本中心のプロジェクトでしたが、海外の人材も巻き込む

べきという議論を経て、バイリンガルでの展開や投票への

参加につながった点も大きな前進です。会社としての一

体感を醸成する、良い取り組みになったと感じています。 

池垣　指名・報酬委員会で新任役員候補と面談した際、

非常に優秀な人材が育ってきていると感じました。一方

で大切なのは、女性を含めた次世代をどう広く育てるか

です。働く環境も価値観も大きく変わり、上の世代の成

功体験だけでは通用しません。若手には、海外経験や他

部門での武者修行など、自分の担当領域を超えた経験

を積ませ、横のつながりを広げることが大切です。また、

柔軟なキャリア形成も重要です。海外展開にも重点を置

くなか、日本本社の意思決定に、海外で仕事をしてきた

人や日本国籍でない人の視点を積極的に取り入れるべ

きです。多様な人が混ざることで、初めて多様なビジネ

スに対応できる組織になります。

サステナビリティについては、委員会での議論は着実に

前進しています。そのうえで重要になるのは、人権デュー・

ディリジェンスなどの取り組みを、国内だけでなく海外

の社員にも広げていくことです。本社が海外の社員にも

目を向けているというメッセージになり、一体感の醸成

にもつながります。

末川　サステナビリティ推進部は、委員会運営も含め、

限られた人数のなかで本当によく取り組んでいると思い

ます。ただ、サステナビリティは推進部だけで完結する

ものではありません。KPIも、「やったかどうか」だけで

なく、「何が変わったか」まで見る必要があります。例え

ば、一人当たりの研修費用が増えたことよりも、それに

よって社員がどう成長したかが大切ですし、環境対応に

ついても、グリーンビジネスを社会課題の解決と事業利

益の両立につなげていくことが重要だと思います。

専門性の高い事業を展開する当社では、各部門が専門

人材を育てることは重要です。一方で、若いうちからさ

まざまな部署や仕事を経験し、視野を広げる機会をつく

ることも、人材育成には欠かせないと思います。

将来を担う人材ほど部門で育てたいという思いは自然

ですが、人材を「部門の財産」ではなく「会社の財産」と

考え、執行役員同士が会社全体の人材育成について本

気で議論する文化が根づけば、組織全体はさらに強く

なっていくのではないでしょうか。

長南　サクセッションプランは、候補者プールを見える

化し、発表の機会を通じて幹部候補に自覚を持たせる

取り組みが進んでいます。性別、国籍、プロパーか中途

かといった枠を超えて“人を育てる姿勢”も見えていま

す。一方、女性活躍はなお課題の大きいテーマです。引

き上げたいという思いと、ご本人が活躍したいという思

いは必ずしも一致せず、営業の現場に残る慣行も含め、

従来のやり方をどこまで変えられるか。簡単ではありま

せんが、避けて通れない論点です。

サステナビリティでは、“稲畑産業らしい強み”をもっと

明確に打ち出してよいと思います。特に合成樹脂を長く

扱ってきた会社として、プラスチックの価値と課題の両

方を語るべきです。プラスチックは衛生や安全、物流効

率の面で社会を支えてきた一方、廃棄の問題がある。だ

からこそ、原料からリサイクルまで含めて循環型社会を

支えることに本気で取り組む̶̶そうした姿勢を、もっ

と事業上のミッションとして打ち出せるはずです。社会

課題の解決と事業機会の両立を図るうえで、重要なテー

マだと考えています。

長南　特に感じるのは年を追うごとにオープンで活発

な議論ができる会社になってきたということです。株主

目線だけでなく、社員を含むさまざまなステークホル

ダーを意識して、社長に遠慮するのではなく、皆が当た

り前に率直な意見を交わす風土が育ってきています。

私は、長く続く企業には良い「理念」「人材」「仕組み」とい

う共通項があると考えています。稲畑産業はまさに、目

に見える資産以上に、そうした“見えない資産”を大切に

してきた会社です。それが社外の意見に真摯に耳を傾

け、必要なら変えていこうとする風通しの良さにつながっ

ていると感じています。

末川　私も、取締役会の実効性評価を形式的に終わら

せず、自分たちの改善につなげようとしている点に、この

会社の特徴を感じます。課題は少なくないですし、一朝

一夕に解決できるものばかりではありませんが、そこに

正面から向き合い、報告を求めればきちんと答えてくれ

る。その姿勢が非常に良いと思います。

もう1つ強く感じるのは、社外取締役へのリスペクトで

す。分からないことは丁寧に教えてくれますし、こちらの

発言も真剣に受け止めてくれる。「社外の目」を単なる形

式とせず、改善の契機として生かそうとしている点は、稲

畑産業の大きな強みだと思います。

池垣　私は以前、人事を中心に、震災対応やコロナ対応

など全社に関わる仕事をしてきました。その経験から、

稲畑産業で期待されているのは、ダイバーシティや働き

がい、人に関わるリスクやコンプライアンスといった観

点から意見を伝えることだと考えています。

就任して感じたのは、取締役会が非常にオープンで活気

があり、新任の私でも発言しやすい空気があることです。

しかも、会社理解のための情報提供や学ぶ機会が丁寧に

用意されている。社外に会社を理解してほしいという姿

勢が随所で伝わってきますし、社外の意見を会社のため

に生かそうとする誠実さがよく見える会社だと思います。

末川　中期経営計画は着実に成果を上げていると評価

しています。変化の激しい環境下で過去最高益を更新し

続けていることは高く評価できますし、単なる商材の仲

介にとどまらず、顧客の課題を解決する機能を持つ商社

への進化が着実に進んでいる点を評価しています。

昨年の鼎談では「守りに偏りがち」と申し上げましたが、

その後コーポレートメッセージの策定プロセスなどに関

わるなかで、商社が「当たり前」を支え続けること自体が

大きな価値であることを改めて認識しました。現在は、

その堅実さを土台としながら、新たな価値創造にも挑戦

している点を評価しています。

また、資本市場との向き合い方も誠実です。ROE10%

の目標や政策保有株式の縮減、累進配当といった取り

組みは、いずれも株主・投資家の期待に応えるものです。

自社の都合を優先するのではなく、ステークホルダーと

の対話を重ねながら経営している点を評価しています。

こうした対話を通じて寄せられた投資家の声は、取締役

会にも報告され、議論に反映されています。地政学的リ

スクの高まりから、売り上げの見通しには不透明さが残

りますが、それでも利益は確保できるのではないか、と

いう印象です。

長南　今回の業績を見ても、厳しい事業があればほか

のセグメントが補完するという“柔軟性”が出てきていま

私の役割

社外取締役　末川 久幸（右）
在任期間　2024年6月～現任

創業150年超の化粧品メーカーで事業戦略や経
営改革を推進。CSRの側面から社会課題にも取り
組み、社内保育所や深刻な肌悩み専門の相談セン
ターの設立を主導。こうした社会とのコミュニケー
ションによるブランド力の向上に加え、現在取り
組んでいる大学での講義や企業研修の経験やノウ
ハウを生かして、当社のブランド育成や、次世代を
担う人材の成長に貢献できればと考えています。

私の役割

社外取締役
指名・報酬委員会委員長 　長南 収（左）
在任期間　2023年6月～現任

日本で、そして中国、東南アジアを中心に健康を
支えるサラダの食文化市場をつくり、リードしてき
た食品メーカーで、製造部門はじめ営業部門の責
任者を長く務めてきました。また、経営者として多
様な経験と知識を積み重ねてきましたので、特に、
商品のブランディング等を外部的視点から向上さ
せ企業イメージや価値を高めていきたいと考えて
います。

私の役割

社外取締役 　池垣 真里（中央）
在任期間　2025年6月～現任

外資系金融企業の日本法人で人事の責任者とし
て人材育成、企業風土の構築や仕組みづくりに長
年携わってきたほか、企業ガバナンス、人的リスク・
コンプライアンスに関与してきました。グローバル
な視点と日系企業との協働の経験を生かして、誰
もが力を発揮できる組織づくり、多様性を育む企
業文化の醸成などに貢献していきたいと考えてい
ます。 

この1年間で、取締役会の議論や意思決定の在り方、
あるいは稲畑産業グループの見え方について、変化
を感じられたところはありますか？

取締役会の運営と実効性について 
続いて、成長戦略について伺います。中期経営計画
の進捗や事業ポートフォリオの考え方、そして資本市
場からの期待を、どのようにご覧になっていますか？ 

中期経営計画の進捗と成長戦略 

鼎
　 談
Three-Way
Talk

“社外の目を単なる形式とせず、 
改善の契機として生かそうとしている。 
それが稲畑産業の大きな強み”
ー末川 久幸

中期経営計画「NC2026」が最終年度を迎えるなか、

当社の取締役会は、どのような議論を重ね、

どう変わろうとしているのか―

経営を客観的な視点から監督する社外取締役の長南氏、末川氏、

そして2025年6月に就任した池垣氏の3名に、

取締役会の実効性や成長戦略、人材・サステナビリティへの

取り組みについてお話を伺いました。 
（本鼎談は2026年5月に実施しました） 
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す。責任者同士が情報を共有し、助け合える関係になっ

てきたことは大きい。風通しの良さともつながり、どこか

が苦しいときに別のところが支える体質が、少しずつ強

まっています。

一方で、当社のIR活動は、安心感や累進配当、堅実さ、

歴史といった点が評価されています。背伸びをせず、無

理なチャレンジをしない̶̶その姿勢を評価してくれる

投資家も少なくありませんが、同時に「次は何を原動力

に成長していくのか」という将来への期待も寄せられて

います。足元の安定を保ちながら、いかに非連続な成長

を描くか。これは簡単な問いではありません。私は、無

理に背伸びをするのではなく、稲畑産業らしいやり方で

着実に次の成長をつくっていくことが大切だと考えてい

ます。その非連続な成長のためにM&Aは有効な手段で

すが、買収後に経営を統合する際には、これまでは相手

を尊重するあまり踏み込みが弱くなる面もありました。

今後は本社として課題の兆しを早めに捉え、必要なとこ

ろにはしっかり踏み込む体制が重要になると思います。

池垣　私はまだ就任後それほど長くありませんが、企業

基盤の強化に向けて「ポートフォリオのバランスを変え

ていこう」という経営の意思を感じています。そのために

は、新しいことに挑戦し、成長性を見極めて経営資源の

配分を最適化していく姿勢が今後ますます必要です。

M&Aも、リソースや箱を手に入れて終わりではなく、そ

こからシナジーを生み出すことが本質です。買収先を早

く深く理解し、目指す姿や必要な変化を遠慮なく共有す

ることが欠かせません。PMIの局面では、相手を尊重し

ながらも、より踏み込んだ対話とマネジメントが必要で

す。生活産業の食品ビジネスなどBtoCに近い事業では、

品質やコンプライアンスといった新たなリスクにも、これ

まで以上に目を向ける必要があります。

末川　このプロジェクトは当初、「ブランドメッセージを

つくる」ことを目的にスタートしました。しかし議論を重

ねるなかで、経営理念やIK Valuesとの関係を整理した

うえで、企業全体を表すコーポレートメッセージとして体

系的に位置づける必要がある、という認識に変わってい

きました。その過程で、「誰に、どのような価値を届けた

いのか」という視点も、より明確になったと感じています。

私自身、前職は一般消費財メーカーで、生活者と向き合

いながらブランドづくりに携わってきました。その経験

から強く感じているのは、ブランドやコーポレートメッ

セージは、言葉として整えただけでは完成しないという

ことです。社員一人ひとりの行動や、お客さまとの接点

で体現されて初めて、本当の意味でブランドになります。

だからこそ、このプロジェクトはメッセージをつくったこと以

上に、多くの社員の皆さんが議論に参加し、「稲畑産業らし

さとは何か」を考えたプロセスそのものに大きな価値が

あったと思います。これからは、そのメッセージを日々の仕

事と結びつけ、一人ひとりが当事者意識を持って実践して

いくことが重要な段階に入っていると考えています。

長南　私がこの取り組みを良いと感じたのは、経営陣が

上から与えるのではなく、若い世代や中堅が、自分たち

で「136年続いてきた原動力は何か」「稲畑産業の強みは

何か」「これから何を目指すのか」を考え、言葉にしたこ

とです。未来をつくる人たち自身が、その問いに向き合っ

たことに、大きな意味があります。 

しかも、先人たちがつないできた価値や、これから向き

合うべき課題まで含めて考えたうえで、最終的なメッ

セージに落とし込んでいった。納得感のあるプロセスで

した。だからこそ、単なるスローガンにせず、これからの

稲畑産業を形づくる言葉として磨き続けることが大切だ

と思います。 

池垣　このテーマは企業価値の観点でも重要です。

BtoB企業ということもあり、自社の強みや将来の方向

性を十分に言語化してこなかった面もあると思います

が、それは市場の評価にもつながる論点です。将来の行

き先や、どんな価値を届けているのかを、きちんと言葉

にして社内・外に伝える必要があります。 

その意味で、社員が自分たちの仕事や顧客に提供する価

値を言語化したことは大きな意義がありました。当初は日

本中心のプロジェクトでしたが、海外の人材も巻き込む

べきという議論を経て、バイリンガルでの展開や投票への

参加につながった点も大きな前進です。会社としての一

体感を醸成する、良い取り組みになったと感じています。 

池垣　指名・報酬委員会で新任役員候補と面談した際、

非常に優秀な人材が育ってきていると感じました。一方

で大切なのは、女性を含めた次世代をどう広く育てるか

です。働く環境も価値観も大きく変わり、上の世代の成

功体験だけでは通用しません。若手には、海外経験や他

部門での武者修行など、自分の担当領域を超えた経験

を積ませ、横のつながりを広げることが大切です。また、

柔軟なキャリア形成も重要です。海外展開にも重点を置

くなか、日本本社の意思決定に、海外で仕事をしてきた

人や日本国籍でない人の視点を積極的に取り入れるべ

きです。多様な人が混ざることで、初めて多様なビジネ

スに対応できる組織になります。

サステナビリティについては、委員会での議論は着実に

前進しています。そのうえで重要になるのは、人権デュー・

ディリジェンスなどの取り組みを、国内だけでなく海外

の社員にも広げていくことです。本社が海外の社員にも

目を向けているというメッセージになり、一体感の醸成

にもつながります。

末川　サステナビリティ推進部は、委員会運営も含め、

限られた人数のなかで本当によく取り組んでいると思い

ます。ただ、サステナビリティは推進部だけで完結する

ものではありません。KPIも、「やったかどうか」だけで

なく、「何が変わったか」まで見る必要があります。例え

ば、一人当たりの研修費用が増えたことよりも、それに

よって社員がどう成長したかが大切ですし、環境対応に

ついても、グリーンビジネスを社会課題の解決と事業利

益の両立につなげていくことが重要だと思います。

専門性の高い事業を展開する当社では、各部門が専門

人材を育てることは重要です。一方で、若いうちからさ

まざまな部署や仕事を経験し、視野を広げる機会をつく

ることも、人材育成には欠かせないと思います。

将来を担う人材ほど部門で育てたいという思いは自然

ですが、人材を「部門の財産」ではなく「会社の財産」と

考え、執行役員同士が会社全体の人材育成について本

気で議論する文化が根づけば、組織全体はさらに強く

なっていくのではないでしょうか。

長南　サクセッションプランは、候補者プールを見える

化し、発表の機会を通じて幹部候補に自覚を持たせる

取り組みが進んでいます。性別、国籍、プロパーか中途

かといった枠を超えて“人を育てる姿勢”も見えていま

す。一方、女性活躍はなお課題の大きいテーマです。引

き上げたいという思いと、ご本人が活躍したいという思

いは必ずしも一致せず、営業の現場に残る慣行も含め、

従来のやり方をどこまで変えられるか。簡単ではありま

せんが、避けて通れない論点です。

サステナビリティでは、“稲畑産業らしい強み”をもっと

明確に打ち出してよいと思います。特に合成樹脂を長く

扱ってきた会社として、プラスチックの価値と課題の両

方を語るべきです。プラスチックは衛生や安全、物流効

率の面で社会を支えてきた一方、廃棄の問題がある。だ

からこそ、原料からリサイクルまで含めて循環型社会を

支えることに本気で取り組む̶̶そうした姿勢を、もっ

と事業上のミッションとして打ち出せるはずです。社会

課題の解決と事業機会の両立を図るうえで、重要なテー

マだと考えています。

長南　特に感じるのは年を追うごとにオープンで活発

な議論ができる会社になってきたということです。株主

目線だけでなく、社員を含むさまざまなステークホル

ダーを意識して、社長に遠慮するのではなく、皆が当た

り前に率直な意見を交わす風土が育ってきています。

私は、長く続く企業には良い「理念」「人材」「仕組み」とい

う共通項があると考えています。稲畑産業はまさに、目

に見える資産以上に、そうした“見えない資産”を大切に

してきた会社です。それが社外の意見に真摯に耳を傾

け、必要なら変えていこうとする風通しの良さにつながっ

ていると感じています。

末川　私も、取締役会の実効性評価を形式的に終わら

せず、自分たちの改善につなげようとしている点に、この

会社の特徴を感じます。課題は少なくないですし、一朝

一夕に解決できるものばかりではありませんが、そこに

正面から向き合い、報告を求めればきちんと答えてくれ

る。その姿勢が非常に良いと思います。

もう1つ強く感じるのは、社外取締役へのリスペクトで

す。分からないことは丁寧に教えてくれますし、こちらの

発言も真剣に受け止めてくれる。「社外の目」を単なる形

式とせず、改善の契機として生かそうとしている点は、稲

畑産業の大きな強みだと思います。

池垣　私は以前、人事を中心に、震災対応やコロナ対応

など全社に関わる仕事をしてきました。その経験から、

稲畑産業で期待されているのは、ダイバーシティや働き

がい、人に関わるリスクやコンプライアンスといった観

点から意見を伝えることだと考えています。

就任して感じたのは、取締役会が非常にオープンで活気

があり、新任の私でも発言しやすい空気があることです。

しかも、会社理解のための情報提供や学ぶ機会が丁寧に

用意されている。社外に会社を理解してほしいという姿

勢が随所で伝わってきますし、社外の意見を会社のため

に生かそうとする誠実さがよく見える会社だと思います。

末川　中期経営計画は着実に成果を上げていると評価

しています。変化の激しい環境下で過去最高益を更新し

続けていることは高く評価できますし、単なる商材の仲

介にとどまらず、顧客の課題を解決する機能を持つ商社

への進化が着実に進んでいる点を評価しています。

昨年の鼎談では「守りに偏りがち」と申し上げましたが、

その後コーポレートメッセージの策定プロセスなどに関

わるなかで、商社が「当たり前」を支え続けること自体が

大きな価値であることを改めて認識しました。現在は、

その堅実さを土台としながら、新たな価値創造にも挑戦

している点を評価しています。

また、資本市場との向き合い方も誠実です。ROE10%

の目標や政策保有株式の縮減、累進配当といった取り

組みは、いずれも株主・投資家の期待に応えるものです。

自社の都合を優先するのではなく、ステークホルダーと

の対話を重ねながら経営している点を評価しています。

こうした対話を通じて寄せられた投資家の声は、取締役

会にも報告され、議論に反映されています。地政学的リ

スクの高まりから、売り上げの見通しには不透明さが残

りますが、それでも利益は確保できるのではないか、と

いう印象です。

長南　今回の業績を見ても、厳しい事業があればほか

のセグメントが補完するという“柔軟性”が出てきていま

社員が主体となってコーポレートメッセージをつくり
上げる「MOVE MOVEプロジェクト」に、社外取締役
のお三方にもオブザーバーとして参加いただきました。
こうした取り組みの評価や手応えをお聞かせください。 

「稲畑産業らしさ」を再定義した
コーポレートメッセージ 

最後に、人材とサステナビリティについて伺います。
人的資本の強化や後継者の育成、そしてサステナビ
リティを事業の価値にどうつなげていくか、お考えを
お聞かせください。 

人的資本とサステナビリティ 

“多様な人が混ざることで、 
初めて多様なビジネスに 
対応できる組織になる”
ー池垣 真里

“無理に背伸びをするのではなく、 
稲畑産業らしいやり方で 
着実に次の成長をつくっていく”
ー長南 収

社外取締役鼎談
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機関設計

監査等委員でない取締役

監査等委員である取締役

取締役会議長

監査等委員でない取締役任期

監査等委員である取締役任期

監査等委員会設置会社

7名（うち独立社外取締役3名）

5名（うち独立社外取締役4名）

社長

1年

2年

有

指名・報酬委員会設置

有限責任 あずさ監査法人

https://www.inabata.
co.jp/investor/library/
governance/

執行役員制度採用

取締役会の任意諮問委員会

会計監査人

コーポレート・
ガバナンス報告書

株主総会

取締役会指名・報酬委員会

内部監査室

連携

内部監査

会計監査人

選任・解任

社長

執行役員

経営会議

営業部門・管理部門・国内外グループ会社

選任・解任

審査会議

監査等委員会

選任・解任 報告・意見陳述

報告 会計監査監査 指示

業務執行体制

報告
監査・
報告意見

提案・報告

サステナビリティ委員会

コンプライアンス委員会

内部統制委員会

人権啓発委員会

輸出管理委員会

指示

報告

報告

コーポレートガバナンス・コード制定
コーポレートガバナンス・コード改訂

※ 取締役会の体制

2026年

機関設計

コーポレート・
ガバナンス体制

役員報酬制度

取締役会
実効性評価

東証コーポレート
ガバナンス・コード変遷

2025年2024年2023年2022年2021年2020年2019年2018年2017年2016年2015年～2014年

第三者
評価

第三者
評価

第三者
評価

第三者
評価
(予定)

自己
評価

自己
評価

自己
評価

自己
評価

自己
評価

自己
評価

自己
評価

自己
評価

● 業績連動型報酬制度導入

● 取締役会実効性評価の導入(3年に1回 第三者評価)

● 業績連動型株式報酬制度
「株式給付信託(BBT)」導入

● 業績連動
型報酬KPI 
ROIC・ESG
スコア導入

● 業績連動型報酬KPI 
ROE・株価追加

● BBT KPI 従業員
エンゲージメント
サーベイ達成率追加

● 独立社外取締役過半数体制に※
● 相談役・顧問制度廃止
● 役員定年制度導入

● 指名・報酬委員会委員長独立社外取締役に

● 2006年取締役・監査役の退職慰労金制度廃止
● 2009年執行役員の退職慰労金制度廃止

● 2003年執行役員制度導入
● 2006年取締役任期を2年から1年に

● 2013年社外取締役2名体制に※

● 社外取締役3名体制に※
● 指名・報酬委員会設置

監査役会設置会社 監査等委員会設置会社

取締役（監査等委員を除く） 取締役（監査等委員） 独立社外取締役比率

7名 5名 58%（12名中7名）

独立社外 独立社外

* 女性

* * *

女性取締役比率

25%（12名中3名）

コーポレート・ガバナンス

当社は、「『愛』『敬』の精神に基づき、人を尊重し、社会の発展に貢献する」を経営理念としています。この経営理念のも

と、株主、取引先、社員に加え、企業活動を支えるすべてのステークホルダーの負託に応え、持続的に企業価値を向上さ

せるためには、経営の透明性・公正性を確保し、迅速・果断な意思決定を行う基盤となる強固なコーポレート・ガバナン

ス体制の整備・構築が不可欠と考えています。

基本的な考え方 ガバナンス体制早見表（2026年7月1日現在）

当社は、コーポレート・ガバナンスの充実・強化を重要な経営課題として位置づけ、これまで取締役会での議論を、業務

執行中心から経営戦略や中長期的な課題にシフトするなど取締役会の実効性を高める改善を実施し、ガバナンスの充

実・強化に取り組んできました。それらの取り組みをさらに進め、監督機能の一層の強化を図るとともに、経営の意思決

定をより迅速化する体制を整えるため、2022年6月に監査等委員会設置会社へ移行しました。取締役会において、独立

社外取締役が過半数を占める構成とし、モニタリング型の取締役会を具現化することにより、企業価値の向上を図って

います。

機関設計の形態：監査等委員会設置会社

ガバナンス強化のための取り組みの変遷

取締役会の構成（2026年7月1日現在）

コーポレート・ガバナンス体制（2026年7月1日現在）
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社内独立社外

社内独立社外

2026年
3月期
実施回数

構成員

14回 独立社外取締役
横田 乃里也

● 独立社外取締役4名
● 社内取締役1名

監査等委員会

委員長 主な検討内容と活動

（検討内容）
● 監査方針・監査計画・業務分担
● 監査等委員でない取締役の選任等・報酬等について
の意見

● 監査等委員である取締役候補者の選任議案
● 監査等委員の子会社往査の結果報告
● 経営会議、審査会議、コンプライアンス案件
● 会計監査人の評価及び再任・不再任
● 会計監査人の監査報酬

（活動）
● 取締役会に出席し、取締役の職務執行を監督
● 子会社往査を通じて業務・財産の状況を監査
● 内部監査室と定期的に報告会を行い、連携を確保
● 内部統制部門と面談を行い、情報収集
● 取締役会へ監査状況を報告
● 会計監査人から監査計画・四半期ごとの監査結果の
報告を受領

● 会計監査人の子会社への往査に立ち合い、監査状況
を確認

● 「監査上の主要な検討事項（KAM）」について会計監
査人と協議

項目
決議事項

主な付議・報告事項

─
● 中期経営計画「NC2026」の進捗状況報告
● 政策保有株式保有意義検討結果及び縮減状況報告
● 海外拠点設立

経営戦略

● 取締役人事・報酬
● 取締役の業務執行に関する担当等
● 独立役員選任
● 役員株式給付規程改定
● 業務執行取締役等に該当しない取締役との責任限定契約
● 指名・報酬委員会委員選定
● 役員等賠償責任保険契約

● 新任取締役候補者及び新任執行役員候補者の指名
● 業務執行報告役員関連

● 定時株主総会招集 ─株主総会

─
● コーポレート・ガバナンス報告書
● 取締役会の実効性評価
● 内部通報体制運用状況報告

ガバナンス

─
● 後継者計画報告
● 取締役トレーニングの実施状況等報告サステナビリティ

● 執行役員及び重要な役職者の人事
● 経営陣幹部の人事に反映すべき業績等の評価に関
する報告人事

─
● 機関投資家株主判明調査報告
● 国内海外機関投資家事後ヒアリング報告
● 個人投資家アンケート結果報告

IR

─
● 監査等委員会監査実施状況報告
● 監査等委員会監査計画
● 内部監査室からの直接報告

監査

● 自己株式取得
● 決算関連
● 剰余金の処分

● 関連当事者間取引報告
● 月次決算報告
● 有価証券報告書

財務

─
● 撤退検討基準該当子会社判定報告
● M&A案件のPMI状況報告投融資

─ ● 情報セキュリティ対応状況報告IT

報告事項

2026年
3月期
実施回数

構成員

11回
筆頭独立
社外取締役
長南 収

● 独立社外取締役4名
● 社内取締役1名指名・

報酬委員会

委員長 主な審議内容と活動

指名関連
● 取締役・執行役員候補者との個別面談
● 取締役・執行役員候補者の選定

報酬関連
● 業績評価に基づく取締役報酬(監査等委員である取
締役を除く。)の検討

取締役会への主な付議・報告事項（2026年3月期）

※ うち監査等委員である独立社外取締役1名

※

当社は監査等委員会設置会社であり、監査等委員会は監査等委員5名（うち独立社外取締役4名）で構成されています。

監査等委員会は、取締役会と協働して業務執行者に対する監督機能を担い、かつ、業務執行者の業務の執行について

監査を行います。監査等委員である取締役は、財務・会計・法律などに関する専門性や高い独立性などを備えています。

また、内部監査室に所属する者が補助使用人として、監査等委員会の職務を支援しています。

監査等委員会

取締役会は、経営計画の策定および年度予算の編成をはじめとする経営の基本方針、執行役員の選任など、法令、定款

および取締役会規程で定められた重要事項の意思決定を行います。監査等委員でない取締役７名、監査等委員である

取締役5名の12名で構成されており、うち独立社外取締役は過半数となる7名です。機関設計を監査等委員会設置会

社としたことで、監督機能を強化したモニタリング型の取締役会を実現するとともに、業務執行者への重要な業務執行

の決定の委任が可能となり、より迅速な経営判断ができる体制を整えています。

取締役会

当社は、任意の指名・報酬委員会を設置しています。取締役会が経営陣幹部の選解任、取締役・執行役員候補者の指名、

取締役の報酬などを決議するにあたっては、筆頭独立社外取締役が委員長を務め、かつ独立社外取締役が委員の過半

数を占める同委員会の審議を経ています。取締役会は同委員会の審議結果を十分尊重することにより、客観性、公正性、

透明性を確保するよう努めています。

指名・報酬委員会

コーポレート・ガバナンス
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独立社外取締役7名

社内取締役5名

独立社外取締役のみの会合　
実施回数：2026年３月期　２回

実施回数：2026年3月期　経営会議12回　審査会議20回

業務執行機関として経営会議を設置し、会社の経営に関する基本方針並びに経営上の重要事項について審議し、その

方向性を決定しています。加えて、重要な業務執行や投融資案件・与信案件に関する審査機関として、審査会議を設け

ています。審査会議では、関係者は国内外から参加（オンラインを含む）し、経営者と直接議論をします。

経営会議・審査会議

独立社外取締役の選任にあたっては、企業経営に関す

る豊富な経験や幅広い見識を保有し、グローバルにビ

ジネスを展開する当社における取締役会の意思決定や

業務執行に関する監督機能、外部的視点からの適切な

助言を期待できる候補者を選定するよう努めています。

取締役会における独立社外取締役の比率は58％（12名

中7名）です。

独立社外取締役の体制

内部監査
当社は社長直轄の内部監査室を設置しており、公認内部監査人等の資格を有する専門人材を配置しています。内部監

査室は金融商品取引法に基づく財務報告に係る内部統制報告制度への対応、当社の国内・海外グループ会社のグルー

プガバナンス向上のための監査、「医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律」や経済安全

保障関連法令の遵守状況の監査等を実施しています。内部監査室は、監査計画および監査結果について、定期的に社

長、取締役会、監査等委員会へ報告しています。

会計監査人
当社は会計監査や期中レビューおよび内部統制監査に関し、有限責任 あずさ監査法人に監査を依頼しています。なお、

会計監査人の再任・不再任の決定にあたっては、監査等委員会が独立性、専門性評価を含めた評価基準を策定してお

り、その評価結果に基づき決定しています。

監査等委員会、会計監査人、内部監査室の連携
監査等委員会、会計監査人、内部監査室は定期的に監査の結果報告および協議を通じて連携をとっています。

監査等委員会は、会社の業務および財産の状況の調査その他の監査職務の執行にあたり、内部監査室と緊密な連携を

保ち、組織的かつ効率的な監査の実施に努めています。監査等委員会は、内部監査室から監査計画と監査結果につい

て定期的に報告を受け、必要に応じ調査を求め、またはその職務の執行について具体的に指示します。

監査等委員会および内部監査室は、会計監査人と会計監査や期中レビューの報告等の定期的な会合を持ち、会計監査

人から監査に関する報告を適時かつ随時に受領する一方、その職務の執行の過程において知り得た情報のうち、会計

監査人の監査の参考となる情報または会計監査人の監査に影響を及ぼすと認められる事項について会計監査人に情報

を提供するなど会計監査人との情報の共有、連携を行っています。

監査体制

当社グループの事業内容などについて理解を深めてもらうため、社内の各部門長との面談や海外視察（オンラインを含

む）などの機会を提供しています。就任後も、必要な知識の習得、その役割や責務の理解促進に資するようトレーニング

の機会の提供・斡旋をしています。取締役のトレーニングの実施状況は、年1回、取締役会で報告されています。

独立社外取締役のトレーニング

コーポレート・ガバナンス

独立社外取締役間の意見交換会

当社では、2022年の監査等委員会設置会社への移行以降、独立社外取締役間の意見交換会を年2回継続

的に開催しています。本会は、独立社外取締役が、取締役会とは別の場で、経営やガバナンスに関する課題

認識や意見を率直に共有し、議論を行うことを目的としています。

2026年3月開催の独立社外取締役間の意見交換会の様子
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質問票の検討
（担当役員※、
  事務局、
  外部専門家）

質問票の配布
（全取締役）

簡易分析
（事務局）

取締役会報告・
検証

ウェブサイト
開示

次回
第三者評価へ

集計
（外部コンサル
  タント）

2025年度　自己評価プロセス(質問票形式)

2023年度
第三者評価

2024年度
自己評価

2025年度
自己評価

2026年度
第三者評価（予定）

3.分析・評価結果
の概要

1.対象者
2026年３月末日時点で現任の全取締役12名
（監査等委員でない取締役７名、監査等委員である取締役５名）

4.今後の対応
今回の分析・評価結果を踏まえ、認識された課題に取り組むことで、さらに当社取締役会の実効
性を高めるよう努めていきます。
なお、2026年度は、第三者評価による実効性評価の実施を予定しています。

2.評価方法

●質問票の各項目については、2024年度の質問票（自己評価）と評価・分析結果を踏まえ、担当役
員および取締役会評価事務局が、集計を担当する外部コンサルタントと相談のうえ、決定

●取締役に、上記により決定した質問項目を配布し、全員から回答を取得

●外部コンサルタントが回答結果を集計後、取締役会評価事務局が簡易分析および取りまとめを
行い、担当役員が取締役会に報告

●報告の内容を取締役会で十分検証し、今後の対応について方向性を決定

2025年度の評価結果

質問項目
1. 取締役会の運営状況

2. 取締役会の機能・役割

3. 取締役会の構成

4. 指名・報酬委員会の構成と役割

5. 指名・報酬委員会の運営状況

6. 監査等委員会の構成と役割

7. 監査等委員会の運営状況

8. 社外取締役に対する支援体制

9. 投資家・株主との関係

10. 当社のガバナンス体制・取締役会の実効性全般

分析・評価の結果、当社取締役会の運営状況は、自由な意見を促す議長のもと、オープンで活発
な議論が行われ、全般的に適切であると高く評価されています。また、社外取締役に対する支援
が概ね十分に行われ社外取締役が取締役会での議論に大きく貢献している、指名・報酬委員会が
適切に運営されている、監査等委員会が適切に運営されている、投資家・株主との対話の状況が
取締役会へ十分提供されている、などが評価されていることを確認しました。これらにより当社取
締役会が概ね適切に機能し、実効性が確保されていることを確認しました。

また前年度の自己評価による実効性評価において認識された以下の課題については、一部進展や
改善がみられるものの、今後さらに検討すべきであることを認識しました。

●サクセッションプランについてのさらなる議論

●リスクの許容度・リスク管理

●当社の長期的な競争優位性の資本市場への十分な伝達

前年度からの上記課題に加え、以下の課題については、今後さらに改善を検討すべきであること
を認識しました。

●M&Aに伴う新しいリスクとそれへの対応

●社内における多様性の推進

●内部統制（グループ統制を含む）システムの状況

●指名・報酬委員会から取締役会への十分な情報提供とコミュニケーション

また、当社が直面する主要なリスクについて、業績への影響と発現の可能性の観点から特に重要
度が高いものとして、海外活動に潜在するリスク、事業投資に係るリスク、取引先の信用リスクが
認識されました。

※ 財務経理・IR担当取締役です。

当社では、取締役会の実効性と透明性を高め、企業価値を向上させることを目的として、2015年度より取締役会の実効

性評価を実施しています。
●3年を1サイクルとし、自己評価を2年実施後、3年目に第三者評価を実施しています。
●評価結果の概要と課題は、当社ウェブサイトで開示しています。
●2025年度は、自己評価を実施しました。

取締役会の実効性評価

コーポレート・ガバナンス
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1．監査等委員でない取締役の報酬

①固定報酬※1 役職別に最低保証額を設定

②業績連動報酬

①の役職別固定報酬をベースに、

　・税金等調整前当期純利益（投資有価証券売却益を除く。）※2

　・資本収益性（ROICとROE）※3

　・株価※3

　・複数の外部評価機関（FTSE RussellおよびMSCI）によるESGスコア※4

の各水準に応じた係数を掛けて計算

③株式給付信託
　（BBT）※5

業務執行取締役が在任中に付与されたポイントを退任時に株式と金銭で受け取る仕組み

（取締役に付与されるポイントの計算方法）

当年度の付与ポイント＝Ⓐ勤続ポイント＋Ⓑ業績ポイント

Ⓐ役職ごとに定めた基準ポイントの50％（固定ポイント）
Ⓑ勤続ポイント×業績係数
業績係数：連結営業利益目標達成率※６とグループエンゲージメントサーベイ達成率※7により決定

2．監査等委員である取締役の報酬

固定報酬 固定報酬のみ

※1 業務執行取締役でない取締役の報酬については、固定報酬のみとしています。
※2 業務執行取締役は、グループ会社を含めた当社グループ全体の営業活動、財務活動などすべての事業活動に対して責任を負っており、その成果は連結税金等調
整前当期純利益に表れていると考え、1つの指標としています。

※3 当社は中期経営計画NC2026における主要戦略の1つとして、「投資の積極化」を掲げていること、さらに資本市場からの要請や上場企業の動向を踏まえ、資
本効率や投資利回りについても考慮すべきと考え、ROICを指標にしています。さらに資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応の一環として、
ROEと株価（具体的にはTOPIXの対前年成長率と当社株価の対前年成長率の差）を指標としています。

※4 サステナビリティへの対応は当社の重要な経営課題と認識していることから、複数の外部評価機関によるESGスコアを指標としています。
※5 当社は、業務執行取締役の報酬と当社の業績および株式価値との連動性をより明確にし、取締役が株価上昇によるメリットのみならず、株価下落リスクまでも株
主の皆さまと共有することで、中長期的な業績の向上と企業価値の増大に貢献する意識を高めることを目的とし、業績連動型株式報酬制度として「株式給付
信託（BBT）」を導入しています。

※6 対外的に公表した中期経営計画に対する実績値です。
※7 サステナビリティ中期計画2026における従業員エンゲージメントサーベイKPI平均値に対する達成率です。

役員区分
報酬等の総額
（百万円）

241

30

72

固定報酬

108

30

72

業績連動報酬

108

ー

ー

株式給付信託（BBT）

24

ー

ー

5

1

8

対象となる役員
の員数（名）

報酬等の種類別の総額（百万円）

3．2026/3期 役員報酬の実績※8

※8  2025年6月17日開催の第164回定時株主総会終結の時をもって退任した取締役（監査等委員および社外取締役を除く。）１名および社外取締役（監査等委
員を除く。）1名を含んでいます。

※9  取締役（監査等委員を除く。）の報酬の額は、2022年６月22日開催の第161回定時株主総会において年額430百万円以内（うち、社外取締役分は50百万円以
内）と決議しています。当該株主総会終結時点の取締役（監査等委員を除く。）の員数は、７名（うち、社外取締役は２名）です。また、第161回定時株主総会にお
いて、監査等委員会設置会社への移行に伴い、2018年６月22日開催の第157回定時株主総会において導入を決議した「株式給付信託（BBT）」に係る報酬枠
を改めて決議しています。当該株主総会終結時点における当該制度の対象となる取締役の員数は、４名です。

※10  取締役（監査等委員）の報酬の額は、2022年６月22日開催の第161回定時株主総会において年額80百万円以内と決議しています。当該株主総会終結時点の
取締役（監査等委員）の員数は４名（全員社外取締役）です。

※11 「株式給付信託（BBT）」は、当事業年度に計上した役員株式給付引当金繰入額です。
※12 当社では取締役（監査等委員及び社外取締役を除く。）の業績連動報酬と業績連動報酬以外の報酬等は、それぞれ定める業績指標および算定式に基づいて

自動的に決定されるものであり、恣意的にいずれかの報酬を増減させるといった扱いを行う余地はないことから、その支給割合の決定に関する方針を定めて
いません。

※13 当事業年度においては2025年5月28日に開催された指名・報酬委員会で取締役の報酬について審議され、2025年6月17日に開催された取締役会で取締役
の報酬が決定されました。取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等の内容の決定方法および決定された報酬等の内容が取
締役会で決議された決定方針と整合していることを確認しており、当該決定方針に沿うものであると判断しています。

業績連動報酬

55.2％
固定報酬

44.8％
2022/3期

2023/3期

2024/3期

2025/3期

2026/3期

319百万円

335百万円

306百万円

269百万円

241百万円

（参考）取締役※14の過去の報酬総額の推移2026/3期 業績連動報酬と固定報酬の比率

※14 2022/3期は、取締役（社外取締役を除く。）。2023/3期以降は、取締
役（監査等委員および社外取締役を除く。）。

取締役（監査等委員及び社外取締役
を除く。）※9、※11、※12、※13

取締役（監査等委員）
（社外取締役を除く。）※10

社外役員

292億円

26億円

265億円

税金等調整前当期純利益（A）

投資有価証券売却益（B）

（A）－（B）

ROIC

ROE

当社株価
対前年成長率

2026年６月に決定した業績指標 2026年3月期（第165期）

連結業績

連結営業利益

従業員エンゲージメントサーベイ

24,500百万円

80%

2026年６月に決定した業績係数

NC2026
第165期目標

26,164百万円

72%

第165期実績

107%

90%

達成率

0.96

業績係数

7.7%

9.3%

FTSE Russell

MSCI

資本収
益性実績

7.1%

株価実績

4.2

5.1

ESG 
スコア実績

役員報酬について

コーポレート・ガバナンス

監査等委員である取締役の報酬は、株主総会で承認さ

れた報酬総額の範囲内において監査等委員である取締

役の協議で決定しています。株主総会の決議による監

査等委員である取締役の報酬限度額は年額80百万円

です。

当社の報酬等の概要は、以下の通りです。

監査等委員でない取締役の報酬のうち、①固定報酬および②業績連動報酬は株主総会で承認された報酬総額の範囲内

において、取締役会が決定しています。株主総会の決議による監査等委員でない取締役の報酬限度額は年額430百万

円（うち、社外取締役分は50百万円）です。

また、業務執行取締役に対する業績連動型株式報酬制度である③株式給付信託(BBT)の報酬枠は、株主総会において

決議しています。

監査等委員でない取締役の個人別の報酬は、定性的な要因は考慮されておらず、取締役会において決議された規定に

より定められた計算式および係数により自動的に算出されるよう設計されており、人事室が規定に沿ってこれを計算し

ます。その計算結果は筆頭独立社外取締役が委員長を務め、かつ独立社外取締役が過半数を占める指名・報酬委員会

により審議されます。取締役会は指名・報酬委員会の審議結果を十分尊重し、監査等委員でない取締役の報酬を決定し

ています。

このような手順を踏まえることで、監査等委員でない取締役の個人別の報酬決定における客観性、公正性、透明性を確

保しており、特定の取締役等に個人別の報酬等の決定が委任されるようなことはありません。
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取締役

執行役員

取締役 監査等委員

1989年1月 当社入社
2005年12月 当社代表取締役社長執行役員（現在）

代表取締役 社長執行役員
稲畑 勝太郎

1987年4月 当社入社
2026年6月 当社取締役常務執行役員（現在）

取締役 常務執行役員

化学品・生活産業セグメント担当、
情報電子セグメント担当補佐、欧米地区担当

髙橋 豊

1996年7月 当社入社
2017年6月 当社代表取締役専務執行役員（現在）

代表取締役 専務執行役員

管理部門全般担当

横田 健一

1982年4月 住友化学工業株式会社(現住友化学株式会社)入社
2010年4月 同社執行役員
2013年4月 同社常務執行役員
2017年6月 同社代表取締役常務執行役員
2018年4月 同社代表取締役専務執行役員
2023年6月 同社専務執行役員
2024年6月 同社取締役専務執行役員
2025年4月 同社取締役
2025年6月 当社取締役(現在)
 住友化学株式会社顧問
 住友精化株式会社取締役(非業務執行)(現在)

取締役
竹下 憲昭

2001年7月 当社入社
2024年6月 当社取締役監査等委員（現在）

取締役 監査等委員
久保井 伸和

1987年4月 東洋信託銀行株式会社
 （現 三菱UFJ信託銀行株式会社）入行
1991年10月 中央新光監査法人（後のみすず監査法人）入所
2005年7月 中央青山監査法人(後のみすず監査法人)パートナー
2007年8月 新日本監査法人（現 EY新日本有限責任監査法人）
 入所 パートナー
2022年6月 株式会社ジャパンディスプレイ社外取締役（現在）
2022年7月 伊藤志保公認会計士事務所開業（現在）
2023年12月 野村不動産プライベート投資法人監督役員（現在）
2024年6月 当社社外取締役監査等委員（現在）
2025年6月 日本マスタートラスト信託銀行株式会社取締役監査等

委員（非常勤）（現在）

社外取締役 監査等委員
伊藤 志保※

1993年4月 味の素株式会社入社
2000年12月 デュポン株式会社入社
2010年12月 弁護士登録（第二東京弁護士会）
2011年1月 松村国際法律事務所（現 新堂・松村法律事務所）入所
2013年10月 消費者庁入庁（任期付き国家公務員）
2015年5月 弁護士再登録（第二東京弁護士会）
 株式会社フジクラ入社
2016年10月 同社法務室長
2021年4月 同社執行役員コーポレートガバナンス統括部門長
2026年4月 同社エグゼクティブアドバイザー（現在）
2026年6月 当社社外取締役監査等委員（現在）

社外取締役 監査等委員
新堂 桂子※

1984年4月 三菱金属株式会社（現 三菱マテリアル株式会社）入社
2011年6月 同社アルミ事業室長
 三菱アルミニウム株式会社

（現 MAアルミニウム株式会社）取締役
 ユニバーサル製缶株式会社

（現 アルテミラ製缶株式会社）取締役
2015年4月 三菱マテリアル株式会社執行役員人事部長
 株式会社マテリアルビジネスサポート取締役
2018年4月 三菱マテリアル株式会社常務執行役員人事・

総務本部長
2020年4月 同社上級顧問
2020年6月 同社取締役常勤監査委員 指名委員
2026年6月 当社社外取締役監査等委員（現在）

社外取締役 監査等委員
安井 義一※

1984年4月 麒麟麦酒株式会社
 （現 キリンホールディングス株式会社）入社
2014年3月 同社執行役員生産本部生産部長
2015年4月 キリンホールディングス株式会社

グループ人事総務担当ディレクター
 キリン株式会社(現 キリンホールディングス株式会社)

執行役員人事総務部長
2017年3月 キリンホールディングス株式会社常務執行役員

グループ経営戦略担当ディレクター
 キリン株式会社取締役常務執行役員 
 協和発酵キリン株式会社

（現 協和キリン株式会社）取締役
2018年3月 キリンホールディングス株式会社取締役

常務執行役員
2022年3月 麒麟麦酒株式会社取締役
2023年6月 当社社外取締役監査等委員（現在）
2024年1月 ニュートン・インベストメント・
 パートナーズ株式会社（現 ジャパン・

アクティベーション・キャピタル株式会社）
 シニア・アドバイザー（現在）
2026年6月 株式会社J-オイルミルズ社外取締役(独立役員)(現在)

社外取締役 監査等委員 監査等委員会委員長
横田 乃里也※

社外取締役
末川 久幸※

専務執行役員
中野 幸治
合成樹脂セグメント担当、
東南アジア地区担当

常務執行役員
丸田 剛志
情報電子セグメント担当、
北東アジア地区担当、
情報電子第一本部長

執行役員
角田 正人
リスク管理室長

執行役員
大倉 崇晴
（オルディ株式会社 
代表取締役社長）

執行役員
古林 宏之
人事室長

執行役員
農田 康一
財務経理室長

1982年4月 株式会社資生堂入社
2008年4月 同社執行役員経営企画部長
2009年6月 同社取締役執行役員経営企画部長
2010年4月 同社取締役執行役員常務経営企画部長
2011年4月 同社代表取締役執行役員社長
2013年4月 同社相談役
2014年6月 新田ゼラチン株式会社社外取締役
2017年6月 燦ホールディングス株式会社社外取締役
2019年7月 日本管財株式会社顧問
2020年6月 森下仁丹株式会社社外取締役（現在）
2023年4月 学校法人昭和女子大学理事（現在）
 日本管財ホールディングス株式会社顧問
2024年6月 当社社外取締役（現在）

社外取締役 指名・報酬委員会委員長
長南 収※

1980年4月 キユーピー株式会社入社
2008年9月 同社執行役員大阪支店長
2012年7月 同社執行役員東京支店長
2014年2月 同社取締役東京支店長
2016年2月 同社取締役常務執行役員
2017年2月 同社代表取締役社長執行役員
2021年5月 公益財団法人キユーピーみらいたまご財団理事長
2022年2月 キユーピー株式会社相談役
2023年6月 当社社外取締役（現在）
2024年6月 株式会社ロッテ社外取締役（現在）

社外取締役
池垣 真里※

1987年4月 モルガン・スタンレー・インターナショナル・リミテッド
 東京支店(現 モルガン・スタンレー・グループ株式会社) 入社
2006年12月 モルガン・スタンレー・エグゼクティブ ディレクター
2008年12月 モルガン・スタンレー・ビジネス・グループ株式会社取締役
2010年4月 モルガン・スタンレー・グループ株式会社取締役人事部長
 モルガン・スタンレー・ビジネス・グループ株式会社代表取締役
2012年1月 モルガン・スタンレー マネージングディレクター
 モルガン・スタンレーMUFG証券株式会社経営会議メンバー
2013年11月 三菱UFJモルガン・スタンレー証券株式会社社外取締役
2025年6月 学校法人フェリス女学院理事（現在）
 当社社外取締役(現在)
 コムチュア株式会社社外取締役(監査等委員)（現在）

※ 会社法第2条第15号に定める社外取締役の要件を満たしています。また株
式会社東京証券取引所が定める独立役員の要件および当社の社外取締
役の独立性基準を満たしています。

執行役員の括弧内表記は、出向先での役職です。

役員一覧（2026年7月1日現在）

執行役員
福井 一智
東南アジア総支配人

執行役員
平木 次郎
情報電子第二本部長

執行役員
井上 大
米州総支配人
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社内

取締役（監査等委員）

末川 久幸 池垣 真里 久保井 伸和 横田 乃里也 伊藤 志保 安井 義一 新堂 桂子

100% 
11回/11回

100% 
11回/11回 ─ 100% 

11回/11回 ─ ─ ─

稲畑 勝太郎 横田 健一 髙橋 豊 竹下 憲昭 長南 収

100%
6回/6回 ─ ─ ─ 100% 

11回/11回

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

指名・報酬委員会の出席状況※

─ ─ 100% 
14回/14回

100% 
14回/14回

93% 
13回/14回 ─ ── ─ ─ ─ ─監査等委員会の出席状況※

グローバル経営

男性男性男性男性男性

●

●

●

●

●

●

●

●

●

● ●

●

●

●

●

●

男性

●

●

女性

監査等委員会

指名・報酬委員会

─

─

○

─

─

─

─

─

─

─

─

─

●

─

◎

─

○

─

●

◎

○

●

○

─

●

○

─

●

○

─

●

─

○

●

─

○

●

●

100%
16回/16回

100%
16回/16回 ─ 92%

12回/13回
100%

16回/16回取締役会の出席状況※ 100% 
16回/16回

100%
16回/16回

100%
16回/16回 ─ ─100% 

13回/13回
100% 

16回/16回

男性 男性 女性 男性 女性性別

独立性

社外・独立社内

取締役

社外・独立

◎ 委員長、〇 委員 
※ 2025年度の出席状況（新任は就任以降）

2026年4月開催の取締役会の様子

化学・電子

食品・生活

財務・会計

法務・リスク管理・内部統制

人事・労務

IT・デジタル

ESG

事業・
業界知識

ス
キ
ル
項
目

当社は「『愛』『敬』の精神に基づき、人を尊重し、社会の発展に貢献する」を経営理念とし、「時代とともに変化する顧客

と社会のニーズに応え、グローバルに事業を展開することにより、価値ある存在として常に進化を続ける」を目指す姿と

しています。また2030年頃を念頭に、将来像を想定した長期ビジョンIK Vision 2030を掲げ、その長期ビジョンに向

けたステップとして中期経営計画NC2026を位置づけています。

取締役に期待するスキルを特定するにあたっては、これら経営理念、目指す姿、長期ビジョンIK Vision 2030、中期経

営計画NC2026を踏まえ、グローバルに展開する当社の取締役会の意思決定や業務執行に関する監督機能を果たすこ

とができる体制を構築するためには、いかなるスキルが必要かという観点から決定しています。こうした観点から、具体

的には以下のようなスキルを特定し、スキルマトリックスを策定しています。

スキルマトリックスの考え方

コーポレート・ガバナンス
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専門性・経験 求めるスキルと適任性

当社はグローバルに事業を展開しており、特に長期ビジョンIK Vision 2030においては海外事業比率を70％以
上にすることを想定しています。こうした観点から、当社の今後の成長を図っていくためには、グローバルな企業
経営に関する知見を有する者を取締役に登用することは極めて有用であると考えています。そのため特に社外取
締役を招聘するにあたっては、グローバルに展開する企業の経営者とりわけ経営トップまたはそれに準ずる経験
のある者が必ず含まれるように配慮しています。スキルマトリックスにおける「グローバル経営」の項目については
グローバルに事業を展開する企業の経営トップまたはそれに準ずる経験の有無を基準にしています。
この基準に照らし、稲畑 勝太郎、長南 収、末川 久幸はいずれもグローバルに事業を展開する企業の経営トップと
して豊富な経験を有していることから、「グローバル経営」のスキルを有するものと考えています。

グローバル経営

当社のような専門商社を経営するにあたっては、まず何よりも各事業分野に対する深い専門知識と経験が必要不
可欠です。特に業務執行取締役については、当社の事業分野における幅広い知識や経験、人脈を保持しているこ
とが当社のような商社事業を発展させるうえでは実際上極めて重要であり、業務執行取締役を選任するにあたっ
ては、当社の事業分野に関する知見を有する者のバランスを考慮しています。具体的には、稲畑 勝太郎は当社の
特に合成樹脂セグメントに長年にわたり従事してきた経験があり、また髙橋 豊は当社の特に化学品セグメントに
長年にわたり従事してきたほか、執行役員就任後は生活産業セグメントも担当するなど、それぞれ異なった当社事
業に関する知識・経験を有しています。
社外取締役を招聘するにあたっては、各事業分野における幅広い知識や経験を有し、事業戦略に対して客観的な
視点から監督・意見できる者が含まれるように考慮しています。社外取締役については、これまでの他社での経験
や出身業界の特性を踏まえ、特に当社が扱う商材や関連する業界と同一もしくは近い業界での事業経験を有する
場合には事業・業界知識に関するスキルを有するものとしています。

事業・業界知識

企業経営における財務戦略（コーポレートファイナンス）の重要性は言うまでもなく、業務執行取締役のなかには
財務戦略を担当し、投資家とのさまざまな対話を通じて企業価値向上に向けた取り組みを主導していく者が必要
であると考えています。横田 健一は長年にわたり財務・経理・IRの責任者を務めており、投資家とのさまざまな対
話を当社経営にフィードバックしつつ、当社のコーポレート・ガバナンス強化と企業価値向上に向けて一貫して取
り組んできました。竹下 憲昭は総合化学メーカーのサウジアラビアでの大規模な合弁企業においてCFOを務め
た経験があり、財務・会計に関する幅広い知見を有しています。
また業務執行に対する監督機能を強化するためには、監査等委員である取締役のなかに財務・会計に精通した者
が必ず含まれることが有用であると考えています。久保井 伸和は長年にわたり当社の財務・経理業務に従事した
後、常勤監査役・常勤監査等委員として監査業務にも従事してきた経験を有しています。横田 乃里也はグローバ
ルに事業を展開する大手酒類・飲料品メーカーにおいてCFOを務めた経験を有し、財務・経理・IRに関する幅広
い知見を有しています。伊藤 志保は公認会計士としての豊富な専門知識を有し、長年にわたりさまざまな企業の
会計監査に従事してきた経験を有することから当社の業務執行に対する監督機能を強化することができると考え
ています。

財務・会計

法務・リスク管理・
内部統制

幅広くグローバルに展開する当社においては、取引先の信用リスク、事業投資に係るリスク、海外活動に潜在する
リスク、為替の変動リスク、商品市場の変動リスクなどさまざまなリスクを伴います。そのためリスクマネジメント
は経営上極めて重要です。稲畑 勝太郎は取締役として内部監査部門を直接管掌するなかでリスク管理や内部統
制に深く関わってきたほか、長年にわたってコンプライアンス委員会委員長を務めています。横田 健一は長年にわ
たり当社の内部統制委員会委員長を務め、当社の内部統制構築の実務に携わってきたほか、取締役就任後は法
務・リスク管理部門も管掌してきました。
また当社は何よりもコンプライアンスを重視した経営を心掛けており、業務執行に対する監督機能を強化するた
めには、監査等委員である取締役のなかに法律に精通した者が必ず含まれることが有用であると考えています。
新堂 桂子は弁護士資格を有し、法律事務所での勤務を経て、エレクトロニクス等の分野でグローバルに事業を展
開するメーカーにおいて、法務部門を統括した貴重な経験を有しており、企業法務全般に精通しています。
さらに、当社は経営の意思決定を迅速化し、業務執行に対する監督機能を強化するため、監査等委員会設置会社
を選択しています。監査等委員会設置会社においては、会社の内部統制システムを有効に活用し組織的監査を行
うことが求められます。こうした観点から、監査等委員である取締役のなかに内部統制・監査に対する専門知識や
経験を有する者が含まれることが不可欠と考えています。久保井 伸和はJ-SOX導入時から当社の内部統制構築
に携わってきました。伊藤 志保は大手監査法人において長年にわたりさまざまな企業の内部統制監査に従事し、
内部統制・監査に関する豊富な専門知識と経験を有しています。安井 義一は幅広い素材・製品をグローバルに展
開する総合素材メーカーにおいて、取締役常勤監査委員として監査業務などに従事しており、内部統制・監査に関
する豊富な実務経験を有しています。

専門性・経験 求めるスキルと適任性

当社は中期経営計画NC2026における経営基盤戦略の一環として中期的な「デジタル戦略」を公表しています。デ
ジタル戦略においては、「経営情報インフラの高度化とグループ全体のセキュリティ強化」を基本方針として掲げて
おり、こうしたデジタル戦略を具体化し、データドリブン経営およびDX（デジタルトランスフォーメーション）を推
進していくためには、IT・デジタルに関する知見は不可欠です。また情報セキュリティに対する脅威は年々増加し
ており、これらに対する対策を強化していくうえでもIT・デジタルに関するスキルは必要と考えています。
横田 健一は情報処理技術者などIT・デジタルに関する専門の国家資格を複数保持しており、その豊富な専門知
識に基づき、これまでも当社グループ全体の情報セキュリティ強化に向けたさまざまな取り組みを陣頭指揮してき
ました。また竹下 憲昭、横田 乃里也はいずれもグローバルに事業を展開する大手企業において、CIOもしくはそ
れに準じた職責経験があり、IT・デジタルに関する幅広い知見を有しています。

IT・デジタル

当社のような商社においては、人材こそが最大の財産であり、人材育成は中長期的に重要な経営課題です。中期
経営計画NC2026においても、当社の持続的成長を支える従業員のwell-beingの向上、多様な個を生かすダイ
バーシティ＆インクルージョン（以下、D&I）の推進や健康経営のさらなる推進、人的資本投資への注力を重点方
針としています。こうした戦略を推進していくうえでは、取締役のなかに人事・労務に関する経験やスキルを有する
者が含まれることが望ましいと考えており、社外取締役の招聘にあたってもこうした視点を重視しています。稲畑 
勝太郎は取締役就任後に人事部門を管掌した経験を有しています。横田 健一は現在人事部門を管掌しており、こ
れまでもさまざまな人事制度改革に取り組んできました。竹下 憲昭は総合化学メーカーにおいて、石油化学部門
の人事部門に従事した経験を有しています。
また池垣 真里はグローバルに事業を展開し、金融サービスを提供する外資系企業において、人事部門の責任者
を長く務め、人事・労務に関する幅広い経験を有していることから、特に人事戦略やダイバーシティの推進等につ
いての助言をいただくことを期待しています。横田 乃里也は大手酒類・飲料品メーカーにおいてグループ全体の
人事総務担当ディレクターを務めるなど人事・労務に関する幅広い経験を有しています。安井 義一は幅広い素材・
製品をグローバルに展開する総合素材メーカーにおいて、人事部門の責任者および常務執行役員として人事・総
務を担当するなど、人事・労務に精通していることから人的資本経営やD&Iの推進等についての助言をいただく
ことを期待しています。

人事・労務

ESG

当社は2021年10月にサステナビリティ委員会を設置し、サステナビリティ推進を重要な経営課題と考えています。
またESGに対する外部評価の向上も重要な課題と考えています。こうした観点から、取締役のなかに企業経営に
おけるサステナビリティ、ESGに対する知見を有する者が含まれることは必要と考えており、社外取締役の招聘に
あたってもこうした点を考慮しています。
稲畑 勝太郎は当社のサステナビリティ委員会委員長を務めており、概ねESG全般に対する知見を有するものと考
えています。横田 健一はこれまで当社のコーポレート・ガバナンス向上に向けた取り組みを主導してきた点、およ
び人事担当として従業員エンゲージメントサーベイや健康経営などの取り組みを進めてきた点からESGのなかで
は特に「G（ガバナンス）」と「S（社会）」に関する知見を有するものと考えています。久保井 伸和は特にコーポレー
トガバナンス・コード導入時において実務面での対応に深く関わってきた経験を有することから、ESGのなかで特
に「G（ガバナンス）」に関して知見を有すると考えています。
また池垣 真里は人事戦略やダイバーシティの推進に関する知見が豊富であることから、当社としてはESGのなか
でも特に「S（社会）」に関しての助言をいただくことを期待しています。横田 乃里也は日本企業のなかでも特に環
境分野に関して先進的な取り組みを行ってきた大手酒類・飲料品メーカーにおいて経営戦略を担当した経験があ
ることから、当社としてはESGのなかでも特に「E（環境）」に関しての助言をいただくことを期待しています。安井 
義一は人事・労務に関する豊富な経験を有していることから、当社としてはESGのなかでも特に「S（社会）」に関し
て、人的資本経営やD&Iの推進等についての助言をいただくことを期待しています。新堂 桂子はエレクトロニク
ス等の分野でグローバルに事業を展開するメーカーにおいて、執行役員としてコーポレート・ガバナンス部門を担
当した経験を有していることから、ESGのなかでも特に「G（ガバナンス）」に関して助言をいただくことを期待して
います。

当社の取締役会が備えるべきスキル

コーポレート・ガバナンス
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NC2026NC2023

政策保有株式の縮減状況

60,000

40,000

20,000

0

（百万円）

2021年
3月末

2023年
3月末

2025年
3月末

2026年
3月末

2022年
3月末

2024年
3月末

（達成）（達成）

2027年
3月末

50%削減

80%削減

政策保有株式：日本の上場株式

政策保有株式売却額の推移

2021/3期

2022/3期

2023/3期

2024/3期

2025/3期

2026/3期

2,944百万円

9,367百万円

10,076百万円

4,159百万円

2,922百万円

2,330百万円

リスクマネジメント体制・組織（2026年3月31日現在）

リスクマトリックス

輸出管理委員会コンプライアンス委員会サステナビリティ委員会

リスク対応の関連委員会・会議体

財務経営
管理室※

コンパウンド
統括室

事業
企画室

リスク
管理室

総務
広報室 人事室 デジタル

推進室
業務
推進室

コンプライアンス
部会

個人情報保護
部会

情報セキュリティ
部会

医薬品等管理
部会

グループ会社 営業部門 管理部門

取締役会

社長

経営会議 審査会議

リスク対応の組織

業績への影響

発現可能性

大

中

小

低 中 高

13
14

15

自然災害等のリスク
保有有価証券の時価下落に係
るリスク
退職給付債務の変動リスク

11
12
法規制に係るリスク
金利に係るリスク

1
3
6

海外活動に潜在するリスク
事業投資に係るリスク
取引先の信用リスク

9為替の変動リスク2
8

10

人材の育成・確保に係るリスク
情報システム・情報セキュリティ
に係るリスク
環境に係るリスク

5
7

4事業再構築に係るリスク
品質に係るリスク
商品市場の変動リスク

※ 財務経営管理室は、2026年7月1日付の組織変更により、財務経理室および経営管理室に再編されました。

日本および海外19カ国約70拠点で、4つのセグメントにおいてグローバルに事業を展開する当社グループは、さまざま

なリスクにさらされています。

当社では、与信管理規程、輸出管理規程、商品管理規程といったリスクに係る諸規程を整備・運用し、リスク管理室を中

心にリスクマネジメントを行っています。また、国内外のグループ会社に対しては、グループ会社管理規程によって本社

からリスクに対する適切な牽制機能を働かせるとともに、商社拠点・製造拠点別の業務ルールを多言語で整備・運用す

ることで、日々の業務から発生するリスクに備えています。

基本的な考え方

基本的な考え方
さまざまな企業との間の緊密な取引・協業関係は当社の事業にとって貴重な財産であり、これを構築・維持・発展するこ

とが、中長期的に当社の企業価値を高め、株主・投資家の利益につながるものと考えています。また、そのような企業の

株式を政策的に保有することは、良好な協業関係の構築・維持・発展のために依然として有効な手段の１つと考えてい

ることから、政策保有株式を保有しています。

保有・縮減に関する方針
政策保有株式は、これを保有することが協業関係の構築に資するかどうか、中長期的に当社の企業価値を高め、株主・

投資家の利益につながるかどうかという基準に基づき、その是非を判断します。具体的には、毎年、取締役会において、

個別銘柄ごとに投資先企業の財務状況、株式の流動性、同企業もしくは同企業グループ会社との事業に関する取引量

および利益の推移並びにこれらの中長期的な見通し、リスクとリターンが資本コストに見合っているかどうかなどの経

済合理性、およびその他の定性的な情報を加味したうえで、総合的に保有の適否を検証します。保有の意義が認められ

ない株式については、市場や事業への影響、タイミングなどに配慮しつつ、縮減していく方針です。

当社は、2027年３月期を最終年度とする３カ年の中期経営計画NC2026における財務戦略として「政策保有株式削減

による資産効率化と投資資金の創出」を掲げ、公表済みの政策保有株式の縮減方針を着実に実施することとしています。

NC2026の最終年度となる2027年３月末の削減目標に向けて縮減を進めています。

議決権行使の基準 
当社は、株主としての権利を行使すべく、原則としてすべての議案に対して議決権を行使します。

保有先企業の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を期待できるか否かを判断基準として、議案ごとにその賛否

を検討し議決権を行使します。

政策保有株式

当社は、さまざまなリスクを管理する各対応組織が継続的に監視するとともに、関連する委員会、会議体が連携して適切

なリスク対応が可能となるリスクマネジメントを推進しています。

また、当社グループでは下図のリスクマトリックスに表示した15のリスクを、当社グループが直面している主要なリスクとし

て認識しています。マトリックスでは、2026年3月期に実施した「取締役会の実効性評価」（自己評価）における経営者のリ

スク認識に対する回答などを踏まえ、各リスクにおいて想定される当社グループの経営成績等への影響や発現可能性によ

り、マッピングしています。次のページからは、当社グループにおいて重要性の高いリスクについてご説明します。

リスクマネジメント体制・組織

コーポレート・ガバナンス リスクマネジメント

政策保有株式の縮減方針
中長期的に政策保有株式の縮減をさらに進め、2027年３月末までに2021年３月末残高に対して概ね80％削減する。
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リスク

当社グループの海外における生産および販売活動は、東南アジアや北東アジア、北米、欧州と多数の地域にお
よびます。これらの海外市場への事業進出には、予期しない法律または規制の変更、不利な政治または経済要
因、人材の採用と確保の難しさ、未整備の技術インフラ、潜在的に不利な税制の影響、その他の要因による社
会的混乱などのリスクが内在しています。
当社グループは、各国法令、環境法規制、社会情勢・取引先動向等に注視し、変化に合わせた迅速な対応を実
施できるよう体制を整備し、それらリスクの低減に努めています。
当連結会計年度における所在地別の売上高では、アジア合計が46％であり、最も影響を受ける地域です。
自然災害や感染症流行などの非常時の対策としては、海外の主要な拠点において事業継続計画（BCP）※を策
定、運用しています。
【対応組織】リスク管理室、財務経営管理室
※ 事業継続計画（BCP）については、P115をご参照ください。

商社事業を核とする当社グループにとって、人材は最も重要な財産であり価値創造の源泉です。持続的な企業
価値向上のためには、展開する４つの事業分野のみならず、経営・財務・ITなど経営基盤を支える専門分野に
精通した優れた多様な人材の育成・確保が日本および海外拠点において必要です。
人的資本の育成・強化を重要な経営課題と捉え、社内体制の整備を進め、当社グループの価値創造を担う人
材の育成・確保に努めていますが、一方で少子高齢化の進行や人材の流動化の影響により必要な人材確保が
困難となる場合や、人材育成が順調に進まない場合、当社グループの財政状態および経営成績に悪影響を及
ぼす可能性があります。
【対応組織】人事室

当社グループは、事業展開をするにあたって合弁・ジョイントベンチャーなど実際に出資し、持分を取得する
ケースが多々あります。特に連結対象となる関係会社に対する投資については、当該グループ会社の財政状態
および経営成績の動向により、当社グループの財政状態および経営成績に悪影響を及ぼす可能性があります。
当社グループは、商社ビジネス拡大を主たる目的としたマイノリティ投資を基本としており、マジョリティ投資
については、リスク・金額を限定して投資しています。
NC2026では全社成長戦略として投資の積極化による収益拡大を目指しています。重要性の高い新規投資案
件については、M&Aを行う専門部署が営業部門等と連携して定量面・定性面からリスク等を評価・分析したう
えで、審査会議で審議しています。投資実行後、定期的にモニタリングし、一定の基準に満たない案件などに
ついては、適宜、対策を講じるよう努めています。
【対応組織】リスク管理室、事業企画室

当社グループは、事業の選択と集中の推進のため、不採算事業からの撤退、子会社や関連会社の売却・再編に
よる事業の再構築を継続しています。これらの施策に関連して、当社グループの業績および財務状況に悪影響
を及ぼす可能性があります。各国政府の規制や雇用問題等によって、事業再構築の計画が適時に実行できな
い可能性もあります。また、当社グループが事業再構築を実施することで、当初の目的の全部または一部を達
成できる保証はありません。なお、撤退検討基準を設けて、該当する当社グループ会社に対しては審査会議に
おいて撤退などを審議しています。
【対応組織】リスク管理室

当社グループは商社グループでありますが、合成樹脂コンパウンド、プラスチックフィルム、医薬品原料、水産
加工品等の製造・加工会社を国内外に有しています。それらで製造・加工する製品については、信頼性や安全
性を確保できるよう品質管理に努めています。また、商社として情報電子、化学品、生活産業、合成樹脂の４つ
の事業分野において取引先より仕入・販売する多様な原料・商材についても、グローバルに変化するそれら原
料・商材に係る環境や安全関連の法規制、規格の動向等を把握して、品質管理に努めています。
しかしながら、品質問題を完全に回避することは困難であり、当該問題により生じた損失について、当社グルー
プが責任を負う可能性があります。その場合、当社グループの財政状態および経営成績に悪影響を及ぼす可
能性があります。
【対応組織】リスク管理室、コンパウンド統括室、財務経営管理室、各営業本部

対策

海外活動に
潜在するリスク

商品市場の
変動リスク

情報システム・
情報セキュリ
ティに係る
リスク

為替の変動
リスク

環境に係る
リスク

人材の
育成・確保に
係るリスク

事業投資に
係るリスク

事業再構築に
係るリスク

品質に係る
リスク

取引先の
信用リスク

リスク 対策

当社グループの事業は、国内外の多数の取引先に対して信用を供与しています。当社グループは海外取引先も含
めたグローバルな与信管理をしていますが、必ずしも全額の回収が行われる保証はありません。従って、取引先
の不測の倒産・民事再生手続などによる貸倒損失や貸倒引当金の計上を通して、当社グループの財政状態およ
び経営成績に悪影響を及ぼす可能性があります。
当連結会計年度末時点において、当社グループの受取手形および電子記録債権の金額は25,553百万円、売掛
金は179,470百万円、棚卸資産の金額は96,524百万円であり、その合計額は総資産の61％を占めています。重
要性が高い与信供与については、審査会議で審議を行います。売掛金および棚卸資産については、連結グルー
プ各社の残高推移を月次ベースでモニタリング管理しています。
【対応組織】リスク管理室

当社グループが取り扱う、情報電子材料、ケミカル原料、食品、合成樹脂の多くは商品相場の変動に影響を受
けます。そのため市況の変動への弾力的な対応ができなかった場合、当社グループの財政状態および経営成
績に悪影響を及ぼす可能性が生じることになります。各営業部門にて、市場の情報を収集して、価格動向を注
視するとともに、在庫管理を徹底しています。
当連結会計年度においては、情報電子事業における太陽光発電関連ビジネスで、市場価格下落の影響を受け
ました。
【対応組織】財務経営管理室、各営業本部

当社グループは、商社グループとして事業を展開するうえで、取引先の機密情報や個人情報および当社グルー
プの機密情報や個人情報を有しています。これら情報の外部流出や破壊、改ざんなどがないように、「情報セ
キュリティ規程」を制定し、情報管理手続きを定めたマニュアルを整備して、グループ全体で管理体制を構築
し、徹底した管理と情報セキュリティ強化、従業員教育などの施策を実行しています。規程・マニュアルなどに
ついては、随時見直し、新たなリスクやテクノロジーに対応するよう努めています。
また、働き方改革の推進等によりリモート環境での業務が増加する傾向にあることを踏まえ、従来のウィルス
対策ソフトだけではなく、端末の挙動を監視するエンドポイントセキュリティシステム※を導入するなど、ゼロト
ラストの考え方に沿ったセキュリティ強化に努めています。まず、セキュリティインシデントに対して、迅速かつ
正確に対応するために社内に対応チームとしてのCSIRT（Computer Security Incident Response Team）
を立ち上げて社内外の情報連携を強化するとともに、さらに、外部セキュリティオペレーションセンター
（SOC）による24時間／365日の監視をしています。そして、サイバー攻撃などの被害による財政状態への悪
影響を低減するために当社グループに対してサイバーセキュリティ保険に加入しています。
しかしながら、昨今サイバー攻撃はますます高度化しているため、外部からの予期せぬ不正アクセスなどを完
全に排除することは困難であり、そのような不測の事態が発生した場合、当社グループの財政状態および経営
成績に悪影響を及ぼす可能性があります。
【対応組織】デジタル推進室
※ ネットワークに接続されたPCや携帯端末で発生する不審な挙動やウイルス感染をリアルタイムで検出・分析し、必要に応じて対応
する仕組み。

当社グループは、海外の事業展開における製品、原材料の生産と販売活動および貿易活動をしています。原則と
して為替予約などによるヘッジ取引を行っていますが、外貨建取引などに伴う為替レート変動の影響を受ける可
能性があります。また、各地域における売上、費用、資産を含む現地通貨建ての項目は、連結財務諸表の作成の
ために円換算されており、換算時の為替レートにより、円換算後の価値が影響を受ける可能性があります。
当連結会計年度における為替差損は9百万円となり、為替換算調整勘定は40,460百万円となりました。
【対応組織】財務経営管理室

当社グループは、国内外において４つの事業分野で幅広い商材を取り扱っており、これら商材の製造・販売は
当該地域の環境規制や環境配慮商材への変更などの影響を受ける可能性があります。合成樹脂事業において
は、脱プラスチック商材への変更の影響を受ける可能性があります。仕入先の分散化に取り組むとともに、脱
炭素社会・循環型社会への貢献に向けて、リサイクル商材など環境負荷を低減する商材の販売に各事業にお
いて注力しています。
また、気候変動リスクについては、気候変動起因による自社事業活動への影響を適切に把握し、サステナビリ
ティ委員会において評価・モニタリングを行い、取締役会が監督しています。その内容は、TCFDが提言する情
報開示フレームワークに沿って開示しています。詳細は、コーポレート・ガバナンス報告書（2026年６月17日
開示）をご参照ください。
【対応組織】総務広報室

重要性の高いリスクとそれらへの対策（2026年3月期）

リスクマネジメント

※ 財務経営管理室は、2026年7月１日付の組織変更により、財務経理室および経営管理室に再編されました。P113-114の記載は、同日付の組織変更前の内容
に基づいています。
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その他のリスクへの対応

サステナビリティに関するリスクへの対応については以下のページをご参照ください。

● サステナビリティマネジメント
● 気候変動
● サプライチェーンマネジメント
● 人権
● コンプライアンス・腐敗防止

P65-68

P77-78
P116

P69-72
P74

税務コンプライアンス
当社グループの役員および従業員は、コンプライアンス重視の経営を実現するため、国内外問わず法令および社内規範

を遵守することに努めています。

税務においては各国・地域の関連法令および規定に従った納税を行い、透明性を確保することが、社会的責任の1つである

と認識しています。適正な納税は、各国・地域経済の発展に貢献し、ひいては当社グループの持続的な成長と中長期的な企

業価値向上に寄与すると考え、税務リスクの最小化を図るとともに、税務コンプライアンスの維持・向上に努めています。

事業継続計画（BCP：Business Continuity Plan）
危機発生時に、組織の資産（第一に人命）を守り、事業の早期復旧・継続を図るために、2018年から事業継続計画

（BCP）の策定を進めてきました。稲畑産業については、2023年度までに部門ごとのBCP策定を完了し、2024年度は部

門ごとにBCP実務リーダーを任命のうえ、リーダーを中心にBCP文書の見直しと周知・訓練を重点的に実施しました。

国内外グループ会社も同様に、主要拠点については2023年度までにBCP文書の策定を完了、訓練を開始しており、

2025年度までに国内外86拠点・社で運用を開始、2026年度はさらに3社の運用開始を予定しています。引き続きBCP

訓練は毎年継続実施します。

また、システムを用いた安否確認訓練や避難訓練、AED講習会などを定期的に実施し、従業員の安全確保と事業継続

の準備を強化しています。

基本的な考え方

当社グループはコンプライアンス重視の経営を実現するため、「稲畑産業グループ サステナビリティ行動指針」で「コン

プライアンスの徹底」を掲げるとともに、「稲畑産業コンプライアンス宣言」および「コンプライアンスガイドライン」を策

定し、法令遵守のみならず、社会的ルールとして認識されているルールに従って企業活動を行うこととしています。

また、コンプライアンス重視の企業風土を醸成するためには、創業者が掲げた「愛」「敬」という人間尊重の精神を受け継

ぐことが大切だと考え、「社是」「経営理念 Mission」「目指す姿 Vision」「価値観 IK Values」のグループ内浸透にも努め

ています。

また、税務コンプライアンスに関する方針についても定めています。

基本的な考え方

当社グループは、「稲畑産業グループ サステナビリティ行動指針」および「稲畑産業コンプライアンス宣言」のなかで、贈

収賄・外国公務員に対する不正な金銭等の利益供与などの腐敗行為の防止を掲げています。また、取引先をはじめとす

るステークホルダー向けの「稲畑産業グループ持続可能なサプライチェーン方針」のなかでも、腐敗防止に努めることを

掲げています。

従業員の腐敗行為を防ぐため、「コンプライアンスガイドライン」および独占禁止法・中小受託取引適正化法（取適法、旧

下請法）・不正競争防止法・インサイダー取引・贈収賄などの各種マニュアルを作成し、従業員に周知するとともに、速や

かにアクセスできる社内ポータルサイトに掲載しています。

社長を委員長とするコンプライアンス委員会で、贈収賄等の腐敗行為を含む法令違反や組織的不正等の重大なコンプ

ライアンス抵触事案を管理しており、定期的に取締役会に報告し、取締役会の監督を受けています。

内部通報制度

当社グループでは、贈収賄等の腐敗行為を含む法令違反や組織的不正等の重大なコンプライアンス抵触事案を主に取

り扱う通報ルート（「コンプライアンスホットライン」）と職場環境や人間関係のような案件について仲介や調整を通じて

解決を図ることを目指す通報ルート（「なんでもお悩み相談室」）の2つからなる内部通報制度を設けています。2つの通

報ルートともに、口頭・電話・Eメール・郵便のどの方法でも連絡・相談をすることができます。

この内部通報制度の詳細を定める内部通報規程には、上記の2つの通報ルート共通の規律として、通報対応業務従事

者が通報者を秘匿する義務、通報者を探索することの禁止、通報者および調査協力者に対する不利益取り扱いの禁止

などを定め、従業員等が不利益を被る危険を懸念することなく安心して情報提供できる制度としています。

また、それぞれの通報ルートの窓口に情報提供があった場合の情報伝達、事実調査等についても明確に規定されてお

り、提供された情報の検証や活用が迅速かつ適切に実施される体制となっています。

なお、内部通報制度の運用状況については、コンプライアンス委員長である社長より定期的に取締役会に報告し、取締

役会の監督を受けています。

リスクマネジメント コンプライアンス

腐敗防止

コーポレート・ガバナンスについては、P95-111をご参照ください。
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情報セキュリティ体制図

デジタル推進室

情報セキュリティ監査人

コンプライアンス委員会

取締役会

個人情報保護部会

【外部】
セキュリティオペレーションセンター（SOC）

【外部】
取引先（仕入先・販売先）

【外部】
セキュリティ団体

コンプライアンス部会

医薬品等管理部会

情報セキュリティ部会

監督 報告

セキュリティインシデント対応チーム（IK-SIRT）

● 各社CSIRT ● 日本貿易会ISAC　● 日本シーサート協議会

連携管理・報告管理・報告連携
（調査・回答）

管理・報告管理・報告委託・報告

海外子会社国内子会社営業部門管理部門

情報セキュリティ管理者

監査任命・報告

任命・報告

● 委員長：代表取締役社長執行役員
● 副委員長：代表取締役専務執行役員（CISO）
● 委員：代表取締役専務執行役員、各部会長

● 部会長：デジタル推進室長
● 会員：主な営業本部員・管理部門員

営業
担当者

日報送信

AIツール
分析

データベース
蓄積

複数部門
ユーザー商談内容

顧客ニーズ

横断検索/
参照

課題・要望

セキュリティインシデント対応チーム
（IK-SIRT）を設置
脅威の早期検知、被害拡大防止の基盤整備
● EDR（エンドポイント監視）導入
● SOC連携（24時間監視）
● 脆弱性診断実施
● 運用基準整備
● 標的型訓練実施　等

予防・検知体制の高度化2022年度～

実際のインシデント発生を想定した
インシデント対応訓練を実施
● 実践的訓練による対応力検証
シナリオ非公開訓練で、初動対応・意思決定   
プロセスを検証

● 外部評価と課題整理
外部有識者の講評を踏まえ、課題を整理

● 改善計画への反映と体制強化
課題を改善計画へ反映し、平時体制を強化

インシデント対応力の検証・強化2025年度

部門間の連携、意思決定の高度化2026年度

営業データ活用の全体像

取引内容と顧客とのやり取りを紐づけた
インサイトの把握

生成AI活用による営業効果

他部署の営業活動を踏まえた新規取引先・領域の開拓

異動・出向時の引き継ぎの効率化

情報セキュリティ

当社グループでは、情報セキュリティの重要性を認識し、全社的に取り組みを推進するために、代表取締役社長を委員

長とするコンプライアンス委員会の下部組織として、情報セキュリティ部会を設置しています。情報セキュリティ部会は

必要に応じて開催し、情報セキュリティに関する規程・規則・細則の審議や教育研修計画の立案などを実施しています。

また、情報セキュリティ部会長が任命した情報セキュリティ監査人による内部監査を、年1回、定期的に実施しています。

内部監査内容については、情報セキュリティ部会長に報告しています。

上位組織であるコンプライアンス委員会は、定期的に年4回開催し、必要に応じて臨時開催もしています。同委員会にお

いて、情報セキュリティ部会長は部会で審議、対応している重要な内容および内部監査内容を遅滞なく委員会に付議ま

たは報告しています。委員会で議論された重要な内容は、必要に応じて経営会議および取締役会に報告され、取締役会

の監督を受けています。加えて、四半期ごとに業務執行報告書を通じて、情報セキュリティに関する取り組み状況を取

締役会に報告しているほか、情報セキュリティ部会で審議・検討された内容も上記プロセスのなかで報告しており、取締

役会の監督機能を果たしています。

執行機能（企画立案・推進・実行）については、昨今高度化するセキュリティインシデントに対して、迅速かつ正確に対応

するためにセキュリティインシデント対応チーム（IK-SIRT※）を設置しています。
※ IK-SIRT：当社のシンボルIKとSecurity Incident Response Teamを合わせた用語。

情報セキュリティ体制

近年、サイバー攻撃は高度化・巧妙化しており、業種や企

業規模を問わず、あらゆる企業が標的となるリスクが高

まっています。重大なインシデントは事業継続や企業価

値に甚大な影響を及ぼし得ることから、当社グループで

はサイバーセキュリティを経営基盤と位置づけ、「予防・

検知・対応」の各段階で多層的な対策を推進しています。

これまで予防・検知体制の整備に注力してきましたが、

2025年度はインシデント発生を前提とした対応力の強

化にも取り組みました。2026年度は、訓練対象を管理

部門へ拡大し、部門横断での連携や意思決定の高度化

を図るとともに、予防・検知体制の継続的な強化を通じ

て、全社的な情報セキュリティ体制の強化を進めていき

ます。

サイバーセキュリティにおけるリスク管理と対応力の強化

近年、デジタル技術の進展により、企業におけるデータ活用

の重要性は一層高まっています。特に営業活動で蓄積され

る非構造化データの活用は、顧客ニーズの把握や新たなビ

ジネス機会の創出につながるものとして注目されています。

当社では生成AIを活用した営業情報の可視化・共有を通

じ、営業活動の高度化と新規事業開拓に取り組んでいます。

2024年度より、生成AI（Azure OpenAI）を活用し、業務日

報などのテキストデータを分析・集計するツールを開発しま

した。本ツールにより、商談内容や顧客対応を横断的に検

索・参照できる環境を整備し、営業知見の共有を推進して

います。

2025年度は社内展開に加え、海外拠点（北東アジア）への

導入を開始し、各国法令に配慮したアクセス権限管理のも

とで運用しています。

今後は多言語対応を進め、グローバルでの活用拡大によ

り、さらなる生産性向上と新規ビジネス機会の創出を目指

します。

生成AIの活用による営業高度化と新規事業開拓

DX推進
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環境
エネルギー・気候
エネルギー使用量

項目 2023年度 2024年度 2025年度
電力（MWh） 77,624 82,241 82,676

うち再生可能エネルギー由来※（MWh） ─ 14,050 25,566
温水、冷水（GJ） 1,142 1,212 1,232
揮発油（ガソリン）（kL） 747 796 885
灯油（kL） 2 4.2 4.9
軽油（kL） 342 280 281
A重油（kL） 53 50 200
液化石油ガス（LPG）（t） 84 151 153
その他可燃性天然ガス（千m3） 0 0 0
都市ガス（千m3） 250 231 242

※ �再生可能エネルギー由来電力は、再生可能エネルギー由来の電力メニュー10MWhとオンサイト発電14MWhとFIT非化石証書（太陽光）15,954MWhと
I-REC9,587MWhが含まれる。

温室効果ガス（GHG）排出量【Scope3】� (t-CO2e)

項目 2023年度 2024年度 2025年度
  1. 購入した製品・サービス 1,416,876 ★� 1,610,161 ★� 1,934,648
  2. 資本財 1,943 4,804 25,276
  3. Scope1,2に含まれない燃料およびエネルギー関連活動 44 40 45
  4. 輸送、配送（上流） 32,679 ★� 39,681 ★� 43,226
  5. 事業から出る廃棄物 67 8 75
  6. 出張 2,723 2,271 2,538
  7. 雇用者の通勤 256 257 274
  8. リース資産（上流） 算定対象外 算定対象外 算定対象外
小計（上流） 1,454,588 1,657,222 2,006,082
  9. 輸送、配送（下流） 算定対象外 算定対象外 算定対象外
10. 販売した製品の加工 算定対象外 算定対象外 算定対象外
11. 販売した製品の使用 算定対象外 算定対象外 算定対象外
12. 販売した製品の廃棄 464,711 268,172 282,100
13. リース資産（下流） 65 73 72
14. フランチャイズ 算定対象外 算定対象外 算定対象外
15. 投資 算定対象外 算定対象外 算定対象外
小計（下流） 464,776 268,245 282,172
合計 1,919,364 1,925,467 2,288,253

※ カテゴリー8はScope1,2に計上しているため該当なし。
※ カテゴリー9、10は販売している製品・輸送先が多岐にわたり、実態把握および合理的な推計が困難なため、算定から除外。
※ カテゴリー11、14、15は対象となる活動がないため該当なし。
※ カテゴリー12は重量でのデータ収集が可能な項目について算定。

1. 報告対象および基本方針
	● 本データ集は、主として当社グループの連結会計年度（4月1日～翌年3月31日）の実績を対象としています。従業員の状況および労
働慣行・ダイバーシティ、マネジメントシステム認証取得状況、サステナビリティ関連認証取得状況の各データについては、各年度
末（3月末）時点のものです。

	● 集計範囲は原則として稲畑産業株式会社および国内外連結子会社ですが、指標の性質に応じて対象範囲が異なります。2.対象範囲
および売上高カバレッジをご参照ください。

	● 数値は特段の記載がない限り四捨五入しており、合計値と一致しない場合があります。
	●「★」を付している環境の一部指標については、検証機関であるソコテック・サーティフィケーション・ジャパン株式会社（2025年
度）およびLRQAリミテッド（2024年度）により、国際基準であるISO14064-3:2019に準拠した第三者保証を受けています。

2. 対象範囲および売上高カバレッジ
各指標の対象範囲は、当該範囲に含まれる事業の売上高が連結売上高に占める割合（売上高カバレッジ）と併せて示しています。カバレ
ッジは概算値であり、指標ごとに対象範囲が異なることや、一部活動を算定対象外としていることから差異が生じる場合があります。
また、個別の例外は各表に注記しています。

対象範囲 大項目 中項目 売上高
カバレッジ

稲畑産業および
国内外連結子会社

環境
エネルギー・気候（エネルギー使用量、GHG排出量【Scope1・2】）

100％

環境マネジメント
環境関連ビジネス

社会
従業員の状況
労働安全衛生（労働災害関連）※ 2023年度は稲畑産業および国内外連結製造子会社
従業員エンゲージメント

認証 マネジメントシステム認証取得状況
サステナビリティ関連認証取得状況

稲畑産業および
国内外連結製造子会社 環境 汚染防止・資源循環（紙購入量、事務用品等のグリーン購入比率除く） 約55％水資源

稲畑産業
※はグループ会社への 
出向者を含む

環境 エネルギー・気候（GHG排出量【Scope3】）

約43％

汚染防止・資源循環（紙購入量、事務用品等のグリーン購入比率）

社会

労働慣行・ダイバーシティ※

労働安全衛生（労働災害関連除く）※

人材育成※

社会貢献活動※

ガバナンス
コーポレート・ガバナンス
取締役会、監査等委員会、指名・報酬委員会 出席状況
コンプライアンス

社外からの評価 ESG関連インデックス組み入れ状況

温室効果ガス（GHG）排出量【Scope1・Scope2】
項目 2023年度 2024年度 2025年度

Scope1
（t-CO2e）

エネルギー起源CO2 3,572 ★� 3,630 ★� 4,275
その他（非エネルギー起源CO2、CH4、N2O、HFCs、PFCs、SF6、NF3） 0 0 0

Scope2
（t-CO2e）

マーケット基準 41,254 ★� 36,791 ★� 31,187
ロケーション基準 41,553 ★� 42,737 ★� 42,814

合計
（t-CO2e）

Scope1＋Scope2(マーケット基準) 44,826 40,421 35,462
Scope1＋Scope2(ロケーション基準) 45,125 46,367 47,089

売上高当たりのGHG排出量原単位（t-CO2e/億円） 5.9 4.8 4.3
※ �Scope2排出係数は、国内マーケット基準において環境省・経済産業省公表の「電気事業者別排出係数」、国内ロケーション基準において同係数の全国平均

係数、海外においてInternational Energy Agency（IEA）Emissions Factors 2024を使用。
※ Scope2マーケット基準は、再生可能エネルギー証書（非化石証書、I-REC）相当分11,672t-CO2e控除後の数値。
※ 原単位の算定については、Scope1＋Scope2(マーケット基準)のGHG排出量を使用。

汚染防止・資源循環
項目 2023年度 2024年度 2025年度

窒素酸化物（NOx）の排出量（t） 0 1 1
硫黄酸化物（SOx）の排出量（t） 0 0 1
揮発性有機化合物（VOC）の排出量（t） 116 122 131

廃棄物発生量（t）
合計 7,838 7,498 7,130
リサイクル廃棄物量 4,861 3,904 3,408
非リサイクル廃棄物量 2,977 3,594 3,722

リサイクル率（％） 62 52 48
有害廃棄物発生量（t） 1,734 1,764 2,042
紙（コピー用紙）購入量（千枚） 1,986 1,325 1,524
事務用品等のグリーン購入比率（％） 70 67 67

※ 海外樹脂コンパウンド製造会社における廃棄物については、主要原材料であるレジンについてのみ算定。

水資源
項目 2023年度 2024年度 2025年度

排水先別排水量（千m3）

合計 400 404 466
海洋 0 0 0
河川、湖沼（淡水の地表水） 244 252 294
地下水 0 1 1
下水道（第三者処理） 156 152 171

水源別取水量（千m3）

合計 476 497 520
河川、湖水、池（淡水の地表水） 0 0 0
地下水 287 286 305
上水道・工業用水 189 210 215
雨水 0 0 0
海水 0 0 0

水ストレス地域における取水または使用（m3） 0 0 0
水質/取水に関する違反（許可・基準・規制違反等）件数（件） 0 0 0

環境マネジメント
項目 2023年度 2024年度 2025年度

環境法令違反件数（件） 1※ 0 0
環境関連の罰金・処罰金額（円） 354,775.86THB 0 0

※ タイのコンパウンド工場における廃水違反。

サステナビリティデータ
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社会
従業員の状況
従業員数・管理職比率・男女比率（単体／連結別） �

項目
2023年度 2024年度 2025年度

合計 男性 女性 女性
比率 合計 男性 女性 女性

比率 合計 男性 女性 女性
比率

稲畑産業
グループ

（連結）

総数 ─ ─ ─ ─ 5,063 2,907 2,156 43% 5,258 2,977 2,281 43%
従業員数（人） 4,631 2,522 2,109 46% 4,677 2,686 1,991 43% 4,719 2,744 1,975 42%
管理職 818 578 240 29% 925 680 245 26% 945 685 260 28%
その他 3,813 1,944 1,869 49% 3,752 2,006 1,746 47% 3,774 2,059 1,715 45%

臨時従業員数 ─ ─ ─ ─ 386 221 165 43% 539 233 306 57%

稲畑産業
（単体）

従業員数（人） 630 369 261 41% 667 387 280 42% 678 382 296 44%
管理職 130 121 9 7% 129 118 11 9% 132 118 14 11%
その他 500 248 252 50% 538 269 269 50% 546 264 282 52%

出向者を含む従業員数
（人） 748 481 267 36% 780 494 286 37% 807 504 303 38%

管理職 189 180 9 5% 184 173 11 6% 191 177 14 7%
その他 559 301 258 46% 596 321 275 46% 616 327 289 47%

国内連結
子会社

従業員数（人） 645 466 179 28% 660 481 179 27% 741 524 217 29%
管理職 141 131 10 7% 159 147 12 8% 158 146 12 8%
その他 504 335 169 34% 501 334 167 33% 583 378 205 35%

海外連結
子会社

従業員数（人） 3,356 1,687 1,669 50% 3,350 1,818 1,532 46% 3,300 1,838 1,462 44%
管理職 547 326 221 40% 637 415 222 35% 655 421 234 36%
その他 2,809 1,361 1,448 52% 2,713 1,403 1,310 48% 2,645 1,417 1,228 46%

※ 稲畑産業（単体）の従業員数は、出向者を除く人数。
※ 国内・海外連結子会社は、稲畑産業の出向者を含む数値。

従業員数・管理職比率・男女比率（エリア別）  �

項目
2023年度 2024年度 2025年度

合計 男性 女性 女性
比率 合計 男性 女性 女性

比率 合計 男性 女性 女性
比率

日本
従業員数（人） 1,275 835 440 35% 1,327 868 459 35% 1,419 906 513 36%
管理職 271 252 19 7% 288 265 23 8% 290 264 26 9%
その他 1,004 583 421 42% 1,039 603 436 42% 1,129 642 487 43%

東南アジア
従業員数（人） 2,493 1,150 1,343 54% 2,468 1,256 1,212 49% 2,398 1,255 1,143 48%
管理職 313 161 152 49% 399 250 149 37% 404 250 154 38%
その他 2,180 989 1,191 55% 2,069 1,006 1,063 51% 1,994 1,005 989 50%

北東アジア
従業員数（人） 463 248 215 46% 448 241 207 46% 446 244 202 45%
管理職 129 89 40 31% 140 92 48 34% 143 96 47 33%
その他 334 159 175 52% 308 149 159 52% 303 148 155 51%

米州
従業員数（人） 323 246 77 24% 357 278 79 22% 374 291 83 22%
管理職 76 58 18 24% 79 58 21 27% 75 54 21 28%
その他 247 188 59 24% 278 220 58 21% 299 237 62 21%

欧州
従業員数（人） 77 43 34 44% 77 43 34 44% 82 48 34 41%
管理職 29 18 11 38% 19 15 4 21% 33 21 12 36%
その他 48 25 23 48% 58 28 30 52% 49 27 22 45%

※ 国内・海外連結子会社は、稲畑産業の出向者を含む数値。

労働慣行・ダイバーシティ
項目 2023年度 2024年度 2025年度

合計 男性 女性 合計 男性 女性 合計 男性 女性
女性管理職
比率（％）

課長職以上 4.8 ─ ─ 6.0 ─ ─ 7.3 ─ ─
部長職以上 5.5 6.1 4.9 ─ ─

外国籍従業員数（人） 12 ─ ─ 12 ─ ─ 17 ─ ─

年代別
従業員数（人）

30歳未満 165 67 98 184 70 114 184 65 119
30～39歳 189 123 66 196 125 71 210 133 77
40～49歳 150 99 51 147 104 43 155 105 50
50～59歳 187 148 39 191 147 44 184 140 44
60～64歳（シニア職掌など） 57 44 13 53 40 13 65 54 11
65歳以上（再雇用など） 9 8 1 9 7 2
合計 748 481 267 780 494 286 807 504 303

採用者数

新卒採用（人） 30 11 19 24 9 15 24 9 15
定着率（新卒・3年後）（%） 100 ─ ─ 96 ─ ─ 90 ─ ─
キャリア採用（人） 32 27 5 36 25 11 32 21 11
正規雇用労働者に占めるキャリア採用者の
比率（%） 52 ─ ─ 60 ─ ─ 57 ─ ─

離職率：
自己都合（％）

単体 2.6 ─ ─ 3.6 ─ ─ 2.2 ─ ─
連結（国内） ─ ─ ─ 4.5 ─ ─ 3.8 ─ ─

ジョブリターンで雇用された人数（人） 3 3 0 1 0 1 3 0 3

障害者雇用※1 雇用者数（人） 22 ─ ─ 26 ─ ─ 26 ─ ─
雇用率（%） 2.81 ─ ─ 3.20 ─ ─ 3.14 ─ ─

平均年齢（歳） 41.9 44.3 37.5 41.9 44.5 37.3 41.9 44.7 37.2
平均勤続年数（年） 13.6 15.5 10.2 14.2 16.1 10.8 14.1 16.2 10.6
平均年間給与（千円） 8,854 ─ ─ 9,633 11,559 6,900 10,058 11,892 7,009 

男女の賃金の
差異（％）※2

全従業員 59.0 ─ ─ 59.7 ─ ─ 61.3 ─ ─
正規雇用の従業員 60.0 ─ ─ 60.3 61.6 ─ ─

プロフェッショナル職 96.6 ─ ─ 98.2 ─ ─ 100.0 ─ ─
スタッフ/チャレンジ職 91.0 ─ ─ 84.9 ─ ─ 86.2 ─ ─
アシスタント職 102.7 ─ ─ 113.6 ─ ─ 110.7 ─ ─

非正規雇用の従業員 45.5 ─ ─ 51.3 ─ ─ 63.3 ─ ─
従業員一人当たり年間総労働時間（時間／年） 1,868 ─ ─ 1,770 ─ ─ 1,749 ─ ─
従業員一人当たり月平均残業時間（時間／月） 14.5 ─ ─ 14.3 ─ ─ 15.1 ─ ─

年次有給休暇 取得日数（日） 12.3 ─ ─ 12.8 ─ ─ 12.4 ─ ─
取得率（%） 66.9 ─ ─ 68.6 ─ ─ 67.5 ─ ─

育児休業

当該年度取得者数（人）※3 18 9 9 33 22 11 23 19 4
当該年度取得率（%）※3 78.3 64.3 100 110 110 110 121 127 100
育児休業復職率（%） 94.1 ─ ─ 95.7 ─ ─ 95.7 ─ ─
規則期間内（3年）取得者数（人）※4 ─ ─ ─ 22 13 9 23 14 9
規則期間内（3年）取得率（%）※4 ─ ─ ─ 95.7 92.9 100 100 100 100

介護休業取得者数（人） 2 ─ ─ 0 ─ ─ 0 ─ ─
※ 範囲は稲畑産業（単体）、グループ会社への出向者を含む。
※1	�各年度の数値は翌年度の6月1日現在の数値。
※2	男女の賃金の差異は、男性の賃金に対する女性の賃金の割合。
	� ＜全従業員＞正規雇用の従業員および非正規雇用の従業員。
	� ＜正規雇用従業員＞プロフェッショナル職（基幹的業務・管理職）、スタッフ／チャレンジ職（基幹的業務・非管理職、チャレンジ職は転居を伴う異動な

し）、アシスタント職（主にサポート業務）の4つの職掌の従業員を含む。シニア職掌については、それぞれのグレードに応じて、上述の4つの職掌に振り
分けて算出。

	� ＜非正規雇用の従業員＞嘱託・特別嘱託を含み、派遣社員を除く。男女間で差が生じているのは、職掌別人数構成の差やバンドと称している資格区分に
おける人数構成の差によるもの。

※3	�当社の育児休業制度においては「子どもが3歳になるまで」取得が可能なことから、2025年度の取得者数には2023～2025年度に本人または配偶者が出
産した社員が含まれる。取得率は「2025年度に育児休業を取得した社員数（2023～2025年度に本人または配偶者が出産した社員が対象）／2025年度
に本人または配偶者が出産した社員数」で算定。

※4	�当社では、2023年度に新制度として育休取得を義務化したため、本人または配偶者が出産してから3年以内の取得者数および取得率を算定。2025年度
については2023年度に本人または配偶者が出産した社員のうち、2023～2025年度に育休を取得した人数と取得率を算定。

環境関連ビジネス
分野別売上高� （百万円）

分野 主な内容 2023年度 2024年度 2025年度
合計 38,605 43,571 36,809
エネルギー・電力 再生可能エネルギー関連、電池関連など 24,496 22,520 13,760
資源・環境 持続可能な原材料、リサイクル、水関連など 10,791 13,807 14,485
素材・化学 低炭素部材、環境汚染物質削減など 3,143 6,695 8,271
農業・食料 食料廃棄物削減、土壌改良など 0 0 0
交通・物流 EV充電、グリーン物流など 0 0 0
環境認証 森林認証、水産認証など 175 548 294

※ 「農業・食料」「交通・物流」の実績はなし。
※ 合計値は単純合算。

サステナビリティデータ
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社会 従業員エンゲージメント
項目 2024年度 2025年度 2026年度

調査対象人数（人）

合計 2,714 2,837 2,940
稲畑産業 686 715 692
海外商社※1 864 881 893
海外製造会社※1 624 574 702
国内子会社※1 540 667 653

回答率（％） 合計 82 88 93
全体平均スコア※2 　 3.64 3.67 3.73

主要項目の肯定的
回答率（％）※3

【エンゲージメント】
今の会社で働いていることに満足している 69 69 69

【上司との関係】
上司と業務上に必要な連携がとれていると思う 73 73 74

【組織文化】
業務を進めるうえで問題が発生した際、
上司や周囲の人は適切なサポートをしてくれている

77 76 77

【企業理念】
会社の理念・ビジョン・経営方針に共感でき、
その達成に参加したいと思える

67 67 70

【人事制度・福利厚生】
当社の給与水準は同業他社と比較して、納得できる水準である 50 54 56

【人事制度・研修】
従業員のスキルアップの支援をしていると思う 51 54 54

【ワーク・ライフ・バランス】
残業は自分の無理のない範囲に収まっている 73 71 68

※1	メールアドレスを持つ従業員が対象。 
※2	�全項目の平均スコア。従業員による5段階評価（5．とてもそう思う／4．そう思う／3．可もなく不可もなく／2．そう思わない／1．全くそう思わない）を 

39項目行い、項目ごとのスコアを算出している。 
※3	従業員による5段階評価のうち、肯定的な回答である5と４の占める割合。

社会貢献活動
項目 2023年度 2024年度 2025年度

ボランティア休暇制度※1の取得者数（人） 0 34 24
社会貢献に資する寄付および活動費等の総額※2（百万円） 21 11 11

主な社会
貢献活動
の実績

大阪日本ポルトガル協会の活動支援（万円） 80 80 80
京都フランス音楽アカデミー受講者数※3（人） 99 108 93
フランス音楽コンクール

「稲畑賞」受賞者数（1974年～）※4（人）
該当者なし

累計49
1

累計50
1

累計51
一般社団法人障がい者自立推進機構の支援※5 ブロンズパートナー ブロンズパートナー ブロンズパートナー

※ 範囲は稲畑産業（単体）、グループ会社への出向者を含む。
※1	激甚災害発生後に同制度を認める運営としていたが、従業員の自発的なボランティア活動の支援を目的として2023年7月1日より人事制度化した。 
※2	�主な寄付として、日本フィルハーモニー交響楽団・公益社団法人大阪フィルハーモニー協会等の文化支援、公益信託 経団連 自然保護基金等のコミュニ

ティ支援などが含まれる。 
※3	�当社が協賛する日仏音楽交流事業。トップクラスの音楽家をフランスから招聘し、約2週間のマスタークラスを開催。国内の若手音楽家が質の高いフラ 

ンス音楽教育を受けられる貴重な機会を提供している。 
※4	�一般財団法人カンセイ・ド・アシヤ文化財団が主催する「フランス音楽コンクール」にて、声楽部門またはピアノ部門の最優秀者に社名を冠した「稲畑賞」 

を毎年授与している。 
※5	�パートナーとしての支援のほか、同法人が管理・運営するパラリンアートを株主優待品（QUOカード）のデザインに採用。

労働安全衛生

項目
2023年度 2024年度 2025年度

単体 連結 単体 連結 単体 連結
従業員 臨時※1 従業員 臨時※1 従業員 臨時※1

健康診断受診率（％） 100 ─ ─ 100 ─ ─ 100 ─ ─
ストレス
チェック

受診者数（人） 662 ─ ─ 695 ─ ─ 657 ─ ─
受診率（％） 89.2 ─ ─ 90.3 ─ ─ 92.1 ─ ─

健康・安全に
関する研修の
受講者数（人）

安全運転講習
（e-learning） 43 ─ ─ 76 ─ ─ 98 ─ ─

地震・安否確
認訓練

5月
662 ─ ─ 5月

640 ─ ─

5月
703 ─ ─

12月
669

11月
707

消防訓練
（実地訓練）

東京・大阪・名古屋
の自衛消防隊員他

74
─ ─

東京・大阪・名古屋
の自衛消防隊員他

81
─ ─

東京・大阪・名古屋
の自衛消防隊員他

95
─ ─

労働災害件数
（件）

死亡災害 0 0 0 0 0 0 0 0 0
休業災害 0 31 5 0 38 3 0 29 9
不休災害 0 13 0 1 16 2 1 11 3

休業災害度数率※2 0 4.15 ─ 0 2.97 3.87 0 2.90 8.67
休業災害強度率※3 0 0.05 ─ 0 0.04 0.05 0 0.04 0.05

※労働災害関連以外の範囲は稲畑産業（単体）、グループ会社への出向者を含む。
※1	�臨時：臨時従業員。
※2	�（休業1日以上の労働災害による死傷者数）÷（延べ実労働時間）×1,000,000。業界平均（事業規模100名以上の卸売業・小売業）は2025年度2.10。（厚生

労働省「令和7年労働災害動向調査」より）稲畑産業との比較。
※3	�（延べ労働損失日数）÷（延べ実労働時間）×1,000。業界平均（事業規模100名以上の卸売業・小売業）は2025年度0.05。（厚生労働省「令和7年労働災害動

向調査」）稲畑産業との比較。

人材育成
項目 2023年度 2024年度 2025年度

従業員のスキル向上を目的とした研修の延べ実施時間（時間） 480 669 748
従業員のスキル向上を目的とした研修の延べ参加従業員数（人） 1,310 1,690 1,693
従業員一人当たりの教育研修時間（時間） 0.6 0.9 0.9
従業員一人当たりの教育研修費用（円） 67,496 83,400 89,124

※ 範囲は稲畑産業（単体）、グループ会社への出向者を含む。

サステナビリティデータ
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ガバナンス
コーポレート・ガバナンス

役員構成
2024年
7月1日時点

2025年
7月1日時点

2026年
7月1日時点

男性 女性 男性 女性 男性 女性

取締役
（監査等委員を除く）（人）

総数 7 7 7
社内 4 0 4 0 4 0
独立社外 2 1 2 1 2 1

取締役
（監査等委員）（人）

総数 5 5 5
社内 1 0 1 0 1 0
独立社外 3 1 3 1 2 2

取締役合計
総数 12 12 12

10 2 10 2 9 3

取締役会、監査等委員会、指名・報酬委員会 出席状況（2025年4月1日～2026年3月31日）� （　）出席率

役職 氏名 独立社外 取締役会
出席回数

監査等委員会
出席回数

指名・報酬委員会
出席回数※1

取締役 稲畑 勝太郎 16回/16回
（100％） ─ 6回/6回

（100％）

取締役 赤尾 豊弘 16回/16回
（100％） ─ ─

取締役 横田 健一 16回/16回
（100％） ─ ─

取締役 竹下 憲昭（2025年6月就任） 12回/13回
（92％） ─ ─

取締役 長南 収 ○ 16回/16回
（100％） ─ 11回/11回

（100％）

取締役 末川 久幸 ○ 16回/16回
（100％） ─ 11回/11回

（100％）

取締役 池垣 真里（2025年6月就任） ○ 13回/13回
（100％） ─ 11回/11回

（100％）
取締役

（監査等委員） 久保井 伸和 16回/16回
（100％）

14回/14回
（100％） ─

取締役
（監査等委員） 佐成 実 ○ 16回/16回

（100％）
14回/14回
（100％） ─

取締役
（監査等委員） 藤澤 友一 ○ 16回/16回

（100％）
14回/14回
（100％） ─

取締役
（監査等委員） 横田 乃里也 ○ 16回/16回

（100％）
14回/14回
（100％）

11回/11回
（100％）

取締役
（監査等委員） 伊藤 志保 ○ 16回/16回

（100％）
13回/14回
（93％） ─

取締役 重森 隆志（2025年6月退任） 3回/3回
（100％） ─ ─

取締役 萩原 貴子（2025年6月退任） ○ 3回/3回
（100％） ─ 0回/0回

（―％）
※1	指名・報酬委員による取締役・執行役員候補者との面談（5回）は、独立社外取締役のみで実施。

コンプライアンス
2023年度 2024年度 2025年度

内部通報・相談件数※1（件） 10 6 8
重大なコンプライアンス違反件数（労働基準含む）（件） 0 0 0
政治献金（円） 0 0 0
汚職に関する方針違反事由による解雇・懲戒件数（件） 0 0 0
汚職に関連した罰金・課徴金・和解金（万円） 0 0 0

※1	「なんでもお悩み相談室」への相談件数含む。

認証
マネジメントシステム認証取得状況

ISO14001
（環境）

ISO9001
（品質）

ISO45001
（労働安全衛生）

IATF16949
（自動車）

JFS-C規格
（食品安全）

事業所
ベース
（カ所）

従業員数
ベース
（人）

事業所
ベース
（カ所）

従業員数
ベース
（人）

事業所
ベース
（カ所）

従業員数
ベース
（人）

事業所
ベース
（カ所）

従業員数
ベース
（人）

事業所
ベース
（カ所）

従業員数
ベース
（人）

日本
取得数 17 1,002 8 730 0 0 0 0 1 60
取得比率（％） 31 71 15 51 0 0 0 0 2 4

海外
取得数 19 1,992 22 2,246 3 579 8 1,447 0 0
取得比率（％） 26 60 31 68 4 18 11 44 0 0

連結
取得数 36 2,994 30 2,976 3 579 8 1,447 1 60
取得比率（％） 28 63 24 63 2 12 6 31 1 1

サステナビリティ関連認証取得状況
認証名 認証内容 認証範囲＜ライセンス番号＞

FSC®（Forest Stewardship 
Council®）認証

適切に管理された森林と、責任持って調達された 
林産物に対する国際的な認証

稲畑産業（株）情報電子第三本部
＜FSC-C194246＞
稲畑産業（株）化学品本部建材部
＜FSC-C089398＞
稲畑産業（株）合成樹脂第二本部
＜FSC-C140691＞

PEFC（Programme for the 
Endorsement of Forest 
Certification Schemes）認証

持続可能な森林管理の促進を目指す森林認証制度

稲畑産業（株）化学品本部建材部
＜PEFC/31-32-1665＞
稲畑産業（株）合成樹脂第二本部
＜PEFC/31-31-1616＞

MSC（Marine Stewardship 
Council）認証

水産資源や環境に配慮し、適切に管理された持続可能
な漁業を認証

稲畑産業（株）・
Inabata Europe GmbH

（株）一光園
ASC（Aquaculture Stewardship 
Council）認証 責任ある養殖により生産された水産物を認証 稲畑産業（株）・

Inabata Europe GmbH

ISCC（International Sustainability 
& Carbon Certification）認証

バイオマスや再生材等が持続可能な原料であること
を、サプライチェーン上でマスバランス方式を用いて
管理・担保するための認証制度

稲畑産業（株）
PT. Inabata Indonesia
Inabata Malaysia Sdn. Bhd.
Taiwan Inabata Sangyo Co., Ltd.
Inabata Singapore (Pte.) Ltd.

GGL（Green Gold Label）認証 持続可能なバイオマス燃料とそのトレーサビリティを
担保する認証 稲畑産業（株）

GRS（Global Recycled Standard）認証 リサイクル製品に関する国際的な認証プログラム 稲畑産業（株）
※ すべてCoC（Chain of Custody）認証。

ESG関連インデックス組み入れ状況（2026年8月時点）
• FTSE JPX Blossom Japan Index★
• FTSE JPX Blossom Japan Sector Relative Index★
• MSCI日本株女性活躍指数（WIN）★ ※

• S&P/JPXカーボン・エフィシェント指数★
•Morningstar Japan ex-REIT Gender Diversity Tilt Index (GenDi J)★
• SOMPOサステナビリティ・インデックス
・ JPX日経インデックス人的資本100

★ 年金積立金管理運用独立行政法人（GPIF）が選定したESG指数

※ �稲畑産業株式会社のMSCI指数への組み入れ、およびMSCIのロゴ、商標、サービスマーク、または指数名の使用は、MSCIまたはその関連会社による稲畑
産業株式会社の後援、保証、販促に該当するものではありません。MSCI指数はMSCIの独占的財産です。MSCI指数の名称とロゴは、MSCIまたはその関連
会社の商標またはサービスマークです。

2025-2026年度選定

社外からの評価

サステナビリティデータ
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11カ年サマリー
（単位：百万円）

※ 19/3期より、「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」を適用しています。18/3期については、遡及適用した数字を記載してい
ます。

※ 22/3期より、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号）等を適用しております。
※1 17/3期より、「その他」セグメントに含めていたクレーンの設計製造および施工販売事業を「情報電子」セグメントに含めて表示し
ています。16/3期の実績は変更後の区分に基づき作成しています。

※2 20/3期より、住環境セグメントは化学品セグメントに統合しました。19/3期の実績は変更後の区分に基づき作成しています。
※3 ネットD/E レシオ＝(有利子負債－現預金）÷ 自己資本。

※4  自己資本当期純利益率（ROE）(%)＝当期純利益÷期首・期末平均自己資本×100。
※5  総資産当期純利益率（ROA）(%)＝当期純利益÷期首・期末平均総資産×100。
※6  時価総額（自己株式含む）＝期末株価×期末発行済株式数（自己株式含む）。
※7  株価収益率(PER)は、期末株価（東証終値）に、1株当たり当期純利益を除して算出したものです。
※8  株価純資産倍率(PBR)は、期末株価（東証終値）に、1株当たり純資産を除して算出したものです。
※9  自己株式消却：15/3期　1,660,000株、22/3期　2,700,000株、23/3期　3,685,100株、24/3期　1,200,000株、25/3期　1,200,000株、26/3期　

1,000,000株
※10 期末自己株式数は、当社保有分の他、19/3期より導入の株式給付信託（BBT)の保有する当社株式と連結子会社保有分を合算した株式数です。
※11 15/3期から総還元性向を株主還元指標としました。総還元性向＝（配当総額+自己株式取得総額）÷当期純利益×100。

財務情報
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負債の部
　流動負債
　　支払手形及び買掛金
　　短期借入金
　　未払法人税等
　　未払費用
　　賞与引当金
　　その他
　　流動負債合計
　固定負債
　　社債
　　長期借入金
　　繰延税金負債
　　役員退職慰労引当金
　　役員株式給付引当金
　　退職給付に係る負債
　　その他
　　固定負債合計
　負債合計
純資産の部
　株主資本
　　資本金
　　資本剰余金
　　利益剰余金
　　自己株式
　　株主資本合計
　その他の包括利益累計額
　　その他有価証券評価差額金
　　繰延ヘッジ損益
　　為替換算調整勘定
　　退職給付に係る調整累計額
　　その他の包括利益累計額合計
　非支配株主持分
　純資産合計
負債純資産合計

連結貸借対照表

資産の部
　流動資産
　　現金及び預金
　　受取手形
　　電子記録債権
　　売掛金
　　商品及び製品
　　仕掛品
　　原材料及び貯蔵品
　　その他
　　貸倒引当金
　　流動資産合計
　固定資産
　　有形固定資産
　　　建物及び構築物
　　　　減価償却累計額
　　　　建物及び構築物（純額）
　　　機械装置及び運搬具
　　　　減価償却累計額
　　　　機械装置及び運搬具（純額）
　　　土地
　　　建設仮勘定
　　　その他
　　　　減価償却累計額
　　　　その他（純額）
　　　有形固定資産合計
　　無形固定資産
　　投資その他の資産
　　　投資有価証券
　　　長期貸付金
　　　退職給付に係る資産
　　　繰延税金資産
　　　その他
　　　貸倒引当金
　　　投資その他の資産合計
　　固定資産合計
　資産合計

59,839
7,506
22,184
173,813
79,782
1,517
5,431
10,356
△454

359,977

18,658
△12,951
5,707
24,277
△19,342
4,935
3,985
1,991
8,390
△5,297
3,093
19,713
9,325

36,230
2,314
10,502
1,442
8,626
△6,161
52,955
81,994
441,972

76,836
3,011
22,541
179,470
89,104
1,941
5,479
16,305
△618

394,072

28,248
△15,337
12,910
28,192
△22,631
5,560
4,575
1,614
9,792
△6,030
3,761
28,422
13,723

42,620
2,546
12,752
1,535
8,570
△6,105
61,920
104,066
498,138

121,191
28,338
3,374
1,830
1,997
11,735
168,469

25,000
20,294
6,380
33
262
2,134
2,841
56,947
225,416

9,364
7,230

153,617
△785

169,427

9,417
310

28,148
850

38,727
8,400

216,555
441,972

124,967
37,102
4,159
2,080
2,105
14,072
184,487

25,000
27,741
9,345
36
287
2,395
2,905
67,713
252,200

9,364
7,260

164,582
△783

180,424

12,612
346

40,460
1,935
55,354
10,159
245,938
498,138

前連結会計年度
（2025年３月31日）

当連結会計年度
（2026年３月31日）

（単位：百万円）
前連結会計年度

（2025年３月31日）
当連結会計年度

（2026年３月31日）

（単位：百万円）

財務情報
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連結損益計算書

連結包括利益計算書

売上高
売上原価
売上総利益
販売費及び一般管理費
営業利益
営業外収益
　受取利息
　受取配当金
　持分法による投資利益
　雑収入
　営業外収益合計
営業外費用
　支払利息
　為替差損
　貸倒引当金繰入額
　雑損失
　営業外費用合計
経常利益
特別利益
　固定資産売却益
　投資有価証券売却益
　特別利益合計
特別損失
　固定資産除却損
　投資有価証券評価損
　共同開発費用負担金
　子会社清算損
　特別損失合計
税金等調整前当期純利益
法人税、住民税及び事業税
法人税等調整額
法人税等合計
当期純利益
非支配株主に帰属する当期純利益
親会社株主に帰属する当期純利益

832,745
748,943
83,801
57,637
26,164

950
979
464
1,489
3,883

1,557
9

286
444
2,298
27,748

ー
2,691
2,691

ー
1,059
ー
160
1,219
29,220
8,085
△485
7,599
21,620
988

20,632

837,838
758,915
78,923
53,098
25,824

855
1,051
313
1,117
3,339

1,485
811
96
636
3,029
26,134

512
3,615
4,127

170
646
325
ー

1,142
29,119
7,558
615
8,173
20,945
1,111
19,833

（単位：百万円）

（単位：百万円）

当期純利益 20,945 21,620
その他の包括利益  
　その他有価証券評価差額金 △941 3,704
　繰延ヘッジ損益 △301 80
　為替換算調整勘定 △519 12,406
　退職給付に係る調整額 438 1,091
　持分法適用会社に対する持分相当額 134 92
　その他の包括利益合計 △1,189 17,376
包括利益 19,756 38,996
（内訳）  
　親会社株主に係る包括利益 18,722 37,259
　非支配株主に係る包括利益 1,033 1,737

連結株主資本等変動計算書
前連結会計年度（自　2024年４月１日　　至　2025年３月31日）

株主資本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

（単位：百万円）

当期首残高 9,364 7,177 144,689 △904 160,327
当期変動額     
　剰余金の配当   △6,876  △6,876
　親会社株主に帰属する当期純利益   19,833  19,833
　自己株式の取得    △4,079 △4,079
　自己株式の消却  △2 △4,028 4,031 ー
　自己株式の処分  655  142 797
　株式給付信託による自己株式の譲渡    25 25
　連結範囲の変動     ー
　連結子会社株式の取得による持分の増減  △600   △600
　連結子会社の増資による持分の増減     ー
　株主資本以外の項目の当期変動額（純額）     
当期変動額合計 ー 52 8,928 119 9,100
当期末残高 9,364 7,230 153,617 △785 169,427

当連結会計年度（自　2025年４月１日　　至　2026年３月31日）

株主資本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

（単位：百万円）

当期首残高 9,364 7,230 153,617 △785 169,427
当期変動額     
　剰余金の配当   △6,930  △6,930
　親会社株主に帰属する当期純利益   20,632  20,632
　自己株式の取得    △3,208 △3,208
　自己株式の消却   △3,210 3,210 ー
　自己株式の処分     ー
　株式給付信託による自己株式の譲渡     ー
　連結範囲の変動   474  474
　連結子会社株式の取得による持分の増減  32   32
　連結子会社の増資による持分の増減  △2   △2
　株主資本以外の項目の当期変動額（純額）     
当期変動額合計 ー 29 10,965 1 10,996
当期末残高 9,364 7,260 164,582 △783 180,424

その他の包括利益累計額
その他
有価証券
評価差額金

繰延
ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

退職給付
に係る

調整累計額

その他の
包括利益
累計額合計

純資産合計非支配
株主持分

当期首残高 10,289 595 28,541 412 39,838 6,588 206,754
当期変動額       
　剰余金の配当       △6,876
　親会社株主に帰属する当期純利益       19,833
　自己株式の取得       △4,079
　自己株式の消却       ー
　自己株式の処分       797
　株式給付信託による自己株式の譲渡       25
　連結範囲の変動       ー
　連結子会社株式の取得による持分の増減       △600
　連結子会社の増資による持分の増減       ー
　株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △871 △284 △393 438 △1,111 1,811 699
当期変動額合計 △871 △284 △393 438 △1,111 1,811 9,800
当期末残高 9,417 310 28,148 850 38,727 8,400 216,555

その他の包括利益累計額
その他
有価証券
評価差額金

繰延
ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

退職給付
に係る

調整累計額

その他の
包括利益
累計額合計

純資産合計非支配
株主持分

当期首残高 9,417 310 28,148 850 38,727 8,400 216,555
当期変動額       
　剰余金の配当       △6,930
　親会社株主に帰属する当期純利益       20,632
　自己株式の取得       △3,208
　自己株式の消却       ー
　自己株式の処分       ー
　株式給付信託による自己株式の譲渡       ー
　連結範囲の変動       474
　連結子会社株式の取得による持分の増減       32
　連結子会社の増資による持分の増減       △2
　株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 3,194 35 12,312 1,084 16,627 1,759 18,386
当期変動額合計 3,194 35 12,312 1,084 16,627 1,759 29,382
当期末残高 12,612 346 40,460 1,935 55,354 10,159 245,938

前連結会計年度
（自　2024年 4 月 1 日 
 至　2025年 3 月31日）

当連結会計年度
（自　2025年 4 月 1 日 
 至　2026年 3 月31日）

前連結会計年度
（自　2024年 4 月 1 日 
 至　2025年 3 月31日）

当連結会計年度
（自　2025年 4 月 1 日 
 至　2026年 3 月31日）

財務情報

稲畑産業グループ  統合報告書2026稲畑産業グループ  統合報告書2026131 132

デ
ー
タ
集

ガ
バ
ナ
ン
ス

サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ

事
業
戦
略

経
営
計
画
と
進
捗

成
長
ス
ト
ー
リ
ー



欧州子会社の貸倒引当金計上の影響→

事業セグメント別売上高

（期）

（億円）
10,000

7,500

5,000

2,500

0

■情報電子　■化学品※1　■生活産業※2　■合成樹脂

■情報電子　■化学品※1　■生活産業※2　■合成樹脂

事業セグメント別営業利益

（期）

（億円）
300

240

180

120

60

0

-60

リーマンショック

日本／海外別売上高

（期）

（億円）
5,000

4,000

3,000

2,000

1,000

0

日本／海外別営業利益

（期）

19/3 23/3 24/3 25/321/3 22/318/317/316/315/314/313/312/311/310/309/308/307/306/3 20/3

19/3 23/3 24/3 25/321/3 22/318/317/316/315/314/313/312/311/310/309/308/307/306/3 20/3

26/3

26/3

（億円）
160

140

120

100

80

60

40

20

0

-20

日本　　　　　　海外

リーマンショック

日本　　　　　　海外

19/3 23/321/318/317/316/315/314/313/312/311/310/309/308/307/306/3 20/3 22/3 24/3 25/3
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26/3

連結キャッシュ・フロー計算書

営業活動によるキャッシュ・フロー  
税金等調整前当期純利益 29,119 29,220
減価償却費 4,219 4,216
のれん償却額 244 325
貸倒引当金の増減額（△は減少） 46 △563
退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 105 620
退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △804 △1,127
受取利息及び受取配当金 △1,907 △1,929
支払利息 1,485 1,557
持分法による投資損益（△は益） △313 △464
固定資産売却益 △512 ー
固定資産除却損 170 ー
投資有価証券評価損益（△は益） 646 1,059
投資有価証券売却損益（△は益） △3,615 △2,691
子会社清算損益（△は益） ー 160
売上債権の増減額（△は増加） 3,095 7,881
棚卸資産の増減額（△は増加） △93 △4,428
その他の流動資産の増減額（△は増加） 1,879 △4,763
その他の固定資産の増減額（△は増加） 258 1,038
仕入債務の増減額（△は減少） △6,552 △2,482
その他の流動負債の増減額（△は減少） △670 1,342
その他 △44 △715
小計 26,758 28,257
利息及び配当金の受取額 2,022 2,047
利息の支払額 △1,479 △1,567
法人税等の支払額 △7,398 △7,662
営業活動によるキャッシュ・フロー 19,903 21,075

投資活動によるキャッシュ・フロー  
定期預金の預入による支出 △4,565 △3,975
定期預金の払戻による収入 4,955 4,721
有形固定資産の取得による支出 △3,782 △9,173
有形固定資産の売却による収入 759 35
無形固定資産の取得による支出 △2,372 △5,548
投資有価証券の取得による支出 △2,349 △1,413
投資有価証券の売却による収入 4,024 3,312
子会社株式の取得による支出 △1,434 △345
短期貸付金の増減額（△は増加） △187 325
長期貸付けによる支出 △770 △1,044
長期貸付金の回収による収入 671 654
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出 △4,422 ー
事業譲受による支出 ー △569
その他 △23 9
投資活動によるキャッシュ・フロー △9,498 △13,012

財務活動によるキャッシュ・フロー  
短期借入金の純増減額（△は減少） △13,058 5,866
長期借入れによる収入 8,988 10,045
長期借入金の返済による支出 △2,368 △1,078
社債の発行による収入 17,385 ー
自己株式の取得による支出 △4,149 △3,221
子会社の所有する親会社株式の売却による収入 1,524 ー
配当金の支払額 △6,876 △6,930
非支配株主への配当金の支払額 △100 △135
連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得による支出 △1,300 ー
その他 △850 △623
財務活動によるキャッシュ・フロー △805 3,922

現金及び現金同等物に係る換算差額 △543 4,938
現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 9,055 16,924
現金及び現金同等物の期首残高 46,301 55,357
連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減額（△は減少） ー 417
現金及び現金同等物の期末残高 55,357 72,698

前連結会計年度
（自　2024年 4 月 1 日 
 至　2025年 3 月31日）

当連結会計年度
（自　2025年 4 月 1 日 
 至　2026年 3 月31日）

（単位：百万円）

1976年に戦後初の海外拠点を設
立し、日本企業の海外への生産移
管に合わせて、海外展開を加速し
ました。以来、49年にわたって、海
外ビジネスを拡大し、2006年3月
期に36％だった海外売上高比率
は、2026年3月期には54％までに
なりました。

※1 20/3期より、住環境セグメントは化学品セグメントに統合しました。
19/3期以前の実績も、変更後の区分に基づき表示しています。

※2 13/3期より、化学品のライフサイエンス関連と食品セグメントを統合して、生活産業セグメントとしました。
12/3期以前の食品セグメントの実績は、生活産業セグメントとして表示しています。

22/3期より、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号）等を適用しています。

22/3期より、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号）等を適用しています。

欧州子会社の貸倒引当金計上の影響→

化学品セグメントは、歴史が長く、
取引先基盤の厚さを礎に、安定的
に事業を展開しています。
合成樹脂セグメントは、1950年代
の高度経済成長期から家電、OA、
自動車へと、事業を拡大しました。
情報電子セグメントは、2000年以
降、液晶市場の急激な成長ととも
に大きく伸長しました。
生活産業セグメントは、近年では、
食品分野や先端医療分野への取
り組みを進めており、将来の成長
を期待するセグメントです。

財務情報

海外比率
54%

海外比率
36%

海外比率
53%

海外比率
60%
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主要連結子会社および関連会社 （2026年7月1日現在）

商社拠点 製造加工拠点主要な連結子会社

▲ アルバック成膜（株）

● （株）クリーン・アシスト

電子工業・光学工業用材料部品の製造

合成樹脂製品および雑貨品の販売

日本

日本

埼玉県秩父市

東京都新宿区

会社名 所在地 主要事業 会社名 所在地 主要事業

主要な持分法適用会社

会社名 所在地 主要事業

日本
▲ アイ・アンド・ピー（株）
▲ （株）一光園
● 稲畑ファインテック（株）
▲ エヌ・アイ・シー（株）
● オルディ（株）

▲ 関西高分子工業（株）
● （株）佐藤園
▲ 大五通商（株）

▲ 太洋プラスチックス（株）
▲ ノバセル（株）

● 丸石化学品（株）
● 丸石テクノ（株）

▲ マルカブ佐藤製茶（株）

東南アジア／インド
● Inabata India Private Ltd.

▲ PT. IK Precision Indonesia
▲ PT. Inabata Creation Indonesia
● PT. Inabata Indonesia
▲ PT. S-IK Indonesia
● Inabata Malaysia Sdn. Bhd.
▲ SIK Color（M）Sdn. Bhd.
▲ IK Plastic Compound Phils. Inc.
● Inabata Philippines, Inc.
● Inabata Singapore（Pte.）Ltd.

▲ Novacel Singapore (Pte.) Ltd.

▲ Apple Film Co., Ltd.

▲ Hi-Tech Rubber Products Co., Ltd.
● IKT Consulting Co., Ltd.
● Inabata Thai Co., Ltd.

● Maruishi Chemical (Thailand) Co., Ltd.
▲ Novacel (Thailand) Co., Ltd.

▲ SIK（Thailand）Ltd.

▲ Apple Film Da Nang Co., Ltd.
● Inabata Vietnam Co., Ltd.

▲ SIK Vietnam Co., Ltd.

合成樹脂の成型加工

水産物等の加工販売

化学品・食品等の販売

プラスチックフィルム製品の加工販売

プラスチックフィルム製品・梱包資材の加工
および付帯機器、システムの設計販売

プラスチックフィルムの製造

お茶・食品の販売

食品包装資材・機械の販売および
農水産加工品の製造、販売

プラスチックフィルムの製造

樹脂コンパウンドの研究、開発、生産
および販売

化学品等の販売

空調用水処理薬品販売・
空調設備メンテナンス、各種塗料の販売

お茶の製造販売

合成樹脂、電子材料、
化学品等の輸出入、販売

合成樹脂の成型加工

グリップテープの加工

合成樹脂、化学品等の輸出入、販売

樹脂コンパウンド

合成樹脂等の輸出入、販売

樹脂コンパウンド

樹脂コンパウンド

合成樹脂等の販売

合成樹脂、化学品、
情報電子関連の輸出入、販売

樹脂コンパウンドの研究、開発、生産
および販売

プラスチックフィルムの製造

各種ゴム成型品の製造

機械の販売および各種サービス

合成樹脂、化学品、食品、
機械等の輸出入、販売

化学品等の販売

樹脂コンパウンドの研究、開発、生産
および販売

樹脂コンパウンド

プラスチックフィルムの製造

合成樹脂、電子材料、
化学品等の輸出入、販売

樹脂コンパウンド

日本

日本

日本

日本

日本

日本

日本

日本

日本

日本

日本

日本

日本

インド

インドネシア

インドネシア

インドネシア

インドネシア

マレーシア

マレーシア

フィリピン

フィリピン

シンガポール

シンガポール

タイ

タイ

タイ

タイ

タイ

タイ

タイ

ベトナム

ベトナム

ベトナム

宮城県大崎市

大阪府堺市

大阪市中央区

東京都中央区

大阪市中央区

奈良県大和郡山市

静岡市葵区

静岡市葵区

埼玉県蓮田市

東京都港区

大阪市北区

愛知県名古屋市

静岡市葵区

グルグラム（デリー近郊）

ブカシ（ジャカルタ近郊）

ブカシ（ジャカルタ近郊）

ジャカルタ

ブカシ（ジャカルタ近郊）

クアラルンプール

ジョホール

ビニャン（マニラ近郊）

ビニャン（マニラ近郊）

シンガポール

シンガポール

サムットプラカーン
（バンコク近郊）

アユタヤ

バンコク

バンコク

バンコク

バンコク

サムットプラカーン
（バンコク近郊）

ダナン

ハノイ

ハイフォン

その他主要な関係会社

会社名 所在地 主要事業

日本
▲ アイケイファーム積丹（株）

▲ アイケイファーム余市（株）

▲ イナバタオプテック（株）

東南アジア
▲ Clover Plastics (Thailand) Co., Ltd.

米州
● Inabata Brasil Importação e Exportação Ltda.

オーストラリア
● Inabata Australia Pty. Ltd. 

農産物の生産、販売

農産物の生産、販売

光半導体封止樹脂に関する研究、開発

再生樹脂の製造、販売

化学品、合成樹脂等の販売

粗飼料等の輸出、樹脂製品等の輸入販売

日本

日本

日本

タイ

ブラジル

オーストラリア

北海道積丹郡

北海道余市郡

神奈川県川崎市

チョンブリ

サンパウロ

ブリスベン

北東アジア
●▲ 稲畑工貿（大連保税区）有限公司

● 稲畑産業（香港）有限公司

▲ Novacel (Hong Kong) Ltd.

● 広州稲畑産業貿易有限公司

● 上海稲畑産業貿易有限公司
▲ 上海稲畑精細化工有限公司
● Inabata Korea & Co., Ltd.
● 華稲股份有限公司

米州
▲ IK Plastic Compound Mexico, S.A. de C.V.
● Inabata Mexico, S.A. de C.V.
▲ NH Inabata, S. de R.L. de C.V.
● DNI Group LLC

● Inabata America Corp.

欧州
● Inabata France S.A.S.

▲ Pharmasynthese S.A.S.
● Inabata Europe GmbH

樹脂コンパウンドおよび合成樹脂、
化学品等の輸出入、販売

合成樹脂、機械、電子材料、
化学品等の輸出入、販売

樹脂コンパウンドの研究、開発、生産
および販売

合成樹脂、機械、電子材料、
化学品等の輸出入、販売

合成樹脂、化学品等の輸出入、販売

塗料原料の加工

電子材料等の輸出入、販売

電子材料、半導体関連機器、
化学品等の輸出入、販売

樹脂コンパウンド

合成樹脂等の販売

クレーンの設計製造および施工販売

食品の輸出入、販売

合成樹脂、情報電子関連材料、
化学品等の輸出入、販売

化学品の輸出入、販売

医薬品・化粧品原料、精密化学品の製造

電子材料、化学品、
合成樹脂等の輸出入、販売

中国

中国

中国

中国

中国

中国

韓国

台湾

メキシコ

メキシコ

メキシコ

米国

米国

フランス

フランス

ドイツ

大連

香港

香港

広州

上海

上海

ソウル

新竹

シラオ

ケレタロ

ケレタロ

ノバト
(サンフランシスコ近郊)

ニューヨーク

イッシー・レ・ムリノー
（パリ近郊）

ノルマンディー

デュッセルドルフ
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コンプライアンス委員会

内 部 統 制 委 員 会

サステナビリティ委員会

人 権 啓 発 委 員 会

輸 出 管 理 委 員 会

監 査 等
委 員 会

取締役会株主総会

内 部 監 査 室

事 業 企 画 室

リ ス ク 管 理 室

人 事 室

業 務 推 進 室

財 務 経 理 室

経 営 管 理 室

デ ジ タ ル 推 進 室

総 務 広 報 室

合 成 樹 脂 第 二 本 部

コ ン パ ウ ン ド 統 括 室

合 成 樹 脂 第 一 本 部

生 活 産 業 本 部

化 学 品 本 部

情 報 電 子 第 三 本 部

情 報 電 子 第 二 本 部

情 報 電 子 第 一 本 部組織図
（2026年7月1日現在）

2020年度2019年度2018年度2017年度2016年度 2021年度 2022年度

（円）
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4,000
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3,000

2,500

2,000

1,500

1,000

500

0

■株価

53,714
（千株）

個人・その他
31.2%（79,374名）

金融機関
24.3%（20名）

外国人
25.7%（524名）

自己株式
0.1%（1名）
証券会社
1.9%（29名）

国内法人
16.8%（416名）

2023年度 2024年度 2025年度

会社名
創業年月日
設立年月日
資本金
国内拠点

海外拠点

従業員数

会計監査人
証券コード

稲畑産業株式会社（英文: Inabata & Co., Ltd.）

1890年（明治23年）10月1日

1918年（大正7年）6月10日

93億6千4百万円

大阪本社、東京本社、名古屋支店、
岩手営業所、塩尻営業所、静岡営業所、
浜松営業所、広島営業所、九州営業所（霧島市）

シンガポール、バンコク、ジャカルタ、上海、香港、台北、
ロサンゼルス、ニューヨーク、デュッセルドルフなど
19カ国約70拠点

単体: 807名
（グループ会社への出向者を含む）
連結: 4,719名
（2026年3月31日現在）

有限責任　あずさ監査法人

東京証券取引所 プライム市場　8098

ウェブサイト
https://www.inabata.co.jp/

日興アイ・アール株式会社が発表する「2025年度 全上場企業ホー
ムページ充実度ランキング」において「最優秀」を、大和インベス
ター・リレーションズ株式会社が発表する「大和インターネットIR
表彰2025」において「優良賞」を、また、株式会社ブロードバンドセ
キュリティが発表する「Gomez IRサイトランキング2025」におい
て「優秀企業（銀賞）」、「Gomez ESGサイトランキング2025」にお
いて「優秀企業」を受賞しました。

ESG関連インデックスの組み入れ状況については、P126をご参照ください。

その他の表彰

・JPX日経インデックス400

発行可能株式総数 200,000,000株
発行済株式の総数 53,714,127株
株主数 80,364名

（注）当社が保有する自己株式数77,714株（ただし｢株式給付信託（BBT）｣制度の信託財産として、株式会社日本カストディ銀行（信託E口）が保有する当社株式
254,500株を除く）につきましては、持株比率の計算より除いております。

大株主の状況 （上位10名）

所有者別株式分布状況株式情報

株主名

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 6,992 13.0

住友化学株式会社 5,591 10.4

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 3,445 6.4

THE BANK OF NEW YORK, TREATY JASDEC ACCOUNT 843 1.6

RE FUND 107-CLIENT AC 798 1.5

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505001 725 1.4

稲畑産業従業員持株会 711 1.3

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505223 668 1.2

JP MORGAN CHASE BANK 385781 641 1.2

株式会社日本カストディ銀行（信託口4） 636 1.2

持株数（千株） 持株比率（％）

格付機関名 発行体格付

格付投資情報センター（R&I） A（安定的）

株価推移

格付情報（2025年8月21日公表）

企業情報 （2026年7月1日現在） 株式情報 （2026年3月31日現在）

インデックスへの組入れ状況（2026年8月現在）

社外からの評価IR活動について

当社は、持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に資するよう、
株主・投資家との対話を積極的に行っています。

（1）IR体制
● 社長を最高責任者とし、IR担当役員を置いています。株主・投資家
との対話は、社長、IR担当役員、IR専任部署にて行っています。

● 担当部署であるIR企画部は、関連部署と連携して各種経営情報を
収集・分析し、適時・適切に社内外に情報を提供しています。

（2）IR活動
● 投資家とのミーティングについては、合理的な範囲で積極的に対応
しています。また社外取締役に対する申し込みについても、合理的
な範囲で対応しています。

● 決算説明会を年2回開催し、中期経営計画の進捗状況および決算
概要の説明を行っています。

● 個人投資家向けIRイベント等への参加を通じ、個人株主・投資家と
の対話の機会を設けています。

● ウェブサイト、統合報告書、株主通信、株主総会招集通知等を通じ
て、積極的に情報提供を行っています。

（3）フィードバック
● 株主との対話において把握した株主の意見・懸念に関して、IR担当
役員が取締役会で報告しています。

活動 実施回数

決算説明会 2回

機関投資家・アナリスト等との個別面談（含む海外） 62回

個人投資家向け説明会（IRフェア出展） 1回

投資家（含む海外）向けパネルディスカッションへの登壇 1回

2025年度 IR活動の実績

2023-2026年度選定

137 138稲畑産業グループ  統合報告書2026稲畑産業グループ  統合報告書2026
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